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広島大学基本理念 

「自由で平和な一つの大学」という建学の精神を継承し、理念５原則の下に、国立大学とし
ての使命を果たします。 

 平和を希求する精神
 新たなる知の創造
 豊かな人間性を培う教育
 地域社会・国際社会との共存
 絶えざる自己変革

人間社会科学研究科の基本理念 

 人間社会科学研究科の目的は，人間や社会の持続的発展や平和の実現の観点から，これか
らの社会の指針―例えば，科学技術により何ができるかではなく，何をするべきかすべきで
ないか―となる新しい価値や知識を創造し，提案することです。 
 また，広島大学新⻑期ビジョン「SPLENDOR PLAN 2017」で謳う「多様性をはぐくむ自
由で平和な国際社会の実現」のためには，教育の果たす役割はとても大きなものになります。
広島大学はこれまで，幼児教育から高等教育にいたる，学校教育のみならず家庭教育から社
会教育までをカバーする教育の専門家，実践家を多数輩出してきています。また，日本国内
に限らず，アジアやアフリカ諸国における教育開発や教育に携わる人材の育成に大きく貢
献してきました。 
 これらを踏まえ，広島大学が世界の平和の構築に貢献するために，本研究科では，持続可
能性の基本となる国内外の初等教育から高等教育への関与（研究，実践及び人材育成）も目
的としています。すなわち，本研究科は，人間と社会のための諸科学の追求と，教育による
持続可能で平和な世界の構築を目指すという 2 つのミッションを有し，人間や社会に関す
る深い見識と専門分野以外への強い関心を持ち，自然科学や生命科学を含む他分野の専門
家と協働して将来の人類社会を創造する人材を育成することを目的にしています。 
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広島大学法科大学院の学期区分 

期 期       間 区  分 

前 期 

  ４ 月  １ 日 ～  ４ 月  ２ 日 春 季 休 業 

   ４ 月  ３ 日 ～  ８ 月 １８ 日 授   業 

   ８ 月 １９ 日 ～  ９ 月 ３０ 日 夏 季 休 業 

後 期 

１０ 月  １ 日 ～ １２ 月 ２５ 日 授   業 

  １２ 月 ２６ 日 ～  １ 月  ５ 日 冬 季 休 業 

   １ 月  ６ 日 ～  ２ 月 １９ 日 授   業 

  ２ 月 ２０ 日 ～  ３ 月 ３１ 日 学年末休業 

注）法科大学院の授業等スケジュールは，大学の学期区分と一部異なります。 

 

 

 

 

１時限 8:45～9:30 
（１・２時限） 8:45～10:15 

２時限 9:30～10:15 

３時限 10:30～11:15 
（３・４時限） 10:30～12:00 

４時限 11:15～12:00 

５時限 12:50～13:35 
（５・６時限） 12:50～14:20 

６時限 13:35～14:20 

７時限 14:35～15:20 
（７・８時限） 14:35～16:05 

８時限 15:20～16:05 

９時限 16:20～17:05 
（９・10 時限） 16:20～17:50 

10 時限 17:05～17:50 

 

 

 

 

伝達・連絡事項等は，「学生情報の森 もみじ」の掲示と法科大学院の掲示

板により行いますので，１日に１度は必ず掲示板を確認してください。 

 

東千田地区支援室の法科大学院担当窓口の応対時間は， 

平日の 8:30～12:30，13:30～17:15 です。 

TEL (082) 542-7087  FAX (082) 542-6964 

E-mail: houmu-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

法科大学院授業時間割 
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学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

 

人間社会科学研究科 

（専門職学位課程） 

人間社会科学研究科では，以下の能力を身に付け，所定の単位数を修得し，所定の審査に

合格した学生に，課程に応じて「教職修士（専門職），法務博士（専門職）」の学位を授与す

る。 

 １．教職開発又は実務法学における諸課題の発見と解決のための優れた知性，研究力，対

応力を有している。 

 ２．高度専門職業人としての使命を自覚し，高い倫理観を有している。 

 

実務法学専攻（法科大学院） 

実務法学プログラム 

実務法学専攻実務法学プログラムでは，以下の学識及び能力並びに素養を身につけ，所定

の単位数を修得した学生に「法務博士（専門職）」の学位を授与する。 

 

 １．幅広い専門的学識を紛争解決の場面に応用し，状況に応じて柔軟かつ適切に運用でき

る思考力と判断力を有している。 

 ２．法の定めや先例がない問題領域においても，事実に即して具体的な法的解決策を分析

検討し，専門的学識を発展させていく創造的な思考力を有している。 

 ３．充実した法的支援とサービスを提供する「国民の社会生活上の医師」として，社会や

人間関係に対する洞察力と豊かな人間性を有している。 

 ４．高度専門職業人としての責任感と十分な職業倫理を身につけ，現代社会に生じる様々

な問題を多様な観点から考察するための教養と専門性を高めるため，日々研鑽を続け

る力を有している。 

 ５．高度専門職業人として自由で平和な国際社会の構築に貢献しようとする意欲を有し，

基礎的素養を身につけている。 
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教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

 

人間社会科学研究科 

（専門職学位課程） 

人間社会科学研究科では，教職開発又は実務法学における実践的プロフェッショナルを

育成するため，以下のように教育課程を編成し，実施する。 

 １．教職開発及び実務法学の現場で高度専門職業人として活動するために必要な専門的 

知識と能力の獲得を促すため，専攻分野に関連する専門科目を体系的に提供する。 

 ２．それぞれの現場における実践的な問題解決力を養うため，事例研究や課題研究など実 

践的研究に取り組む科目を提供する。 

 

実務法学専攻（法科大学院） 

実務法学プログラム 

実務法学専攻では，実務法学における高度専門職業人を養成するため，以下のような方針

に基づき教育課程を編成し実施する。 

 １．高度専門職業人として活動するために必要な専門的学識及びその応用能力を涵養す

るため，法律基本科目を段階的かつ体系的に提供するとともに，法律基本科目の知識を

基盤とした実務基礎科目を提供する。 

２．弁論及び論述の能力を含む高度専門職業人に必要な学識及び能力を培うため，教員と

学生との対話を中心とする密度の高い少人数教育を採用しながら，事例研究や課題研

究など実践的研究に取り組む授業科目を提供する。 

３．現代社会に生じる様々な問題を多様な観点から考察するための教養と専門性を高め

ることを可能にするため，基礎法学・隣接科目，展開・先端科目を提供する。 

４．高度専門職業人としての責任感と十分な職業倫理を身につけることを可能にするた

め，法律相談や法曹倫理に関する授業科目を提供するとともに，少人数教育のもとでの

教員と学生との対話と討論を通じて，法曹としての心構えや責務についての自覚を深

めることを可能にする。 

５．広島大学が理念として掲げる「平和を希求する精神」のもとで，高度専門職業人とし

て自由で平和な国際社会の構築に貢献しようとする人材を育成するため，普遍的かつ

恒久的な平和のあり方を模索する授業科目を提供する。 

６．学修成果の評価は，出席要件を満たすことを前提に，シラバスに明示した成績評価方

法に従って客観的かつ厳正に実施する。成績評価に対する透明性と公平性を確保する

ため，異議申立て制度を設ける。 
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入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

人間社会科学研究科 

（専門職学位課程） 

人間社会科学研究科では，以下のような志や意欲をもち，それに必要な基礎学力を持つ学

生の入学を求める。 

1．教職開発又は実務法学の現場で活躍することで，自由で平和な国際社会の構築に貢献

しようとする意欲を持つ人

2．高等教育機関における高度専門職業人養成に関心を持ち，教職開発又は実務法学の現

場で活躍できる人材を養成することにより，社会に貢献したいという志を持つ人 

人間社会科学研究科は，これらの人を受け入れるため，そのディプロマ・ポリシー及びカ

リキュラム・ポリシーを踏まえ，学力試験，外部試験等を用いた多面的・総合的な評価によ

る入学者選抜を実施する。 

実務法学専攻（法科大学院） 

実務法学プログラム 

１ 求める学生像 

実務法学専攻では，実務法学における高度専門職業人を養成するため，以下のような志や

意欲をもち，それに必要な基礎学力を持つ学生の入学を求める。 

①物事を一面的ではなく多様な観点から複合的・複層的に分析できる人

②何事にもチャレンジする積極果敢な姿勢を有する人

③常に自らの行いを省みて，改善工夫の努力を怠らない人

④他人の意見にも真摯に耳を傾け，自らの糧としようとする人

⑤自らの信念と目標の実現のために努力を継続している人

２ 入学者選抜の基本方針 

実務法学専攻は，これらの人を受け入れるため，そのディプロマ・ポリシー及びカリキュ

ラム・ポリシーを踏まえ，学力試験等を用いた多面的・総合的な評価による入学者選抜を実

施する。具体的には，法学既修者一般選抜，法学既修者法曹コース特別選抜（開放型），法

学未修者一般選抜を実施する。 

すべての入学者選抜において，資質確認を実施する。資質確認は，法科大学院における学

修の前提として要求される判断力，思考力，分析力，表現力等の資質を判定するための試験

であり，短い文章を作成する試験である（法律学の知識や長文の読解を前提としません）。

また，すべての入学者選抜において，志望理由書，学部成績が評価の対象となる。これらの

書類審査においては，学部成績，活動実績，保持する学位，志望理由，能力証明資料等を総
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合的に評価することにより，人物審査の要素も含めて多様な観点から受験生の資質を評価

する。 

 

法学既修者一般選抜では，憲法，民法，刑法の法律科目試験を実施する。法律科目試験は，

法学既修者として実務法学専攻の 2 年次から履修を開始することができる基礎的な学識及

び論述力等の資質を有しているかを判定するための試験である。出題範囲は，憲法，民法，

刑法とも，一般に大学法学部の講義において取り扱われる分野の全体であり，実務法学専攻

の 1 年次に開設されている法律科目の単位を修得できる程度の学識があることを要求する。

なお，商法と民事訴訟法については，法学既修者一般選抜の合格者を対象に，入学前に履修

免除試験を実施し，これに合格した場合は，実務法学専攻の 1 年次に開設されている商法

と民事訴訟法の科目の履修が免除される。履修免除試験においても，実務法学専攻の 1 年

次に開設されている法律科目の単位を修得できる程度の学識があることを要求する。 

 

 法学既修者法曹コース特別選抜（開放型）においても，憲法，民法，刑法の法律科目試験

を実施する。内容は，法学既修者一般選抜と同様である。なお，法学既修者法曹コース特別

選抜（開放型）の合格者は，商法と民事訴訟法の学部成績が広島大学のＧＰＡ基準で 65 相

当以上であるとき，これらの科目の履修が免除される。また，法学既修者一般選抜の合格者

と同様，上記の履修免除試験を受験することもできる。法学既修者法曹コース特別選抜（開

放型）においては，法学既修者一般選抜と比べて，学部成績をより重視して評価する。 

 

法学未修者一般選抜では，小論文試験を実施する。小論文試験は，長文の読解力と，それ

に対する分析力，思考力，論述力等の資質を有しているかを判定するための試験である（法

律学の知識を前提としない）。 
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【１－１　履修関係】
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広島大学大学院人間社会科学研究科細則 

 

（令和 2 年 4 月 1 日研究科長決裁） 

 

  広島 大学大学院人 間 社会科学研究科細 則 

 (趣旨) 

第 1 条 この細則は ， 広島大学大学院規 則(平 成 20 年 1 月 15 日規則 第 2 号 。以下「大

学 院 規 則 」 と い う 。 )に 定 め る も の の ほ か ， 広 島 大 学 大 学 院 人 間 社 会 科 学 研 究 科 (以 下

「研究科」という 。)の 学生の修学に関し ，必 要な事項を定める もの とする。 

 (教育研究上の目 的) 

第 2 条 研究科及び各 専攻の教育研究上 の目 的は，次の表のと おり とする。 

専攻等 教育研究上の目的 

研究科 

 研 究 科 は ， 2 つ の ミ ッ シ ョ ン を 有 す る 。 人 間 と 社 会 の

た め の 諸 科 学 を 追 究 す る こ と ， 教 育 に よ る 持 続 可 能 で 平

和 な 世 界 の 構築 を 目 指す こ と ， の 2 つで あ る。 こ れ ら に

副 っ て ， 人 間 や 社 会 に 関 す る 深 い 見 識 と 専 門 分 野 以 外 へ

の 強 い 関 心 を 持 ち ， 自 然 科 学 や 生 命 科 学 を 含 む 他 分 野 の

専 門 家 と 協 働 し て 将 来 の 人 類 社 会 を 創 造 す る 人 材 を 育 成

する。 

人文社会科学専攻 

（博士課程前期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 他 領 域 へ の 関 心 を 持 ち ， 持 続 可 能

で 平 和 な 世 界 の 構 築 を 目 指 し て ， 現 在 社 会 に お け る 価 値

の 再 検 討 や 新 し い 価 値 の 創 造 を も た ら す 人 材 を 育 成 す

る。 

（博士課程後期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 他 領 域 へ の 関 心 を 持 ち ， 持 続 可 能

で 平 和 な 世 界 の 構 築 を 先 導 す る リ ー ダ ー と し て ， 現 在 社

会 に お け る 価 値 の 再 検 討 や 新 し い 価 値 の 創 造 を も た ら す

人材を育成する。 

教育科学専攻 

（博士課程前期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 人 類 が 抱 え る 様 々 な 課 題 へ の 深 い

洞 察 を 持 ち ， 教 育 に よ る 将 来 の 人 類 社 会 の 創 造 を 目 指 す

人材を育成する。 

（博士課程後期） 

グロ ーバ ルな 視野 と人 類が 抱え る様 々な 課題 への 深い洞

察 を 持 ち ， 社 会 の リ ー ダ ー と し て 教 育 に よ る 将 来 の 人 類

社会の創造を先導 する 人材を育成する。 

教職開発専攻 

（専門職学位課程 ） 

 新 し い 学 校 づ く り の 有 力 な 一 員 と な り 得 る 新 人 教 員 ，

新 し い 学 校 づ く り の 中 心 と な る ミ ド ル ・ リ ー ダ ー ， こ れ

か ら の 学 校 づ く り を け ん 引 し 指 導 的 な 役 割 を 果 た し 得 る

スクールリーダー 等の 高度専門職業人を 養成 する。 

実務法学専攻 

（専門職学位課程 ） 

 一 つ 一 つ の 紛 争 の 解 決 及 び 事 前 予 防 が 家 庭 ， 社 会 ， ひ

い て は 世 界 の 平 和 ・ 平 穏 を 導 く と の 自 覚 を 持 っ た ， 主 体

性 の あ る 学 び に よ っ て ， ① 「 学 修 の 転 移 ・ 活 用

（ transfer of learning） 」 の プ ロ セ ス を 経 た ， 高 度 な

専 門 的 法 律 知 識 を 紛 争 解 決 の 場 面 に 応 用 し ， 状 況 に 応 じ

て適 切か つ柔 軟に 運用 でき る思 考力 と判 断力 ，② 法の定

め や 先 例 が な い 利 害 対 立 状 況 で も ， 自 ら 原 理 原 則 を 選 択

し 妥 当 な 利 害 調 整 策 を 探 求 し 構 築 で き る ， 創 造 性 に 富 ん

だ 法 的 思 考 力 ， ③ 充 実 し た 法 的 サ ー ビ ス と 法 的 支 援 の 求
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め に 応 え る 「 国 民 の 社 会 生 活 上 の 医 師 」 と し て の ， 人 間

や 社 会 に 対 す る 深 い 洞 察 力 と 理 解 力 ， 並 び に ④ 高 度 専 門

職 業 人 （ プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン ） と し て の 職 責 を 深 く 自 覚

し ， 日 々 の 活 動 を 真 摯 に 自 省 し な が ら ， 知 性 を 錬 磨 し

日 々 研 鑽 を 継 続 す る 力 を 兼 ね 備 え 法 曹 界 を 牽 引 す る 高 度

専門職業人を養成 する 。 

広島大学・グラー ツ大 学

国際連携サステイ ナビ リ

ティ学専攻

（修士課程） 

SDGs 達 成 に 向 け た 地 域と 世 界 の 喫 緊 の課 題 ，と り わ け ，

貧 困 の 削 減 に 対 し て ， 開 発 学 に お け る 国 際 協 力 論 を 基 盤

に し ， 社 会 科 学 的 ア プ ロ ー チ で 研 究 や 実 務 を 遂 行 で き る

能 力 を 有 す る と と も に ， 大 学 ・ 研 究 機 関 ， 政 府 ・ 国 際 機

関 ， 民 間 企 業 ， NGO 等 に お い て ， 他 者 と 協 働 で き る 高 い

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 を 有 し ， 国 際 的 な 労 働 市 場 で 高

い就職力(Employability)を発揮できる人 材を養 成する。

 (学位プログラム) 

第 3 条 人文社会科学専 攻に，次の各号の 学位 プログラムを置く 。 

(1) 人文学プロ グラ ム

(2) 心理学プロ グラ ム

(3) 法学・政治 学プ ログラム

(4) 経済学プロ グラ ム

(5) マネジメン トプ ログラム

(6) 国際平和共 生プ ログラム

(7) 国際経済開 発プ ログラム

(8) 人間総合科 学プ ログラム

2 教育科学専攻に ，次 の各号の学位プロ グラ ムを置く。 

(1) 教師教育デ ザイ ン学プログラム

(2) 教育学プロ グラ ム

(3) 日本語教育 学プ ログラム

(4) 国際教育開 発プ ログラム

3  教職 開発専攻に， 教 職開発プログラム を置 く。 

4 実務法学専攻に ，実 務法学プログラム を置 く。 

5 学 生(広 島 大 学 ・ グ ラ ー ツ 大 学 国 際 連 携 サ ス テ イ ナ ビ リ テ ィ 学 専 攻 (以 下 「 国 際 連 携

専攻」 とい う。)の 学生 を除く 。)は， 前各 項に 掲げる 学位 プロ グラ ム のうち ，い ずれ

か一つを専攻する もの とする。 

(コース)

第 4 条 人文社会科学 専攻(博士課程前期)心 理学プログラムに ，心 理学先端研究コー ス

及び臨床心理学実 践・ 研究コースを置く 。 

2 教育科学専攻教 育学 プログラムに，教 育学 コース及び高等教 育学 コースを置く。 

3 教 職 開 発 専 攻 教 職 開 発 プ ロ グ ラ ム に ， 学 校 マ ネ ジ メ ン ト コ ー ス 及 び 教 育 実 践 開 発

コースを置く。

4  第 １ 項 に 掲 げ る 学 位 プ ロ グ ラ ム と は 別 に ， 教 育 プ ロ グ ラ ム を 置 く こ と が で き る 。 当

該教育プログラム の履 修方法等について は， 別に定める。 

 (教育課程) 

第 5 条 研究科の教育 課程は，別表第 1 から 別表第 5 までのとおり とする。 

 (授業科目等) 

第 6 条 研究科におい て開設する授業科 目及 びその単位数は， 別表 第 1 から 別表第 5 ま

でのとおりとする 。 

2 授業時間割表は ，学 年の始めに発表す る。 

(単位数の計算基準) 

第 7 条 授業科目の単 位数の計算は，次 の基 準による。 

(1) 講義は，15 時間の 授業をもって 1 単位と する。
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(2) 演習は，15 時間又 は 30 時間の授業をもっ て 1 単位とする。 

(3) 実験及び実習 ，30 時間，40 時間又は 45 時間の授業をもって 1 単 位とする。 

2  一 の 授 業 科 目 に つ い て ， 二 以 上 の 方 法 の 併 用 に よ り 授 業 を 行 う 場 合 の 単 位 数 の 計 算

は，1 単位の授業科目 を 45 時間の学修を必要 とする内容をもっ て構 成することとなる

よう，前項の基準 を考 慮してそれらの方 法ご とに時間を定める もの とする。 

 (履修方法等) 

第 8 条 学生(実務法学 専攻の学生を除く 。以 下この条において 同じ 。)は，主指導教員

の 指 導 に よ り ， 履 修 し よ う と す る 授 業 科 目 を 決 定 し ， 毎 学 期 の 指 定 す る 期 間 に 所 定 の

手続をしなければ なら ない。 

2  前 項 の 規 定 に よ る 所 定 の 手 続 を し な い 者 に は ， 履 修 を 認 め な い 。 た だ し ， 特 別 の 事

情 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 に 限 り ， 当 該 授 業 科 目 担 当 教 員 の 承 認 を 得 て 履 修 を 認 め る

ことがある。 

第 8 条 の 2 修 了の要 件として学生が修 得す べき単位数につい て， 博士課程前期の学 生

が 1 学期に履修科目と して登録すること がで きる単位数の上限 は，26 単位とする。た

だし，集中講義の 授業 科目の単位を除く 。 

2 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 所 定 の 単 位 を 優 れ た 成 績 を も っ

て 修 得 し た 学 生 に つ い て は ， 次 学 期 に 単 位 数 の 上 限 を 超 え て 履 修 科 目 の 登 録 を 認 め る

ことができる。 

第 9 条 教職開発専攻 の学生が１年間に 履修 科目として登録す るこ とができる単位数 の

上限は，実習科目 の単 位を除き 40 単位とする 。 

第 10 条 実務 法学 専 攻の 学生 は， チュ ータ ーの指 導に より ，履 修 しよう とす る授 業科

目を決定し，毎学 期の 指定する期間に所 定の 手続をしなければ なら ない。 

2  実 務法学専攻 の学生 が 1 年間に履 修科目と して登録するこ とがで きる単位数の上 限

は，原則として 1 年次 は 36 単位，2 年次は 36 単位（エクスターン シ ップを履修する

者は 37 単位），3 年次 は 44 単 位とする。た だ し，認定連携法曹 基礎 課程(実務法学専

攻 以 外 の 法 科 大 学 院 の み と 認 定 法 曹 養 成 連 携 協 定 を 締 結 し て い る 大 学 の 課 程 を 含 む 。

第 18 条第 2 項において同じ。)を修了し て実 務法学専攻に入学 した 者その他登録した

履 修 科 目 の 単 位 を 別 に 定 め る 基 準 に 照 ら し て 優 れ た 成 績 を も っ て 修 得 す る こ と が 見 込

まれる者として研 究科 が認める学生につ いて は，１年につき 44 単位 まで履修科目とし

て登録を認めるこ とが できる。 

3  そ の 他 ， 実 務 法 学 専 攻 の 学 生 の 進 級 及 び 単 位 修 得 に つ い て は ， 実 務 法 学 専 攻 の 定 め

るところによる。 

第 11 条 学生 は， 主 指導 教員 （実 務法 学専 攻の学 生は ，チ ュー タ ー）が 必要 と認 めた

場 合 は ， 他 の 研 究 科 の 授 業 科 目 を 当 該 研 究 科 の 定 め る と こ ろ に よ り 履 修 す る こ と が で

きる。 

第 12 条 他の 研究 科 の学 生は ，研 究科 の授 業科目 を履 修し よう と すると きは ，当 該授

業 科 目 担 当 教 員 の 承 認 を 得 て ， 毎 学 期 の 指 定 す る 期 間 に 所 定 の 手 続 を し な け れ ば な ら

ない。 

 (指導教員) 

第 13 条 教授会は，授 業科目の履修指導 及び 研究指導を行うた めに ，学生(実務法学専

攻の学生を除く。 以下 この条において同 じ。)の入学後学生ごと に主 指導教員 1 人及び

2 人以上の副指 導教員 を定める。ただ し，副 指導教員のうち 1 人は ，主指導教員と は

専門の異なる教員 とす る。 

2  前 項の規定に かかわ らず，国際連携 専攻の 学生については ，主指 導教員 1 人及 び 1

人以上の副指導教 員を 定めるものとする 。 

3  学 生 は ， 指 導 教 員 の 変 更 を 希 望 す る と き は ， 関 係 指 導 教 員 の 承 認 を 得 て 研 究 科 長 に

願 い 出 て ， そ の 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い 。 た だ し ， 特 別 の 事 情 が あ る 場 合 は ， 研 究

科長に直接願い出 るこ とができる 

 (チューター) 

第 14 条 研究 科長 は ，授 業科 目の 履修 の指 導等を 行う ため に， 実 務法学 専攻 の学 生の
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入学後速やかに学 生ご とにチューターを 定め る。 

 (研究題目) 

第 15 条 学生(実 務法 学専攻 の学 生を 除く 。)は，主 指導 教員 の指 導 により ，入 学後 速

やかに研究題目を 研究 科長に届け出なけ れば ならない。 

(教育方法の特例) 

第 16 条 研究 科に お いて は， 教授 会の 議を 経て研 究科 長が 教育 上 特別の 必要 があ ると

認 め た と き は ， 夜 間 そ の 他 特 定 の 時 間 又 は 時 期 に お い て 授 業 又 は 研 究 指 導 を 行 う 等 の

適当な方法により 教育 を行うことができ る。 

(長期にわたる教育 課程 の履修) 

第 17 条 長期 にわ た る教 育課 程の 履修 につ いては ，広 島大 学長 期 履修の 取扱 いに 関す

る細則(平成 16 年 4 月 1 日副学長(教育・学生 担当)決裁)の定め ると ころにより取り扱

う。 

2  長 期履修の期 間の最 長年限は，修士 課程及 び博士課程前期 にあっ ては 4 年，博 士課

程後期及び実務法 学専 攻にあっては 6 年とす る。 

(学生交流及び留学 等) 

第 17 条 の 2 研 究科は ，教育上有益と認 める ときは，他の大学 院(外 国の大学院及び国

際連合大学を含 む。)の 教育課程におい て履修 した授業科目に ついて 修得した単位を ，

研究科の教授会の 議を 経て，15 単位(教職開発 専攻にあっては 22 単位 ，実務法学専攻

にあっては 36 単位と する。)を超えな い範囲 で研究科におけ る授業 科目の履修によ り

修得したものとみ なす ことができる。 

2  前 項 の 規 定 は ， 学 生 （ 教 職 開 発 専 攻 の 学 生 を 除 く 。 ） が ， 外 国 の 大 学 院 が 行 う 通 信

教育における授業 科目 を我が国において 履修 する場合について 準用 する。 

3  前 2 項の 規定により 修得したものとみ なす ことができる単位 数は ，合わせて 15 単位

(教職開発専攻に あって は 22 単位，実 務法学 専攻にあっては ，36 単 位とする。)を超

えないものとする 。 

 (入学前の既修得 単位 の認定) 

第 18 条 研究科は，教 育上有益と認める とき は，研究科に入学 する 前に大学院(外国の

大 学 院 を 含 む 。)の 教 育 課 程 に お い て 履 修 し た 授 業 科 目 に つ い て 修 得 し た 単 位(科 目 等

履修生として修 得した 単位を含む。)を ，研究 科における授業 科目の 履修により修得 し

たものとみなすこ とが できる。 

2  前 項 の 規 定 に よ り 修 得 し た も の と み な す こ と の で き る 単 位 数 は ， 転 学 の 場 合 を 除 き ，

研 究 科 に お い て 修 得 し た 単 位 (科 目 等 履 修 生 と し て 修 得 し た 単 位 を 含 む 。)以 外 の も の

については，15 単位（ 教職開発専攻にあ って は，前条第 1 項及び 第 2 項の規定に より

修得したものとみ なす ことができる単位 数と 合わせて 22 単位と する 。実務法学専攻に

あ っ て は ， 前 条 第  1 項 及 び 第 2 項 の 規 定 に よ り 修 得 し た も の と み な す こ と が で き る

単 位 数 と 合 わ せ て 36 単 位 と す る(た だ し ， 認 定 連 携 法 曹 基 礎 課 程 を 修 了 し て 実 務 法

学 専 攻 に 入 学 し た 者 又 は こ れ ら の 者 と 同 等 の 学 識 を 有 す る と 研 究 科 が 認 め る 者 が そ の

入 学 前 に 実 務 法 学 専 攻 以 外 の 認 定 連 携 法 科 大 学 院 に お い て 履 修 し た 授 業 科 目 に つ い て

修得した単位につ いて は ，前条第 1 項及び 第 2 項の規定により 修 得したものとみな

すことができる単 位数 と合わせて 52 単位とす る。）。)を超えな いも のとする。 

3  前 条 及 び 前 項 の 規 定 に 基 づ き 研 究 科(教 職 開 発 専 攻 及 び 実 務 法 学 専 攻 を 除 く 。)に お

いて修得したもの とみ なすことができる 単位 数は，合わせて 20 単位 を超えないものと

する。 

4  前 3 項の規定 によ る既修得単位の 認定は ，広島大学既修 得単位 等の認定に関す る細

則(平成 16 年 4 月 1 日副学長(教育・学生 担当)決裁)の定めると ころ による。 

5  実 務 法 学 専 攻 に お い て ， 入 学 時 に 既 に 十 分 な 実 務 経 験 を 有 す る 者 で あ っ て ， 当 該 実

務 経 験 等 を 評 価 し た 上 で 研 究 科 が 適 当 と 認 め る 場 合 に は ， 展 開 ・ 先 端 科 目 に 属 す る 授

業 科 目 (選 択 必 修 科 目 を 除 く 。 )の う ち 当 該 実 務 経 験 等 に 相 当 す る と 認 め ら れ る も の に

代 え て 法 律 基 本 科 目 の 履 修 を 認 め ， こ れ に よ る 単 位 数 を 展 開 ・ 先 端 科 目 の 単 位 数 に 算

入することができ る(算 入することのでき る単 位数は 4 単位を上限と する。)。 
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 (教育職員免 許状) 

第 19 条 学生は，教育 職員免許法（昭和 24 年 法律第 147 号）及び教 育職員免許法施行

規則（昭和 29 年文部省 令第 26 号）に定める所 定の授業科目の単 位を 修得したときは，

次 の 表 に 掲 げ る 免 許 状 及 び 免 許 教 科 の 種 類 に 応 じ ， 教 育 職 員 の 普 通 免 許 状 の 授 与 の 所

要資格を取得する こと ができる。 

専攻等 免許状の種類 免許教科の種類 

人文社会科学専攻 

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,英語,ドイ ツ語, 

 フランス語 

高等学校教諭専修 免許 状  国語,地理歴 史,公民,英語, 

 ドイツ語,フ ランス語 

教育科学専攻 

幼稚園教諭専修免 許状  

小学校教諭専修免 許状  

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,数学,理科,音楽,美術, 

 保健体育,技 術,家庭,英語 

高等学校教諭専修 免許 状 
 国語,地理歴 史,公民,数学,理科, 

 音楽,美術,書道,保健 体育,家庭, 

 情報,工業,英語 

特 別 支 援 学 校 教 諭 専修 免許 状 
(視 覚 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(聴 覚 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(知 的 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(肢 体 不 自 由 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(病 弱 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

 

教職開発専攻 

幼稚園教諭専修免 許状  

小学校教諭専修免 許状  

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,数学,理科,音楽,美術, 

 保健体育,保 健,技術,家庭,英語 

高等学校教諭専修 免許 状 

国語,地理歴史,公 民,数 学,理科, 

音楽,美術,書道,保 健体 育,保健, 

家庭,情報,農業,工 業,商業, 

英語 

2  前項 の授業科目及 び その履修方法等に つい ては，別に定める 。 

(博士課程前期の修 了要 件) 

第 20 条 博士課程前 期 の修了要件は，当 該課 程に 2 年 以上在学し， 別表第 1 に定める

授業科目を履修の 上 30 単位以上修得し， かつ ，必要な研究指導 を受 けた上，修士論文

を 在 学 中 に 提 出 し て そ の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ と と す る 。 た だ し ， 在 学 期 間

に 関 し て は ， 教 授 会 の 議 を 経 て 研 究 科 長 が 優 れ た 業 績 を 上 げ た と 認 め る 者 に つ い て は ，

当該課程に 1 年以上在 学すれば足りるも のと する。 

2  前 項 の 場 合 に お い て ， 人 文 学 プ ロ グ ラ ム ， 経 済 学 プ ロ グ ラ ム ， マ ネ ジ メ ン ト プ ロ グ

ラ ム 及 び 教 育 学 プ ロ グ ラ ム は ， 特 定 の 課 題 に つ い て の 研 究 の 成 果 の 審 査 を も っ て 修 士

論文の審査に代え るこ とができる。 

第 21 条 前条の規定に かかわらず，大学 院規 則第 25 条の 3 第 1 項に定める博士課程

リ ー ダ ー 育 成 プ ロ グ ラ ム を 履 修 す る 者 は ， 修 士 論 文 の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ

とに代えて，次に 掲げ る試験及び審査に 合格 することとするこ とが できる。 

(1) 専攻分野 に関す る 高度の専 門的知 識及 び 能力並び に当該 専攻 分 野に関連 する分 野の

基 礎 的 素 養 で あ っ て 当 該 博 士 課 程 前 期 に お い て 修 得 し ， 涵 養 す べ き も の に つ い て の 試

験 

(2) 博士論文 に係る 研 究を主体 的に遂 行す る ために必 要な能 力で あ って当該 博士課 程前

期において修得す べき ものについての審 査 

 (博士課程後期の 修了 要件) 
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第 22 条 博士課程後 期 の修了の要件は， 当該 課程に 3 年以上在学し ，別表第 2 に定め

る授業科目を履修 の上 10 単位以上修得し， かつ ，必要な研究指導 を受 けた上，博士論

文 を 在 学 期 間 中 に 提 出 し て そ の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ と と す る 。 た だ し ， 在

学 期 間 及 び 履 修 単 位 に 関 し て は ， 教 授 会 の 議 を 経 て 研 究 科 長 が 優 れ た 業 績 を 上 げ た と

認 め る 者 に つ い て は ， 当 該 課 程 に １ 年 （ ２ 年 未 満 の 在 学 期 間 を も っ て 修 士 課 程 又 は 博

士 課 程 前 期 を 修 了 し た 者 に あ っ て は ， 当 該 在 学 期 間 を 含 め て ３ 年 ） 以 上 在 学 す れ ば 足

りるものとする。 

 (専門職学位課程(教 職開発専攻)の修了 要件) 

第 23 条 専門職学位課 程(教職開発専攻)の修 了要件は，当該課 程に 2 年以上在学し ，

別表第 3 に定める授業 科目を履修の上 49 単位 以上修得し，かつ ，課 題研究報告書を在

学中に提出してそ の審 査に合格すること とす る。 

 (専門職学位課程(実 務法学専攻)の修了 要件) 

第 24 条 専門職学位課 程(実務法学専攻)の修 了要件は，当該課 程に 3 年以上在学し ，

別表第 4 の定めるとこ ろにより 99 単位以上を 修得することとす る。 ただし，在学期間

に 関 し て は ， 入 学 前 の 既 修 得 単 位 に つ い て 認 定 さ れ た 者 に つ い て は ，1 年 を 超 え な い

範囲で当該単位の 数に 相当する期間在学 期間 を短縮することが でき るものとする。 

2  前 項の規定に かかわ らず，法学既修 者(専攻 において必要と される 法律学の基礎的 な

学識を有すると 認めら れる者をいう。)につい ては，在学期間 を 1 年 短縮し，22 単位

を修得したもの とみな すものとし，そ の修了 の要件は，当該 課程に 2 年以上在学し ，

別表第 4 の定めるとこ ろにより 77 単位以上修 得することとする 。 

3 法 学 既 修 者 に つ い て は ， 前 項 の 規 定 に よ り 修 得 し た も の と み な す こ と が で き る 単 位

数，第 17 条の 2 第 1 項及び第 2 項並びに第 18 条第 1 項の規定により 修得したものと

みなすことができ る単 位数と合わせて 36 単位 を超えないものと する 。 

4 認 定 連 携 法 曹 基 礎 課 程 を 修 了 し て 実 務 法 学 専 攻 に 入 学 し た 者 又 は こ れ ら の 者 と 同 等

の 学 識 を 有 す る と 研 究 科 が 認 め る 者 に 関 す る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は ， 前 項 中

「36 単位」とあるのは 「52 単位」とする。 

 (修士課程(国際 連携 専攻)の修了要件) 

第 24 条 の 2 修士 課程 の修了要件は，当 該課 程に 2 年 以上在学し， 別表第 5 に定める

授 業 科 目 を 履 修 の 上 広 島 大 学 開 設 科 目 か ら 30 単 位 以 上 ， グ ラ ー ツ 大 学 開 設 科 目 か ら

30 単位以上，合 計 60 単位以上修得し ，かつ ，必要な研究指 導を受 けた上，修士論 文

を在学中に提出し てそ の審査及び最終試 験に 合格することとす る。 

2  前項 の単位数には ， 第 17 条の 2 又は第 18 条の規定により修 得し たものとみなすこ

とができる単位を 含ま ないものとする。 

(大学院における在 学期 間の短縮) 

第 24 条の 3 研究科は ，第 18 条第 1 項の規定により研究科に入 学す る前に修得した単

位(学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 102 条第 1 項の規定により 入学資格を有した

後，修得したも のに限 る。)を研究科に おける 授業科目の履修 により 修得したものと み

な す 場 合 で あ っ て ， 当 該 単 位 の 修 得 に よ り 研 究 科 の 博 士 課 程 前 期 の 教 育 課 程 の 一 部 を

履修したと認め るとき は，当該単位数 ，その 修得に要した期 間その 他を勘案して 1 年

を 超 え な い 範 囲 で 研 究 科 が 定 め る 期 間 在 学 し た も の と み な す こ と が で き る 。 た だ し ，

この場合において も， 当該課程に少なく とも 1 年以上在学 するものと する。 

2  前項 の規定は，修 士 課程又は博士課程 前期 を修了した者の 第 22 条 に規定する博士課

程後期における在 学期 間については，適 用し ない。 

 (学位論文等の提 出) 

第 25 条 修士 課程 及 び博 士課 程前 期の 学生 は，別 に定 める 期日 ま でに， 主指 導教 員の

承 認 を 得 て 修 士 論 文 題 目 届 又 は 特 定 の 課 題 に つ い て の 研 究 題 目 届 及 び 修 士 論 文 又 は 特

定の課題について の研 究の成果報告書を 研究 科長に提出しなけ れば ならない。 

第 26 条 博士 課程 後 期の 学生 は， 別に 定め る期日 まで に， 主指 導 教員の 承認 を得 て博

士論文を研究科長 に提 出しなければなら ない 。 

 (学位論文等の審 査) 

17



7 

第 27 条 学位論 文等の 審査については， 広島 大学学位規則（平 成 16 年 4 月 1 日規則第

8 号）及び広島大学学 位 規則人間社会科学 研究 科内規（令和 2 年 4 月 1 日研究科長決

裁）の定めるとこ ろに よる。 

 (最終試験) 

第 28 条 修士 課程 ， 博士 課程 前期 及び 博士 課程後 期の 最終 試験 は ，所定 の単 位を 修得

し，かつ，必要な 研究 指導を受けた上， 所定 の学位論文を提出 した 者について行う。 

2  最終 試験の期日及 び 方法は，あらかじ め発 表する。 

 (再入学) 

第 29 条 修士 課程 ， 博士 課程 前期 ，博 士課 程後期 又は 専門 職学 位 課程を 退学 した 者で

再 入 学 を 志 願 す る も の は ， 学 期 の 始 め に 限 り ， 教 授 会 の 議 を 経 て 学 長 に 願 い 出 る こ と

が で き る 。 こ の 場 合 に お い て ， 再 入 学 し た 者 の 就 業 年 限 及 び 在 学 年 限 に つ い て は ， 別

に定める。 

2  再入 学志願者に対 し ては，必要に応じ 学力 試験を行うことが ある 。 

3  再 入 学 は ， 退 学 前 の 専 攻 に 入 学 し ， 退 学 前 の 学 位 プ ロ グ ラ ム を 専 攻 す る も の と す る 。  

  (休学) 

第 30 条 学生 が休 学 しよ うと する とき は， 所定の 手続 を行 い， 研 究科長 の許 可を 得な

ければならない。 

 (退学) 

第 31 条 学生 が退 学 しよ うと する とき は， 所定の 手続 を行 い， 学 長の許 可を 得な けれ

ばならない。 

(転学) 

第 32 条 学生 が他 の 大学 院に 転学 しよ うと すると きは ，所 定の 手 続を行 い， 学長 に願

い出なければなら ない 。 

2  他 の 大 学 院 及 び 国 際 連 合 大 学 の 課 程 か ら 研 究 科 に 転 学 を 志 願 す る 者 に つ い て は ， 所

定の手続を行い， 学長 の許可を得なけれ ばな らない。 

 (転専攻) 

第 32 条の 2 国際連携専攻への転専攻及び国際連携専攻から他の専攻への転専攻は，原則として

認めない。ただし，教授会において特別の事情があると認めた場合は，この限りでない。 

(学位プログラムの 変更) 

第 33 条 人文 社会 科 学専 攻及 び教 育科 学専 攻の学 生が 専攻 する 学 位プロ グラ ムの 変更

を 希 望 す る と き は ， 所 定 の 手 続 を 行 い ， 教 授 会 の 議 を 経 て ， 研 究 科 長 の 許 可 を 得 な け

ればならない。 

2  専門 職学位課程の 学 生の学位プログラ ムの 変更は，認めない 。 

(雑則) 

第 34 条 この 細則 に 定め るも のの ほか ，学 生の修 学に 関し 必要 な 事項は ，教 授会 の議

を経て別に定める 。 

 

   附 則 

 この細則は，令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

   附 則(令和 2 年 9 月 17 日 一部改正) 

 この細則は，令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 

    

附 則（令和 3 年 9 月 30 日 一部改正） 

 1 この細則は， 令和 3 年 10 月 1 日から施行する。 

2 令和 3 年 4 月 1 日 以前に入学した学 生の 履修科目の登録の 上限 については，この

細則による改正後 の広 島大学大学院人間 社会 科学研究科細則第 8 条 の 2 の規定にか

かわらず，なお従 前の 例による。    
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附 則(令和 3 年 10 月 28 日 一部改正) 

1 この細則は，令 和 3 年 10 月 28 日から施行 し，この細則によ る改 正後の広島大学

大学院人間社会科 学研 究科細則の規定は ，令 和 3 年 4 月 1 日から適用する。 

2 令 和 2 年 度に 入学 した 広島 大学 ・グ ラー ツ大学 国際 連携 サス テ イナビ リテ ィ学 専

攻の 学生 の教 育課 程に つい ては ，こ の細 則に よる 改正 後の 広島 大学 大学 院人 間社会

科学研究科細則の 規定 にかかわらず，な お従 前の例による。 

  附 則 (令和 4 年 3 月 24 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 令 和 3 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等は ，こ の細 則に よ る改正 後の 広島 大

学人間社会科学研 究科 細則の規定にかか わら ず，なお従前の例 によ る。 

  附 則(令和 4 年 9 月 22 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

2 令 和 3 年 度以 前に 入学 した 広島 大学 ・グ ラーツ 大学 国際 連携 サ ステイ ナビ リテ ィ

学専 攻の 学生 の教 育課 程に つい ては ，こ の細 則に よる 改正 後の 広島 大学 大学 院人間

社会科学研究科細 則の 規定にかかわらず ，な お従前の例による 。 

  附 則 (令和 5 年 3 月 31 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

2 令 和 4 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等は ，こ の細 則に よ る改正 後の 広島 大

学人間社会科学研 究科 細則の規定にかか わら ず，なお従前の例 によ る。 

附 則 (令和 5 年 4 月 27 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 5 年 4 月 27 日から施行し，この細則による 改正 後の広島大学大

学院人間社会科学 研究 科細則(以下「新細 則」 という。)の規定は ，令 和 5 年 4 月 1

日から適用する。 

2 令 和 4 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等は ，新 細則 の規 定 にかか わら ず， な

お従前の例による 。 
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広島大学学位規則人間社会科学研究科内規 

                      （令和 2 年 4 月 1 日研究科長決裁） 

 

広島大学学位規則人間社会科学研究科内規 

目次 

第 1 章 総則(第 1 条・第 2 条) 

第 2 章 研究科博士課程後期修了認定のために行う学位審査(第 3 条－第 8 条) 

第 3 章 論文提出による学位審査(第 9 条－第 13 条) 

第 4 章 研究科博士課程前期修了認定のために行う学位審査(第 14 条－第 17 条) 

第 4 章の 2 研究科修士課程(広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学

専攻)修了認定のために行う学位審査(第 17 条の 2・第 17 条の 3) 

第 5 章 雑則(第 18 条・第 19 条) 

附則 

 

   第１章 総則 

 (趣旨) 

第 1 条 この内規は，広島大学学位規則（平成 16 年 4 月 1 日規則第 8 号。以下｢学位規則

｣という。）第 17 条の規定に基づき，広島大学大学院人間社会科学研究科（以下「研究

科」という。）の学位の授与に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 (学位に付記する専攻分野の名称) 

第 2 条 学位規則第 3 条第 2 項に定める学位に付記する専攻分野の名称のうち研究科に関 

するものは，次の表に掲げるとおりとする。 

 

専攻名・学位プログラム名 
専攻分野の名称 

修   士 博   士 

人 

文 

社 

会 

科 

学 

専 

攻 

 人文学プログラム 文    学 文    学 

 心理学プログラム 心  理  学 心  理  学 

 法学・政治学プログラム 
法 学 法 学 

学 術 学 術 

 経済学プログラム 
経 済 学 経 済 学 

学 術 学 術 

 マネジメントプログラム 
マネジメント マネジメント 

学 術 学 術 

 国際平和共生プログラム 
学 術 学 術 

国際協力学 国際協力学 

 国際経済開発プログラム 

学 術 学 術 

経 済 学 経 済 学 

経 営 学 経 営 学 
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国際協力学 国際協力学 

 人間総合科学プログラム 学    術 学    術 

教 

育 

科 

学 

専 

攻 

 教師教育デザイン学プログラム 

教 育 学 教 育 学 

教育心理学 教育心理学 

学   術 学   術 

 教育学プログラム 教 育 学 教 育 学 

 日本語教育学プログラム 
教 育 学 教 育 学 

学   術 学   術 

 国際教育開発プログラム 

教 育 学 教 育 学 

学   術 学   術 

国際協力学 国際協力学 

 広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻 学   術 ― 

2 学位規則第 3 条第 3 項に定める学位のうち研究科に関するものは，次の表に掲げると

おりとする。 

 専  攻  名 学位の名称 

 教職開発専攻 教職修士（専門職） 

実務法学専攻 法務博士（専門職） 

   第 2 章 研究科博士課程後期修了認定のために行う学位審査 

 (論文提出の資格要件) 

第 3 条 学位規則第 2 条第 2 項に規定する博士課程後期修了のための学位論文(以下「博

士論文」という。)を提出できる者は，広島大学大学院人間社会科学研究科細則(令和 2

年 4 月 1 日研究科長決裁)第 22 条に規定する単位(以下「所定の単位」という。)を修得

した者又は修了予定日までに修得することが確実な者で,かつ, 博士論文の作成等に対

する指導(以下，「研究指導」という。)を受けたものとする。 

 (論文提出の時期) 

第 4 条 博士論文の提出時期は， 3 月末修了予定者にあっては修了予定年度の 1 月末日

まで，9 月末修了予定者にあっては 7 月末日までとする。ただし，3 年を超えて在学す

る者は，随時提出することができる。 

2  前項本文の規定にかかわらず，博士論文提出の期日が次の各号のいずれかに該当する

場合は，以後最初の平日をもってその期日とする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日 

 (論文提出の手続) 

第 5 条 第 3 条の規定に該当する者が博士論文を提出する場合は，次の書類を主指導教員

の承認を得て研究科長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願 

  (2) 博士論文 
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 (3) 論文目録 

 (4) 論文の要旨 

 (5) 履歴書 

 (6) 参考論文があるときは，参考論文 

  (7) その他学位プログラムが必要とするもの 

 (論文の受理) 

第 6 条 研究科長は，前条の規定により博士論文の提出があったときは，当該博士論文を

受理すべきか否かを研究科教授会(以下「教授会」という。)に諮るものとする。 

 (審査委員会) 

第 7 条 学位規則第 5 条第１項に定める審査委員会は，博士論文の内容に関連ある教員 3

人以上の審査委員で組織する。 

2 審査委員は，主査 1 人及び 2 人以上の副査で構成するものとする。 

3 主査は，研究科の教員をもって充てる。 

4 副査のうち 1 人以上は，他の学位プログラム，他専攻又は他研究科の教員とする。 

5 教授会において必要と認めたときは，他の大学院又は研究所等の教員等を審査委員に

加えることができる。 

 (学位授与の期日) 

第 8 条 博士論文審査及び最終試験に合格した者の博士の学位授与の期日は，次のとおり

とする。 

 (1) 標準修業年限内に合格した者は，学位記授与式が挙行される日とする。ただし，

教授会の議を経て研究科長が特別な事由があると認めた場合には，合格した日とす

ることができる。 

 (2) その他の者は，合格した日とする。 

   第 3 章 論文提出による学位審査 

 (学位授与の申請をすることができる者の資格要件) 

第 9 条 学位規則第 2 条第 3 項の規定に基づき，論文提出による博士の学位の授与を申請

することができる者は，次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 研究科博士課程後期に 3 年以上在学して所定の単位を修得し，かつ，研究指導を

受けた後退学した者 

 (2) 博士課程前期又は修士課程の修了者で，4 年以上の研究歴を有するもの 

 (3) 大学の卒業者で，6 年以上の研究歴を有するもの 

 (4) 前 3 号に掲げる者以外の者で，教授会が優れた研究業績を上げたと認めるもの 

 (論文提出の手続) 

第 10 条 前条に該当する者が論文を提出する場合は，次の書類を研究科長を経て学長に 

提出するものとする。 

(1) 学位申請書 

(2) 学位論文 

(3) 論文目録 
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(4) 論文の要旨 

(5) 履歴書 

(6) 参考論文があるときは，参考論文 

(7) その他学位プログラムが必要とするもの 

 (論文の受理) 

第 11 条 論文の受理については，第 6 条の規定を準用する。 

(審査委員会及び試問委員会) 

第 12 条 審査委員会については，第 7 条の規定を準用する。 

2  学位規則第 5 条第 2 項に定める試問委員会は，3 人以上の試問委員をもって組織する。 

3 試問委員は，主査 1 人及び 2 人以上の副査で構成するものとする。 

4 主査は，研究科の教員をもって充てる。 

5 副査のうち 1 人以上は，他の学位プログラム，他専攻又は他研究科の教員とする。 

6 教授会において必要と認めたときは，他の大学院又は研究所等の教員等を試問委員に

加えることができる。 

7 審査委員が試問委員を兼ねることができる。 

(試験又は試問の方法) 

第 13 条 学位規則第 6 条第 3 項の試問に課する外国語は，研究科においては１種類とす 

る。 

2 学位規則第 6 条第 4 項の研究科所定の年限は，5 年とする。 

   第 4 章 研究科博士課程前期修了認定のために行う学位審査 

 (論文提出の資格要件) 

第 14 条 学位規則第 2 条第 2 項に規定する博士課程前期修了のための学位論文を提出で

きる者は，広島大学大学院人間社会科学研究科細則(令和 2 年 4 月 1 日研究科長決裁)第

20 条に規定する所定の単位を修得した者又は修了予定日までに修得することが確実な者

で,かつ, 修士論文又は特定の課題についての研究成果(以下「修士論文等」という。)

の作成等に対する指導を受けたものとする。 

 (修士論文等提出の時期) 

第 15 条 修士論文等を提出する時期は， 3 月末修了予定者にあっては修了予定年度の 1

月末日まで，9 月末修了予定者にあっては 7 月末日までとする。 

2  前項本文の規定にかかわらず，修士論文等の提出期日が次の各号のいずれかに該当す

る場合は，以後最初の平日をもってその期日とする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日 

 (修士論文等提出の手続) 

第 16 条 第 14 条の規定に該当する者が修士論文等を提出する場合は，次の書類を主指導

教員の承認を得て研究科長に提出するものとする。 

 (1) 修士論文又は特定の課題についての研究成果 

  (2) その他学位プログラムが必要とするもの  
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 (審査委員会) 

第 17 条 審査委員会は，修士論文等の内容に関連ある教員 3 人以上の審査委員をもって

組織する。 

2 審査委員は，主査 1 人及び 2 人以上の副査で構成するものとする。 

3 主査は，研究科の教員をもって充てる。 

4 副査のうち 1 人以上は，他の学位プログラム，他専攻又は他研究科の教員とする。 

5 教授会において必要と認めたときは，他の大学院又は研究所等の教員等を審査委員に

加えることができる。 

   第 4 章の 2 研究科修士課程(広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリ

ティ学専攻)修了認定のために行う学位審査 

(論文提出の資格要件) 

第 17 条の 2 学位規則第 2 条第 2 項に規定する修士課程(広島大学・グラーツ大学国際連

携サステイナビリティ学専攻)修了のための学位論文を提出できる者は，広島大学大学

院人間社会科学研究科細則第 24 条の 2 に規定する所定の単位を修得した者又は修了予

定日までに修得することが確実な者で,かつ,修士論文の作成等に対する指導を受けたも

のとする。 

(その他) 

第 17 条の 3 前条に定めるもののほか，修士課程(広島大学・グラーツ大学国際連携サス

テイナビリティ学専攻)の学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

第 5 章 雑則 

  (書類の様式) 

第 18 条 関係書類の様式は，別記様式第 1 号から別記様式第 8 号までのとおりとする。 

 (その他) 

第 19 条 この内規に定めるもののほか，学位の授与に関し必要な事項は，教授会の議を

経て研究科長が別に定める。 

附 則 

この内規は，令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 2 年 9 月 17 日 一部改正) 

 この内規は，令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 
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履修手続，試験，成績等について 

 

１ 履修手続 

（1）手続方法 

  掲示等により通知された期間内に，学内外のパソコンを利用して「もみじ」（広島大学学生情

報システム）から行ってください。 

何らかの理由により，「もみじ」からの履修登録ができない場合は，授業科目開設学部・研究

科の教務担当へ申し出てください。 

① 履修手続の日程は，各期毎に「もみじ」により通知します。 

② 履修登録期間の第１回目と第２回目との間に，教務担当による調整期間があります。その

期間は履修登録できません。 

③ 第２回目の履修登録期間終了後は，原則として履修科目の登録や取消はしてできません。 

④ 集中講義を履修する場合も，必ず手続期間内に手続きを行ってください。 

（2）他研究科の授業科目履修 

   他研究科の授業科目を履修する場合は，主任指導教員の了承を得た上で，「他研究科専門科目

履修届」を所属プログラムの大学院担当支援室へ提出してください。合わせて，履修先研究科で

所定の履修手続きを行ってください。 

 

２ 試験 

  各学期末に実施される試験の日時，場所，方法等については，各授業担当教員から通知します。 

 

３ 試験等の特別措置 

身体等の障害ゆえに期末試験等を通常の条件の下では受けられない学生は，「身体等に障害のあ

る学生に対する試験等における特別措置について」により，特別措置を申請できます。 

詳細については，履修登録確定後から試験日の４週間前までに所属プログラムの大学院担当支援

室へ相談してください。 

 

４ 不正行為 

  期末試験等において不正行為を行った者は，その期に履修している授業科目の評価をすべて「不

可」とするとともに，「広島大学学生懲戒指針」により懲戒処分を行います。 

 

５ 成績 

（1）成績確認 

各学期の終わりに「もみじ」で確認してください。成績確認は，HINET（広島大学情報ネット

ワークシステム）に接続されているパソコンのみ利用可能です。 

成績確認には，事前に主任指導教員による成績チェックが必要です。 

（2）成績に対する異議申し立て 

成績に疑義がある場合は，「成績評価に関する異議申立制度について」を参照してください。 
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別紙 

授業科目の成績及び単位の授与 

区  分  内 容 備  考 

成績のランク分け 
及び各ランクの分布の在り方 

秀 90 点 ～ 100 点  
1） 成 績 評 価 は
絶対評価にて行
う。 
2 ） 授 業 科 目
「エクスターン
シップ」、「模擬
裁判」及び「リ
ーガルクリニッ
ク」の成績評価
については，左
欄の成績ランク
に よ ら ず ，
「合・否」の２
段階のランクで
評価する。 

優 80 点 ～ 89 点  

良 70 点 ～ 79 点  

可 60 点 ～ 69 点  

不可 ０点 ～ 59 点  

成績評価における考慮要素 試験の成績，レポート，授業中の発言内容の授業への貢献度 
各授業科目のシ

ラバスに掲載 
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他研究科専門科目履修届 
（Course registration for other graduate course subjects） 

 
 

届 出 日     令和    年     月    日 
Date of Notification Year    month   day    

学生番号/Student ID number                

専攻名/Division                       

プログラム名/Program                   
領域／コース 
Region／Course                      

氏名/Name                        
 
広島大学大学院人間社会科学研究科細則第１１条の規定により，以下の他研究科授業科目（専門科目）

を履修したいので，主指導教員の承認とともに届け出ます。 
In accordance with the provisions of Article 11 of the By-Laws of the Graduate School of Humanities 

and Social Sciences at Hiroshima University, I would like to take the following other graduate course 
subjects (specialized subjects), so I will notify you with the approval of the Supervisor. 

 
理由/Reasons 
 
 
 
 

研究科/Graduate School 広島大学大学院                   研究科 
Graduate School of 

授業科目Class subject  

主担当教員/Main teacher  

単位数/Units  

履修年度/Academic year  

履修期/Course period □前期        □後期       □通年 
Spring Semester    Fall Semester    Whole year 

主指導教員所見Supervisor’s comments 
 
 
 
 
氏 名／Name                 印／Signature              

（注/Note） 
１．「氏名」欄は，必ず学生本人が自署すること。The document must be signed by the student. 
２．履修期は，「前期」「後期」「通年」のいずれかを選択してください。 

Please select one of "Spring Semester", "Fall Semester", and "Whole year" for the course. 
３．届出は，当該授業科目の履修登録期間中に行うこと。期間を過ぎてからの届出は認められません。 

Notification must be made during the course registration period for the relevant subject. 
Overdue notification will not be accepted. 

 
※記載された個人情報は，履修手続業務の目的のために利用するものであり，この目的以外で利用又は
提供することはありません。 
Personal information above will be used exclusively for the Course registration of request. 
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大学院共通科目について 
 

広島大学大学院では，広い視野と社会への関心や問題意識を涵養し，それぞれの専門分野

が「持続可能な発展を導く科学」としてどのような貢献が可能であるかの考察を深めるため

に，さらに，最近の社会システムの進展を正しく把握し，現代社会で活躍するための基本的

な知識を身に付けるために，大学院共通科目を設けています。 
なお，当該科目については，全ての研究科等において選択必修となっており，「持続可能

な発展科目」「キャリア開発・データリテラシー科目」から各 1 単位以上修得する必要があ

ります。 
 

〈科目区分及び教育目標〉 
◆持続可能な発展科目 

国際的目標である持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals: SDGs)を理解

し，持続可能な発展を導く科学を創出する能力及び社会の様々な課題を解決する能力を身に

つける。 
◆キャリア開発・データリテラシー科目 

最近の社会システムの進展を知り，これからの時代に必須な知識を身につけ，現代社会の

課題に具体的に取り組み，必須な知識・技術を使うことができる能力を身につける。 
 

〈令和 5（2023）年度開設科目〉 
1. 博士課程前期・修士課程・専門職学位課程 

科目区分 授業科目 単位数 

持続可能な

発展科目 

Hiroshima から世界平和を考える 1 
Japanese Experience of Social Development- Economy, 
Infrastructure, and Peace 1 

Japanese Experience of Human Development- Culture, 
Education, and Health 1 

SDGs への学問的アプローチ A 1 
SDGs への学問的アプローチ B 1 
ダイバーシティの理解 1 
SDGs への実践的アプローチ 1 
原爆文学、芸術を通して「平和」を考える-被爆者の経験記をもと

に- 1 

キャリア開

発・データリ

テラシー科目 

データリテラシー 1 
医療情報リテラシー 1 
人文社会系キャリアマネジメント 2 
理工系キャリアマネジメント 2 
ストレスマネジメント 2 
MOT 入門 1 
情報セキュリティ 1 
アントレプレナーシップ概論 1 
情報科学概論 I 1 
情報科学概論 II 1 
理系基礎研究者養成概論 1 
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2. 博士課程後期・博士課程 

科目区分 授業科目 単位数 

持続可能な 
発展科目 

スペシャリスト型 SDGs アイディアマイニング学生セミナー 1 
SDGs の観点から見た地域開発セミナー 1 
普遍的平和を目指して 1 
原爆文学、戦争文学と平和-被爆者と強制収容所囚人の経験記を

もとに- 1 

キャリア開

発・データリ

テラシー科目 

データサイエンス 2 
パターン認識と機械学習 2 
データサイエンティスト養成 1 
医療情報リテラシー活用 1 
リーダーシップ手法 1 
高度イノベーション人財のためのキャリアマネジメント 1 
イノベーション演習 2 
長期インターンシップ 2 
事業創造概論 1 

※大学院共通科目では，通学が困難である学生に対し，履修機会を与えるため，オンデマンド

による授業を開講しています。詳細は「もみじ Top」内の大学院共通科目のページ

（https://momiji.hiroshima-u.ac.jp/momiji-top/learning/cgcinfo.html）を確認，または教育推

進グループ（教養教育担当）にお問い合わせください。 

【大学院共通科目問合せ先】 
教育推進グループ（教養教育担当） 

     場所  ：総合科学部事務棟１階 
     電話番号：082-424-4218 
     E-Mail ：gsyugaku-group@office.hiroshima-u.ac.jp 
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研究倫理教育について 
 

 広島大学では，「広島大学における研究活動に係る研究倫理教育に関する細則」に基づき，

研究活動に携わる職員・学生等は，研究倫理教育の受講を必須としています。 

 学生は，本学が定めた標準プログラムにより，入学後の初年次に「研究倫理教育（大学院

生 Basic）」の受講，その後，論文作成開始前までに，「研究倫理教育（大学院 advanced(M)，

(D)）」の受講を義務付けています。 

 人間社会科学研究科では，次のとおり研究倫理教育を実施しますので，必ず受講してくだ

さい。 

 

１．研究倫理教育（大学院生 Basic） 

 (1) 受講対象者 

  博士課程前期 1 年次生（必須 注１） 

  博士課程後期 1 年次生（注２以外は必須） 

  専門職学位課程（教職開発専攻）1 年次生（必須） 

  専門職学位課程（実務法学専攻）（必須，注３） 

    修士課程 1 年次生（必須） 

  注 1）教育科学専攻の学生は，研究倫理教育（大学院生 Basic）の受講に加えて，専攻 

共通科目（選択必修）「教育科学のための研究法と倫理」（2 単位）を受講すること 

が望ましい。 

  注２）本学博士課程前期（修士課程を含む。）において研究倫理教育（大学院生 Basic） 

を受講した者が博士課程後期に進学した場合は，博士課程後期の研究倫理教育（大 

学院生 Basic）の受講は免除する。 

注３）実務法学専攻の学生は，研究倫理教育（大学院生 Basic）の受講に代えて，必修 

  科目「法学概論」の中で実施する。 

 (2) 実施時期 

  新入生オリエンテーション内で実施（４月又は 10 月） 

 (3) 実施単位 

  新入生全員 

 (4) 実施方法 

  講義形式（日本語又は英語） 

 (5) 内 容  

  大学院生向け研究倫理の基本事項を収録した DVD を用いた講義を行い，研究者として

身に付けるべき基本的な研究倫理の素養を習得する。 

 (6) 受講確認 

  出席票により受講確認を行う。 

 (7) その他 

  当日参加できなかった者は，APRIN の e-learning の受講を必須とする。 

 APRIN の e-learning の受講範囲 

分  野 教材・教材の領域 単元 

人文・社会科学系 『責任ある研究行為：基盤編

（RCR 人文系）』 

「研究活動における不正行為」 

「盗用 （人文系）」 
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２．研究倫理教育（大学院生 Advanced（M)，Advanced (D)） 

 (1) 受講対象者 

  博士課程前期 2 年次生（必須） 

  博士課程後期 3 年次生（必須） 

  専門職学位課程 2年次生（必須） 

  修士課程 2 年次生 

 (2) 実施時期（実施期限） 

  修了予定の半年前（３月修了の場合は 10 月末，９月修了の場合は 4 月末）までに実施 

  注 1) 博士課程前期，専門職学位課程（教職開発専攻）及び修士課程は，修士論文等を 

作成するまでに必ず受講すること。 

注 2) 博士課程後期は，博士論文予備審査までに必ず受講すること。 

 (3) 実施方法 

   指導教員の指示により，次のいずれかを受講すること。 

① 指導教員が討論形式により実施（複数の研究室での実施可） 

  ② APRIN の e-learning を受講 

 (4) 内 容 

  ① JSPS のテキスト「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」Section Ⅳ

「研究成果を発表する」）を教員，学生が熟読の上，学生が要約説明し，教員との討論に

より分野ごとの特色を踏まえた研究倫理の実践について理解を深める。 

② APRIN の e-learning の受講範囲 

（心理学プログラムを除く全プログラム） 

分野 教材・教材の領域 単元 

人文・社会 

科学系 

『責任ある研究行為：基盤編（RCR 人文

系）』 

「盗用 （人文系）」 

（心理学プログラム） 

教材・教材の領域 単元 

『責任ある研究行為：人文系

（RCR 人文系）』 

『責任ある研究行為：理工系

（RCR 理工系）』 

『責任ある研究行為：生命医科

学系（RCR）』 

『社会科学・行動科学』 

「盗用」 

「責任あるオーサーシップ」 

「研究における不正行為」 

「インターネットを使った社会科学・行動科学研究」 

「社会科学・行動科学研究におけるインフォームド・

コンセント」 

「社会科学・行動科学研究におけるリスク評価」 

 (5) 受講確認 

  指導教員は，実施後速やかに「研究倫理教育受講修了証」を所属プログラムを担当する

支援室へ提出する。 

 

３．受講状況の確認 

  学生の研究倫理教育の受講歴を，学生本人及び指導教員は「My もみじ」の学生情報か

ら確認できます。 「学籍情報-学籍情報参照/免許・資格・研究倫理情報」 
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【１－２　教育課程・修了要件】
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別表第4

専門職学位課程
実務法学専攻　実務法学プログラム

Hiroshimaから世界平和を考える 3 1

Japanese Experience of Social Development- Economy,
Infrastructure, and Peace

3 1

Japanese Experience of Human Development-Culture, Education,
and Health

3 1

SDGsへの学問的アプローチＡ 3 1

SDGsへの学問的アプローチＢ 3 1

SDGsへの実践的アプローチ 3 1

ダイバーシティの理解 3 1

原爆文学、芸術を通して「平和」を考える
-被爆者の経験記をもとに-

3 1

データリテラシー 3 1

医療情報リテラシー 3 1

人文社会系キャリアマネジメント 3 2

理工系キャリアマネジメント 3 2

ストレスマネジメント 3 2

情報セキュリティ 3 1

MOT入門 3 1

アントレプレナーシップ概論 3 1

情報科学概論I 3 1

情報科学概論II 3 1

理系基礎研究者養成概論 3 1

人間社会科学特別講義 3 2 必修

民法1Ａ 1 2

民法1Ｂ 1 2

民法2 1 2

民法3 1 2

民法4 1 2

会社法1 1 1

会社法2 1 1

会社法3 1 1

民事訴訟法 1 2

刑法Ａ 1 1

刑法Ａ演習 1 1

刑法Ｂ 1 1

刑法Ｂ演習 1 1

憲法1 1 2

憲法2 1 2

基礎演習1 1 1

基礎演習2 1 1

基礎演習3 1 1

法学概論 1 1

民法演習1Ａ 2 1

刑事訴訟法1 2 2

民法演習1Ｂ 3 1

民法演習2 2 2

民法演習3 2 1

民法演習4 2 2

商事法演習1Ａ 2 1

商事法演習1Ｂ 2 1

商事法演習2Ａ 2 1

商事法演習2Ｂ 3 1

持
続
可
能
な
発
展
科
目

選択必修

応
用
科
目

別
表
の
と
お
り

 
キ

ャ
リ
ア
開
発
・

 
デ
ー

タ
リ
テ
ラ
シ
ー

科
目

選択必修

研
究
科

共
通
科

目

プ
　
　
ロ
　
　
グ
　
　
ラ
　
　
ム
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

法
律
基
本
科
目
群

基
礎
科
目

必修

大
学
院
共
通
科
目

要修得
単位数

科目区分 授　　　業　　　科　　　目 配当年次
開設

単位数
履修区分
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民事手続法1 2 2

民事手続法2 2 2

刑法Ｃ 2 1

刑法Ｃ演習 2 1

刑事訴訟法2 2 2

行政法1 2 2

行政法2 2 2

憲法演習1 2 1

憲法演習2 2 2

法曹倫理1 2 2

法文書作成 3 2

民事訴訟実務基礎1 2 1

民事訴訟実務基礎2 2 1

刑事訴訟実務基礎 3 2

模擬裁判 3 1

刑法演習1 2 1

刑法演習2 2 1

重点演習（公法１） 3 1

重点演習（公法２） 3 1

重点演習（公法３） 3 1

重点演習（民事法１） 3 1

重点演習（民事法２） 3 1

重点演習（民事法３） 3 1

重点演習（民事法４） 3 1

重点演習（刑事法１） 3 1

重点演習（刑事法２） 3 1

重点演習（刑事法３） 3 1

リーガル・クリニック 3 1

エクスターンシップ 2 1

法的思考法 2 2

法理学 3 2

アジア法１ 2 1

アジア法２ 2 1

政治学 2 2

法社会学 2 2

知的財産法1 2 2

知的財産法2 2 2

国際私法・取引法 2 2

倒産処理法1 2 2

倒産処理法2 2 2

労働法1 2 2

労働法2 2 2

労働法演習 3 1

税法 2 2

重点演習（公法理論研究） 3 1

重点演習（民事法理論研究） 3 1

重点演習（刑事法理論研究） 3 1

法曹倫理2 2 2

ローヤリング 3 1

臨床法務 1 2

公法実務基礎 3 1

実
務
基
礎
科

目
群

法
律
基
本

科
目
群

応
用
科
目

基
礎
法
学
・
隣
接

科
目
群

応
用
科
目

実
務
基
礎
科
目
群

法
律
基
本
科
目
群

応
用
科
目

別
表
の
と
お
りプ

　
　
ロ
　
　
グ
　
　
ラ
　
　
ム
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

法
律
基
本
科
目
群

選択科目

必修

選択必修

実
務
基
礎
科
目
群

展
開
・
先
端
科
目
群
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消費者法 2 2

不動産登記法 3 2

債権回収法 3 2

企業金融法 3 2

民事執行保全法 2 2

※　配当年次の記載内容は，次のとおり。
1 ： 1年次に履修，　2 ：2年次に履修，　3：3年次に履修

１．修了要件
別表のとおり

２．履修方法
別表のとおり

別
表
の
と
お
りプ

　
　
ロ
　
　
グ
　
　
ラ
　
　
ム
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

選択科目

展
開
・
先
端
科

目
群

合　　計
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別表

3年 2年

標準型 短縮型

(法学未修者） (法学既修者）

基礎科目 30単位 8単位
応用科目 25単位 25単位

9単位 9単位
2単位 2単位

1単位 1単位

1単位 1単位

1単位 1単位

2単位 2単位

2単位 2単位

2単位 2単位

1単位 1単位

4単位 4単位

4単位 4単位

8単位以上 8単位以上

5単位以上 5単位以上

2単位以上 2単位以上

99単位以上 77単位以上

選択必修科目【展開・先端科目群】の中から選択

選
択
必
修

※1　必修科目【法律基本科目群】の1年次配当科目のうち会社法1（1単位），会社法2（1単位）及び会社法3（1単位）並びに民事
訴訟法（2単位）については，大学院人間社会科学研究科細則第24条第2項に定める法学既修者として入学を認められた者が修
得したものとみなすことができる単位から除く。ただし，研究科が定める所定の要件を満たす場合は，全部又は一部の単位を修
得したものとみなすことができる。

※2　大学院共通授業科目及び他研究科の授業科目のうち研究科が認めるものについては，4単位まで修了要件単位数に含め
ることができる。

※3　法律基本科目以外の科目（実務基礎科目群，基礎法学・隣接科目群，展開・先端科目群）を13単位以上修得すること。な
お，展開・先端科目群から8単位以上修得すること。

※4　大学院人間社会科学研究科細則第18条第1項の規定により修得したものとみなすことのできる科目は，以下のとおりとす
る。
　(1)　法律基本科目のうち基礎科目
　(2)　基礎法学・隣接科目
　(3)　法律基本科目のうち応用科目
　(4)　展開・先端科目のうち選択必修科目

選
択
※
2
※
3

選択必修科目【展開・先端科目群】，選択科目【展開・先端科目群】の中から選択
ただし，選択必修科目として選択した科目を除く。

選択必修科目【実務基礎科目群，基礎法学・隣接科目群，展開・先端科目群】，
選  択  科  目【実務基礎科目群，展開・先端科目群】の中から選択。
ただし，選択必修科目として選択した科目を除く。

選択必修科目【持続可能な発展科目及び
キャリア開発・データーリテラシー科目を除く全ての科目群】，
選  択  科  目【全ての科目群】の中から選択
ただし，選択必修科目として選択した科目を除く。

　合　計

選択必修科目【持続可能な発展科目】の中から選択

選択必修科目【キャリア開発・データリテラシー科目】の中から選択

選択必修科目【法律基本科目群（刑法演習1，刑法演習2）】の中から選択

選択必修科目【法律基本科目群〔重点演習（公法1～３）〕】の中から選択

選択必修科目【法律基本科目群〔重点演習（民事法1～４）〕】の中から選択

選択必修科目【法律基本科目群〔重点演習（刑事法1～３）〕】の中から選択

選択必修科目【実務基礎科目群】の中から選択

選択必修科目【基礎法学・隣接科目群】の中から選択

種
類

必要単位数

必
修

※
１

必修科目【法律基本科目群】

必修科目【実務基礎科目群】
必修科目【研究科共通科目】
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広島大学大学院人間社会科学研究科実務法学専攻（法科大学院）　カリキュラムツリー 　（令和５年度入学者用）

研究科共通科目

法律基本科目群 実務基礎科目群 基礎法学・隣接科目群 展開・先端科目群 大学院共通科目

３
年
次
生

・法文書作成
・刑事訴訟実務基礎
・模擬裁判
・リーガル・クリニック
・ローヤリング
・公法実務基礎

・法理学

・不動産登記法
・債権回収法
・企業金融法
・労働法演習

●研究科共通科目
・人間社会科学特別講義

●大学院共通科目
　・持続可能な発展科目（８科目）
　　・Hiroshimaから世界平和を考える
　　・SDGsへの学問的アプローチＡ・Ｂ
　　・ダイバーシティの理解　　　…等
　・キャリア開発・データリテラシー科目（11科目）
　　・データリテラシー
　　・人文社会系キャリアマネジメント
　　・アントレプレナーシップ概論　　　…等

２
年
次
生

・法曹倫理１
・民事訴訟実務基礎１ ・２
・エクスターンシップ
・法曹倫理２

・法的思考法
・政治学
・法社会学
・アジア法１・２

・消費者法
・知的財産法１・２
・国際私法・取引法
・民事執行保全法
・倒産処理法１・２
・労働法１・２
・税法

１
年
次
生

・臨床法務

法務博士（専門職）

実務法学における実践的プロフェッショナルを育成

プログラム専門科目（実務法学専攻）

２
年
コ
ー
ス
（
法
学
既
修
者
）

３
年
コ
ー
ス
（
法
学
未
修
者
）

・重点演習（公法１・２・３）

・重点演習（公法理論研究）

※ 下線 は必修科目

※赤字は基礎科目，青字は応用科目

※科目系列（法律基本科目群）

公法系 民事系 刑事系 その他

・民法演習１Ｂ

・商事法演習２Ｂ

・重点演習（民事法１～４）

・重点演習（民事法理論研究）

・重点演習（刑事法１～４）

・重点演習（刑事法理論研究）

・行政法１・２

・憲法演習１・２

・民法演習１Ａ

・民法演習２～４

・商事法演習１Ａ・２Ａ

・商事法演習１Ｂ

・民事手続法１・２

・刑法Ｃ

・刑法Ｃ演習

・刑事訴訟法１

・刑事訴訟法２

・刑法演習１・２

・憲法１・２

・基礎演習１～３

・法学概論

・民法１Ａ

・民法１Ｂ

・民法２～４

・会社法１～３

・民事訴訟法

・刑法Ａ・Ｂ

・刑法Ａ・Ｂ演習
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【１－３　学位プログラム以外の
　教育プログラム】
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大学院スキルアップ科目について 
 
 
○大学院スキルアップ科目（受講対象者：全ての研究科の学生） 

広島大学大学院において，全ての研究科の学生がスキル向上のため履修できる授業科目

として，次の授業科目を提供しています。 
なお，シラバスの確認，履修手続きは原則「My もみじ」で行ってください。 

 
 

＜令和 3 年度開設科目＞ 

授業科目名 開設単位数 開設部局 

プレ・アカデミック・イングリッシュⅡ 2 

外国語教育研究セン

ター 

アカデミック・ライティング I 2 

アカデミック・プレゼンテーション I 2 

アドバンスト・イングリッシュⅠ 2 

中国語教育カリキュラム開発論Ⅰ 1 

中国語教育カリキュラム開発論Ⅱ 1 

中国語教育カリキュラム開発論Ⅲ 1 

中国語教育カリキュラム開発論Ⅳ 1 

論文英語修辞学演習 2 

ラ イ テ ィ ン グ セ ン

ター 

論文英語修辞学 I 1 

学術文章の書き方とその指導法－大学教員を目指

して－ 
2 

研究論文執筆のためのアカデミックライティング 2 

英語による学術文章の書き方とその指導法 1 

学問と社会 2 教育本部 
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グローバルキャリアデザインセンター提供プログラム（HIRAKU 実践プログラム） 
 

グローバルキャリアデザインセンターでは，研究キャリアの初期段階にある博士課程後期学生(D)及
び若手研究者(PD)を対象に，新分野に挑戦する活力のある研究人材の育成を目的としたプログラム

(HIRAKU 実践プログラム)を提供しています。 
 
この実践プログラムでは，若手研究者が社会の多方面

で活躍するための能力（右図のドメイン(A)～(D)）を身

につけることができるよう，グローバルキャリアデザイ

ンセンターが担当している大学院共通科目や各研究科が

開設する科目・独自セミナー等を用意しています。 
本センターが提供する「未来を拓く地方協奏プラット

フォーム」の基幹 IT システムである若手研究者ポートフ

ォリオ HIRAKU-PF(＊)を利用して若手研究人材としての

能力を自己チェックし、必要な能力領域の科目を受講す

ることで、自身の能力向上を図ることができます。 
また、グローバルキャリアデザインセンターでは，若

手研究者のキャリア形成に必要な指導・助言も受けるこ

とができる体制を整えていますので，併せて活用してく

ださい。 （*） https://hiraku.hiroshima-u.ac.jp/younger_platform/ 

 

＜グローバルキャリアデザインセンター担当の大学院共通科目＞ ※はセミナー・イベント 
科目区分 科 目 名 等 能力領域 

キャリア開発・データ
リテラシー科目 
（博士課程後期対象） 

イノベーション演習 
ドメイン(A) 

データサイエンティスト養成 
高度イノベーション人財のためのキャリアマネジメント  

ドメイン(B) 
長期インターンシップ  

リーダーシップ手法 
ドメイン(D) 

※未来博士３分間コンペティション 

キャリア開発・データ
リテラシー科目 
（博士課程前期対象） 

理工系キャリアマネジメント 

ドメイン(B) 人文社会系キャリアマネジメント 

ストレスマネジメント  

 

＜上記以外の奨励科目＞ ※はセミナー・イベント 

開設研究科等 科 目 名 等 能力領域 

ライティングセンター ※オンデマンド英語論文ワークショップ 

ドメイン(D) 

学術文章の書き方とその指導法—大学教員を目指して— 
人間社会科学研究科 大学教員養成講座 

先進理工系科学研究科 

Developing Designing Ability 

技術移転論 

技術戦略論 
知的財産及び財務・会計論 
ＭＯＴとベンチャービジネス論 

※ナノ・バイオ・インフォ化学シンポジウム(2021 年 12 月開催予定)  

統合生命科学研究科 コミュニケーション能力開発 
プロテオミクス実験法・同実習 

 

知識と 
知的能力
（A） 

個人の能力
（B） 

影響と 
インパクト

（D） 

研究の 
管理運営
（C） 

知識基盤 
(A1) 

認知的能力 
(A2) 

創造性 
(A3) 

他者とともに
働く 
(D1) コミュニケー

ションと普及 
(D2) 

一般社会との
関わりと 

インパクト 
(D3) 

能力開発・ 
キャリア開発 

(B3) 

自己管理 
(B2) 

個人の資質 
(B1) 

財政・資金調
達・研究資源 

(C3) 

研究マネジメ
ント 
(C2) 

専門家として
の行動 
(C1) 

Vitae ©2016 Careers Research Advisory Centre (CRAC) Limited.  

【グローバルキャリアデザインセンター提供プログラムについての問合せ先】 
広島大学グローバルキャリアデザインセンター(若手研究人材養成担当) 
Tel：082-424-2058 E-mail：wakateyousei@office.hiroshima-u.ac.jp  
URL：https://www.hiroshima-u.ac.jp/gcdc_yr/ 
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【２　学生生活・諸手続等】
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(2) 学生生活関係（窓口交付）各種願・届手続

（証明書自動発行機で発行する証明書以外のもの）

事   項 提   出   期   日 備   考

学生証再交付願 その都度
学生証を紛失又はき損した場合

支援室（※）へ届出

住所・電話番号変更 その都度
父母等の連絡先の変更を含む

支援室（※）へ届出

施設使用願
使用する日の１か月前か

ら３日前まで

詳細は施設利用要領を参照

支援室（※）へ提出

通学証明書 その都度
居住地と大学間の通学のみ

支援室（※）へ申請

教育実習通学証明書 教育実習開始 1 か月前 
居住地と実習校間の通学のみ

支援室（※）へ申請

事件・事故報告 その都度
警察署・指導教員にも報告

支援室（※）へ届出

学生団体結成届 その都度
教育室教育部学生生活支援グループ（学

生プラザ３F）へ届出 
単一の学部の学生をもって結成された団

体は，支援室（※）へ届出
学生団体更新届 ５月末日

※支援室は，東千田地区支援室（実務法学専攻担当）のこと

(3)その他

その他，留意事項等が「学生生活の手引」（情報の森「もみじ」に掲載）に記載されていま

すので，確認してください。 

５ 通学定期乗車券・学割証・団体旅行割引等 

 大学院の学生（正規生）のみ利用できます。研究生・科目等履修生（非正規生）は，普通団体

旅行割引以外は利用できません。

(1) 通学定期乗車券

通学定期は，通学のため居住地と大学の最寄り駅間で利用する場合に限り発行されます。

必要とする学生は「通学証明書発行願」を所属プログラムを担当する支援室（学生支援担

当）へ提出してください。「通学定期乗車券購入証明書」を交付しますので，各社の発行窓

口へ「学生証」と併せて提出して購入してください。

(2) 学割証（学校学生生徒旅客運賃割引証）

学割証は，修学上の負担を軽減し，学校教育の振興に寄与することを目的として実施され

ている制度で，学生個人の自由な権利として使用することを前提としたものではありません。

 原則として，正課教育，課外教育活動，就職・試験，帰省，見学，傷病の治療，保護者の

旅行への随行等の目的をもって，ＪＲ片道１０１㎞以上の場合に使用することができます。

○ 年間（４月～翌年３月）２０枚（１日発行枚数４枚）までですので，往復乗車券や

周遊券を購入するなど，計画的かつ有効に使用してください。

○ 発行日から３か月間有効ですので，早めに入手しましょう。

○ 不正使用には絶対にしてはいけません。多額の追徴金を徴収され，大学が発行停止の

処置を受けるなど全体に迷惑が掛かります。

（不正使用の事例）・他人名義の学割証により乗車券を購入した。

・学割証使用で購入した乗車券を他人に譲渡した。

・学生証を所持しないで学割乗車券を使用した。
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６ 奨学金，授業料の免除について

奨学金，授業料免除については，「学生生活の手引」又は学生情報の森「もみじ」をご覧くだ

さい。

もみじ Top：学生生活のサポート→経済支援→奨学金 
もみじ Top：学生生活のサポート→経済支援→授業料免除 

７ 構内駐車場の利用

自動車による通学を希望する者は，大学が実施する安全教育（交通安全講習会）を受講した

上で，構内駐車場利用申請と利用者負担金の支払いが必要となります

ただし，身体的な理由及び遠距離通学等により自動車による通学が必要な場合は，東千田地

区支援室（実務法学専攻担当）へ問い合せてください。

８ 課外活動

(1) 学生団体結成（更新）届

１つの学部の学生だけで新たに団体を結成したとき及び届出事項に変更があったときは，

所属プログラムを担当する支援室（学生支援担当）へ届け出てください。なお，複数の学部

の学生で結成したときは，教育室教育部学生生活支援グループへ届け出てください。また，

前年度に登録していた団体で引き続き活動を行うときは，５月末日までに更新届を提出して

ください。

９ 保健及び各種相談施設

 下記の保健及び各種相談施設については，「学生生活の手引」又は学生情報の森「もみじ」を

ご覧ください。 

○ 体と心の健康相談窓口（保健管理センター）

○ 学生による学生のための何でも相談室（ピア・サポート・ルーム）

○ なんでも相談（なんでも相談窓口）

○ 学生生活全般についての悩み相談（就学相談室）

○ ハラスメント相談窓口（ハラスメント相談室）

○ 障害のある学生の支援，アクセシビリティに関する相談窓口（アクセシビリティセンター）

○ アルバイトの紹介窓口

○ 大学運営支援業務（学内アルバイト）の紹介

○ 留学生の相談窓口（国際センター）

１０ 保険

(1) 学生教育研究災害傷害保険（学研災）

学生が在籍する大学の研究活動中に被った急激かつ偶然な外来の事故による身体の傷害が

対象となります。

① 正課中（講義，実験，実技など）

② 学校行事中（入学式，オリエンテーションなど）

③ 課外活動中（学校に届出のある団体で，学外で行う場合は事前に行事届けを行っていることが必要）

④ 通学中

⑤ 学校施設間移動中（キャンパスから西条共同研修センターなど）
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 平成２２年度入学生より，学研災は，大学負担の全員加入となっています。個々に加入す

る必要はありません。

(2) 学生教育研究災害傷害保険付帯賠償責任保険（学研賠）

国内において，学生が他人にケガをさせたり，他人の財物を損壊したことにより被る法律

上の損害賠償を補償します。

① 正課中（講義，実験，実技など）

② 学校行事中（入学式，オリエンテーションなど）

③ 正課や学校行事としてのインターンシップ，教育実習など

④ 課外活動中（インターンシップやボランティア活動を実施する団体のみ）

⑤ 上記の往復中

詳しくは，入学時に配付している加入者のしおりを参照してください。

１１ 就職

本学は，就職活動をサポートするため，「就学相談室」や「グローバルキャリアデザインセン

ター」による情報提供・就職相談などで，できる限りの就職活動支援対策に取り組んでいます。

○ 就学相談室

将来や就職にかかる相談を予約制で受け付けています。場所は，文学部棟 1 階，毎週月曜

日～金曜日，10 時～16 時 30 分に開室しています。 
 また，就職活動や将来社会人になる上で役立つ「リテラアワー講座：就職，そして社会人

への道」を年間 15 回開催しています。 
○ グローバルキャリアデザインセンター

厳しい就職戦線に対応して自立的な就職活動を可能にするための支援を行っています。

また，博士課程後期の大学院生および若手研究者を対象とし，地域の大学・企業等と連携

して人材育成，キャリア支援を行っています。

詳細は，学生情報の森「もみじ」をご覧ください。

もみじ Top：進路・就職のサポート→進路選択・キャリアデザイン 

１２ 遺失物，拾得物

(1) 遺失物：東千田地区支援室（実務法学専攻担当）窓口で定められた手続きを行うとともに，

貴重品（現金等）は最寄りの警察署に届け出てください。

(2) 拾得物：最寄りの学部・研究科の支援室（学生支援担当）窓口へ届け出てください。貴

重品（現金等）については，落とし主から届け出がない場合は，警察に届け出ます。
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１３ 安全な学生生活

近年，学内外で交通事故や種々の事件（盗難事件，不審者の出没，野犬被害等）が発生して 

います。 

事故防止のため，道路交通法等を遵守すること。暴行や恐喝等にあわないよう，夜間の一人

歩きはしない，寂しい場所に近寄らない，危険を感じたら逃げる・大声を出す，不審者には関

わらない，困っている人がいたら助けるなど，安全対策を講じてください。

 万一，事件・事故にあったときは，警察に通報するとともに，指導教員及び東千田地区支援

室（実務法学専攻担当）にも連絡してください。（車・バイクのナンバーや相手の顔などの特

徴を覚えておく。）

① 指導教員の連絡先は，各自で記録しておいてください。

② 東千田地区支援室（実務法学専攻担当） ℡ ０８２－５４２－７０８７

③ 夜間，休日等は，警備員室

※ 治安，事件・事故等については，もみじ Top：学生生活のサポート→学生生活のマナーと

ルール→安全な生活のためにをご覧ください。

【事件・事故発生時の対応】  

事件・事故が起きたら

 事  件  事  故

警察へ通報  けが人救助

（１１０番）  救急車依頼

 （１１９番）

事件・事故後の対応

          被害者への見舞い

       保険会社へ連絡

「事件・事故報告書」

支援室 窓口へ提出  

指導教員・支援室 

へ連絡・相談 
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学生生活・諸手続等について（法科大学院関係事項） 

14 掲示及び連絡方法等について 

本学では，学生の皆さんへの伝達・連絡事項は，法科大学院教育研究支援システム（ＴＫＣ）や掲示板，

「学生情報の森 もみじ」の掲示（https://momiji.hiroshima-u.ac.jp/momiji-top/index.shtml）により

行いますので，毎日 1 度は必ず見てください。これらを見ていなかったために思いもかけぬ不利益を被る

ことがありますので注意してください。 

掲示した事柄は，皆さんには既に周知されているものとして処理しますので，見落としや誤解のないよ

うに注意してください。長期欠席その他の理由により毎日登校できないときは，友人等に依頼しておくな

どの方法により，遺漏のないようにしてください。 

また，他研究科・学部等の授業を受講している人は，当該研究科等の掲示板にも十分注意しておいてくだ

さい。 

家族等より電話で呼出の依頼があっても対応はできません。必要な用件は適宜，広大メール・電話により

通知する場合がありますので常に注意しておいてください。 

なお，学生が掲示板を利用したい場合は，あらかじめ東千田地区支援室に申し出て使用してください。掲

示期限が経過した掲示物は，使用者が責任を持って撤去してください。 

15 法科大学院生教育研究賠償責任保険（略称：「法科賠」Ｌコース）について 

本研究科に在籍する全ての学生が加入するものです。法科大学院の学生は，この保険に加入しなければ

なりません。 

詳しくは，『学生教育研究災害傷害保険のしおり』および『学研災付帯賠償責任保険のしおり』をご覧

ください。 

16 東千田地区支援室の応対時間について 

東千田キャンパスには複数の部局が共存しており，東千田地区支援室には，各部局の担当者が配置され，

授業期間は 8:30～21:15 の昼夜開室しています。 

そのうち，法科大学院窓口の応対時間は，月～金（祝日除く）の 8:30～17:15ですので，窓口での問合せ

等（プリンター用紙・トナーの支給は除く）については，緊急の場合を除き，法科大学院窓口の応対時間内

に行うようにしてください。 

なお，各担当者の応対時間は，以下のとおりです。 

【東千田地区支援室の応対時間】 

（法科大学院，法学部昼間コース，法学・政治学プログラム） 

月～金（祝日除く）  8:30～17:15 

（法学部夜間主コース，経済学部夜間主コース） 

月～金（祝日除く） 12:30～21:15 

（マネジメントプログラム） 

火～金（祝日除く） 12:30～21:15 

---------------------------------------------------- 

土（祝日除く） 10:00～18:15 
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17 院生自習室の利用について 

法科大学院院生用に院生自習室が３部屋（建物平面図参照）確保されており，院生自習室の利用時間は，

6:00～23:00です。22:00以降は校舎の玄関は施錠されます。常に学生証を携帯して利用してください。 

  自習室では，他の学生の迷惑になる行為（私語，ゲーム，飲食・飲酒など）は厳に慎み（※水分補給は

可），マナーを守って利用するようにしてください。また，東千田キャンパスには複数の部局が共存してい

るため，廊下等でも大きな声を出す等して他の迷惑にならぬよう心掛けてください。 

  なお，自習室の座席は共用するものですので，学籍異動等で席の使用が終了する場合は，他の学生が使

えるように，その都度，机上の本や私物を片付けるようにしてください。放置している場合は，一定期間経

過後に処分します。 

また，自習室のプリンター用紙やトナーが切れた場合は，気が付いた者が，その都度，東千田地区支援室

まで取りに来てください。自習室のＰＣやプリンターが故障した際にも，気が付いた者が，すぐに東千田

地区支援室に連絡するようにしてください。 

18 法科大学院グループ学習室の利用について 

以下の時間帯に，東千田キャンパスＡ棟２階にある「グループ学習室」を利用することができます。勉強

会等の目的で，「グループ学習室」を使用したいときは，東千田地区支援室で使用許可を受けてください。 

【利用可能な時間帯】毎日 6:00～21:00 

19 図書館の利用について 

東千田総合校舎 S棟 1Ｆの広島大学東千田図書館を利用することができます。開館時間は，（平日）8:30

～22:00※休業期～21:00，（土・日曜日）13:00～19:00です。（休館日等の詳細は図書館の公式 WEBサイト

で確認してください。） 

なお，利用手続き等の詳細については，図書館窓口にお問合せいただくか，別途オリエンテーション動

画を案内する予定ですのでそちらをご覧ください。 

20 講義室等の使用について 

勉強会等の目的で，講義室・演習室等の施設を使用したいときは，使用する 3日前（休日は除く）までに

東千田地区支援室へ使用願を提出し，使用許可を受けてください。授業や公務に支障のない場合に限り使

用が許可されます。 

また，東千田未来創生センターの講義室等も利用することができます。利用を希望する場合は，事前に 

東千田地区支援室に使用願を提出してください。 

なお，使用後は火気の点検，整理・清掃・戸締まり及び消灯を，必ず行ってください。 

21 講義室等の使用に関する特例措置について 

勉強会等の目的による講義室・演習室等の施設使用は，通常は平日についてのみ認められるものですが，

法科大学院の授業形態は学生グループの議論による勉学・研究が常時必要とされるものであることを勘案

し，法科大学院生については，以下のとおり，休日において施設の一部を使用することが認められていま

す。 

【使用講義室等】第 1～4演習室 

【使 用 時 間】9:00～22:00 

なお，使用する場合は，使用日の３日前の 17:15 までに使用願を東千田地区支援室に提出し，許可を受

けてください。早期に申請があったものから優先して許可されます。 
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22 体育館の使用について 

運動等の目的で，体育館を使用したいときは，東千田地区支援室で使用許可を受けてください。授業や

公務に支障のない場合に限り使用が許可されます。 

なお，使用後は火気の点検，整理・清掃・戸締まり及び消灯は，必ず行ってください。 

23 通学方法について 

交通事故で受けた死亡・負傷等により，大学生活に支障を来しているケースは少なくありません。 

このような状況から，自動車・バイクではなく，公共交通機関を利用して通学するようにしてください。 

東千田キャンパスでは，駐車スペースに限りがあり，原則として自動車での通学は認められておりませ

ん。ただし，身体的な理由等特別な事情により自動車による通学が必要な場合は，東千田地区支援室に相

談してください。 

なお，駐車･駐輪する際は，指定の場所に置き，他の迷惑にならないように心掛けてください。身障者用

スペースには，特別な使用許可なき場合，絶対に駐車しないでください。 
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既修得単位認定願等
入 学 時
（別途掲示による）

履 修 登 録 別 途 掲 示 に よ る 登録は東千田地区支援室で行います。

施設(講義室 )使用願 そ の 都 度 ３日(休日を除く)前までに申し込んでください。

備 考

（注）上記の諸願・届出の用紙は，東千田地区支援室にあります。

区 分 提 出 期 限

24　各 種 願・届 に つ い て（法科大学院関係）

区 分 提 出 期 限 等

教務関係
備 考

学生生活関係

55



56



【３　規則関係】
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○広島大学通則 

(平成 16年 4月 1日規則第 2号) 

広島大学通則 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 9条) 

第 2章 入学(第 10条－第 18条) 

第 3章 教育課程(第 19条－第 27条) 

第 4章 他の大学等における授業科目の履修(第 28条－第 31条) 

第 5章 休学及び退学(第 32条－第 35条) 

第 6章 転学部，転学科及び転学(第 36条－第 38条) 

第 7章 賞罰及び除籍(第 39条－第 43条) 

第 8章 卒業及び学位の授与(第 44条－第 46条) 

第 9章 授業料(第 47条－第 51条) 

第 10章 研究生，科目等履修生，短期国際交流学生及び外国人特別学生等(第

52条－第 54条) 

第 11章 厚生施設等(第 55条・第 56条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この通則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 18条の規

定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の学部の学生の修学に関し必要

な事項を定めるものとする。 

(学科，類及びコース) 

第 2条 本学の学部に，次の学科又は類を置く。 

総合科学部  総合科学科 

   国際共創学科 

文学部  人文学科 

教育学部  第一類(学校教育系) 

   第二類(科学文化教育系) 

   第三類(言語文化教育系) 

   第四類(生涯活動教育系) 

   第五類(人間形成基礎系) 

法学部  法学科 

経済学部  経済学科 

理学部  数学科 

   物理学科 
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   化学科 

   生物科学科 

   地球惑星システム学科 

医学部  医学科 

   保健学科 

歯学部  歯学科 

   口腔健康科学科 

薬学部  薬学科 

   薬科学科 

工学部  第一類(機械・輸送・材料・エネルギー系) 

   第二類(電気電子・システム情報系) 

   第三類(応用化学・生物工学・化学工学系) 

   第四類(建設・環境系) 

生物生産学部  生物生産学科 

情報科学部  情報科学科 

2 法学部及び経済学部は昼夜開講制とし，昼間に授業を行うコース(以下「昼間

コース」という。)及び主として夜間に授業を行うコース(以下「夜間主コー

ス」という。)を置く。 

(教育研究上の目的) 

第 2条の 2 学部は，本学の理念に立脚し，それぞれ固有の教育目標を明確に掲

げるとともに，その目標を達成するための教育研究を通じて，基礎力と応用

力を兼ね備えた柔軟性に富む人材を育成することを目的とする。 

2 学部，学科，類等ごとの教育研究上の目的については，各学部細則で定め

る。 

(収容定員) 

第 3条 本学の収容定員は，別表のとおりとする。 

(修業年限) 

第 4条 本学の修業年限は，4年とする。ただし，医学部医学科，歯学部歯学科

及び薬学部薬学科にあっては，6年とする。 

第 5条 第 52条の 2に規定する本学の科目等履修生として，一定の単位を修得

した者が本学に入学した場合において，当該単位の修得により当該学部の教

育課程の一部を履修したと認められるときは，修得した単位数その他の事項

を勘案して学部が定める期間を修業年限に通算することができる。ただし，

その期間は，当該学部の修業年限の 2分の 1を超えないものとする。 

(在学年限) 

第 6条 本学の学部(医学部医学科，歯学部歯学科，薬学部薬学科及び工学部を

除く。)の在学年限は，8年とする。 
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2 医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科の在学年限は，12年とする。 

3 工学部の在学年限は，6年とする。 

(学年) 

第 7条 学年は，4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わる。 

(学期) 

第 8条 学年は，前期及び後期の 2期に分け，前期を 4月 1日から 9月 30日ま

で，後期を 10月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

2 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

3 前期の前半を第 1ターム，後半を第 2ターム，後期の前半を第 3ターム，後

半を第 4タームとする。 

(休業日) 

第 9条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

(3) 春季休業 4月 1日から 4月 7日まで 

(4) 夏季休業 8月 11日から 9月 30日まで 

(5) 冬季休業 12月 26日から翌年 1月 5日まで 

2 学長は，特別の事情があるときは，前項第 3号から第 5号までの休業日を変

更することができる。 

3 臨時の休業日は，その都度別に定める。 

4 特別の事情があるときは，前 3項に定める休業日に授業を実施することがで

きる。 

第 2章 入学 

(入学の時期) 

第 10条 入学の時期は，学年の始めとする。 

2 前項の規定にかかわらず，学期の始めに入学させることができる。 

(入学資格) 

第 11条 本学に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課

程によりこれに相当する学校教育を修了した者 

(3) 外国において学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに準ず

る者で文部科学大臣の指定したもの 

(4) 専修学校の高等課程(修業年限が 3年以上であることその他の文部科学大

臣が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するもの

を文部科学大臣が定める日以後に修了した者 
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(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定し

た在外教育施設の当該課程を修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17年文部科学省令第 1号)による高

等学校卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第 2条の規定による廃止

前の大学入学資格検定規程(昭和 26年文部省令第 13号)による大学入学資格

検定に合格した者を含む。) 

(8) 学校教育法(昭和 22年法律第 26号)第 90条第 2項の規定により大学に入

学した者であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわし

い学力があると認めたもの 

(9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同

等以上の学力があると認めた者で，18歳に達したもの 

(入学出願手続) 

第 12条 本学に入学を志願する者は，所定の期間内に，検定料 17,000 円(夜間

主コースにあっては 10,000 円)を納付の上，別に定める書類(以下「出願書

類」という。)を本学に提出しなければならない。 

2 第 13条に規定する入学試験において，出願書類等による選抜(以下「第 1段

階目の選抜」という。)を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜

(以下「第 2段階目の選抜」という。)を行う場合の検定料の額は，前項の規定

にかかわらず，第 1段階目の選抜に係る額は 4,000 円(夜間主コースにあって

は 2,200 円)とし，第 2段階目の選抜に係る額は 13,000 円(夜間主コースにあ

っては 7,800 円)とする。 

3 第 1項の規定は，第 14条，第 18条又は第 38条の規定により入学を志願する

場合について準用する。ただし，検定料の額は，30,000 円(夜間主コースにあ

っては 18,000 円)とする。 

(検定料の免除) 

第 12条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，検定料を免

除することができる。 

2 検定料の免除に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学試験) 

第 13条 入学志願者に対しては，入学試験を行う。 

2 前項の入学試験については，別に定める。 

(学士入学及び再入学) 

第 14条 本学は，次の各号のいずれかに該当する者については，前条の規定に

かかわらず，選考の上，学士入学として入学を許可することができる。 

(1) 本学の一の学部を卒業して，更に同一学部の他の学科若しくは類又は他

の学部に入学を願い出た者 
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(2) 他の大学の学部を卒業し本学に入学を願い出た者 

(3) 学校教育法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構から学士の学位を授与され本学に入学を願い出た者 

2 本学は，前条及び前項の規定にかかわらず，本学を退学し同一学部に入学を

願い出た者については，選考の上，再入学として入学を許可することができ

る。 

3 前 2項による入学者の既修得単位，修業年限及び在学年限の認定は，当該学

部の教授会の議を経て，学部長が行う。 

(合格者の決定) 

第 15条 入学を許可すべき者は，各学部の教授会の議を経て，学長が決定す

る。 

(入学手続) 

第 16条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに，別に定める書

類(以下「入学手続書類」という。)を提出するとともに，入学料 282,000円

(夜間主コースにあっては 141,000 円)を納付しなければならない。 

(入学料の免除及び徴収猶予) 

第 16条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，入学料の全

額又は半額を免除し，又はその徴収を猶予することができる。 

2 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学フェニックス奨学制度による

奨学生(以下「フェニックス奨学生」という。)には，入学料の全額を免除する

ことができる。 

3 前 2項に定めるもののほか，入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項

は，別に定める。 

(入学許可) 

第 16条の 3 学長は，第 16条の入学手続を完了した者(入学料の免除又は徴収

猶予の許可申請中の者及びフェニックス奨学生申請中の者を含む。)に入学を

許可する。 

(検定料及び入学料の返還) 

第 17条 既納の検定料及び入学料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，納付した

者の申出により，当該各号に規定する額を返還する。 

(1) 第 13条の入学試験において，第 1段階目の選抜を行い，第 2段階目の選

抜を行う場合に，検定料を納付した者が第 1段階目の選抜で不合格となっ

たとき 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円) 

(2) 第 12条第 1項の規定による一般選抜の出願の受付後に，検定料を納付し

た者が大学入学共通テストの受験科目の不足等による出願無資格者である

ことが判明したとき 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円) 
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(3) 検定料を納付した者が出願書類を提出しなかったとき その検定料相当

額 

(4) 入学料を納付した者が入学手続書類を提出しなかったとき その入学料

相当額 

(編入学) 

第 18条 本学は，第 11条及び第 14条の規定にかかわらず，本学の第 3年次又

は第 2年次に入学を志願する者については，試験の上，編入学を許可するこ

とができる。 

2 編入学の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

第 3章 教育課程 

(教育課程の編成及び履修方法等) 

第 19条 本学の教育課程は，本学の理念に基づき，学部及び学科又は類等の特

色を生かして，教育上の到達目標を達成するために必要な授業科目を開設

し，教育プログラムとして，体系的に編成するものとする。 

2 授業科目は，教養教育科目及び専門教育科目に区分する。 

3 前項に規定する授業科目及びその履修方法は，教養教育に関する規則及び各

学部細則で定める。 

4 教育課程の履修上の区分として，細目の区分を設ける必要があるときは，教

養教育に関する規則及び各学部細則の定めるところによる。 

5 教育プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法) 

第 19条の 2 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより

又はこれらの併用により行うものとする。 

2 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを

高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができ

る。 

3 第 1項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定によ

り，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で

履修させる場合についても，同様とする。 

(単位数の計算の基準) 

第 19条の 3 各授業科目の単位数を定めるに当たっては，1単位の授業科目を 4

5時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法

に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，

次の基準により単位数を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については，15時間から 30時間までの範囲で規則等(教養

教育科目にあっては教養教育に関する規則，専門教育科目にあっては各学

部細則をいう。以下同じ。)で定める時間の授業をもって 1単位とする。 
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(2) 実験，実習及び実技については，30時間から 45時間までの範囲で規則

等で定める時間の授業をもって 1単位とする。ただし，芸術等の分野にお

ける個人指導による実技の授業については，規則等で定める時間の授業を

もって 1単位とすることができる。 

(3) 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上

の方法の併用により行う場合については，その組み合わせに応じ，前 2号

に規定する基準を考慮して規則等で定める時間の授業をもって 1単位とす

る。 

2 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目につ

いては，これらの学修の成果を評価して単位を与えることが適切と認められ

る場合には，これらに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができ

る。 

(単位の授与) 

第 19条の 4 一の授業科目を履修した者に対しては，試験及び出席状況により

所定の単位を与える。ただし，前条第 2項の授業科目については，各学部の

定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えることができる。 

(授業科目の成績評価) 

第 19条の 5 授業科目の成績の評価は，秀，優，良，可及び不可の 5段階と

し，秀，優，良及び可を合格，不可を不合格とする。 

(履修科目の登録の上限) 

第 20条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業の要件

として学生が修得すべき単位数について，学生が 1年間又は 1学期に履修科目

として登録することができる単位数の上限は，各学部細則の定めるところに

よる。 

2 各学部細則の定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得し

た学生については，次学期に単位数の上限を超えて履修科目の登録を認める

ことができる。 

(日本語科目及び日本事情に関する科目) 

第 21条 外国人留学生及び外国人留学生以外の学生で外国において相当の期間

中等教育を受けたもののために，日本語科目及び日本事情に関する科目を置

き，これらに関する授業科目を開設することができる。 

2 前項の授業科目は，森戸国際高等教育学院において開設するものとする。 

3 前項の規定により履修して単位を修得するときに，卒業の要件として修得す

べき単位数のうち，当該授業科目の単位で代えることができる授業科目及び

単位数等については，各学部細則の定めるところによる。 

(長期にわたる教育課程の履修) 
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第 22条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の

期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出

たときは，当該学部において支障のない場合に限り，その計画的な履修(以下

「長期履修」という。)を認めることができる。 

2 長期履修の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(教育課程の修了) 

第 23条 学生は，在学中所定の教育課程を修了しなければならない。 

2 教育課程の修了は，所定の授業科目を履修の上，単位を修得することによ

る。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 24条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許

法(昭和 24年法律第 147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29年文部省令

第 26号)に定める所要の単位を修得しなければならない。 

2 本学において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類等については，

各学部細則の定めるところによる。 

(他学部等の授業科目の履修) 

第 25条 学生は，第 23条第 2項の所定の授業科目(学部の学生を対象とするも

のに限る。以下この条において同じ。)のほか，他の学部，研究科，研究科等

連係課程実施基本組織，附置研究所，教育本部，全国共同利用施設及び学内

共同教育研究施設（以下この条において「他学部等」という。）の授業科目

(学部の学生を対象とするものに限る。以下この条において同じ。)を履修する

ことができる。 

2 学生が他学部等の授業科目を履修しようとするときは，所属学部及び当該他

学部等の定めるところにより履修するものとする。 

(大学院授業科目の履修) 

第 26条 学生が，本学大学院に進学を志望し，所属学部が教育上有益と認める

ときは，学生が進学を志望する研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の

長の許可を得て，当該研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の授業科目

(大学院の学生を対象とするものに限る。以下この条において同じ。)を履修す

ることができる。 

2 学生が，本学大学院の授業科目を履修することに関し必要な事項は，別に定

める。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 27条 本学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研

究を実施するものとする。 

第 4章 他の大学等における授業科目の履修 

(学生交流) 
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第 28条 学生は，学長の許可を得て他の大学又は短期大学の授業科目を履修す

ることができる。 

2 学部が教育上有益と認めるときは，学生が前項により修得した単位を，当該

学部の教授会の議を経て，本学の授業科目の履修により修得したものとみな

すことができる。 

3 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，次条第 3項

及び第 4項，第 30条第 1項並びに第 31条第 1項及び第 2項の規定により修得

したものとみなし，又は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超え

ないものとする。 

4 他の大学又は短期大学の学生は，学長の許可を得て本学の授業科目を履修す

ることができる。 

5 学生交流に関し必要な事項は，別に定める。 

(留学等) 

第 29条 学生は，外国の大学又は短期大学で学修しようとするときは，学長の

許可を得て留学することができる。 

2 前項の留学の期間は，本学の在学期間に算入する。 

3 学部が教育上有益と認めるときは，学生が第 1項により修得した単位を，当

該学部の教授会の議を経て，本学の授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 

4 前項の規定は，外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有す

るものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であ

って，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を

我が国において履修する場合について準用する。 

5 前 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，前条第 2

項，次条第 1項並びに第 31条第 1項及び第 2項の規定により修得したものと

みなし，又は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超えないものと

する。 

6 外国の大学若しくは短期大学又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程を

有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって，文部科学大臣が別に指定するものの学生は，学長の許可を得て本

学の授業科目を履修することができる。 

7 留学等に関し必要な事項は，別に定める。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第 30条 学部が教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門

学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，当該学
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部の教授会の議を経て，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与え

ることができる。 

2 前項の規定により与えることができる単位数は，第 28条第 2項，前条第 3項

及び第 4項並びに次条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなし，

又は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

3 短期大学又は高等専門学校の専攻科等の学生は，学長の許可を得て本学の授

業科目を履修することができる。 

4 大学以外の教育施設等における学修に関し必要な事項は，別に定める。 

(第 1年次に入学した者の既修得単位等の認定) 

第 31条 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入

学前に大学又は短期大学(外国の大学若しくは短期大学又は外国の大学若しく

は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものを含

む。)において履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生として修

得した単位を含む。)を，本学の授業科目の履修により修得したものとみなす

ことができる。 

2 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入学前に

行った前条第 1項に規定する学修を，本学における授業科目の履修とみな

し，単位を与えることができる。 

3 前 2項の規定により修得したものとみなし，又は与えることができる単位数

は，本学において修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を

除き，第 28条第 2項，第 29条第 3項及び第 4項並びに前条第 1項の規定によ

り修得したものとみなし，又は与えることができる単位数と合わせて 60単位

を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位等の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 5章 休学及び退学 

(休学) 

第 32条 学生が疾病その他やむを得ない事由により引き続き 3月以上修学でき

ないときは，当該学部長の許可を得て，休学することができる。 

2 休学の期間は，引き続き 1年を超えることができない。ただし，特別の事情

があるときは，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

3 前 2項の規定にかかわらず，医学部医学科の学生であって，広島大学大学院

規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 17条第 10号に該当する者が，大学院

医系科学研究科医歯薬学専攻の博士課程に入学するときは，当該学部長の許

可を得て，休学することができる。 

4 前項の休学期間は，引き続き 4年を超えることができない。ただし，特別の

事情があるときは，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

67



5 第 1項及び第 2項の規定にかかわらず，文部科学省が実施する日韓共同理工

系学部留学生事業により受け入れた韓国人留学生が兵役に服するときは，当

該学部長の許可を得て，休学することができる。 

6 前項の休学期間は，兵役に服する期間とする。 

7 休学期間内であっても，その事由が消滅したときは，当該学部長の許可を得

て，復学することができる。 

第 33条 休学期間(前条第 4項及び第 6項に規定する休学期間を除く。)は，通

算して所属学部の修業年限を超えることができない。 

第 34条 休学期間は，在学期間に算入しない。 

(退学) 

第 35条 学生が退学しようとするときは，学長に願い出て許可を受けなければ

ならない。 

第 6章 転学部，転学科及び転学 

(転学部) 

第 36条 学生が他の学部に移ることを志望するときは，所属学部及び志望学部

の教授会の議を経て，学長の許可を受けなければならない。 

2 転学部の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(転学科等) 

第 37条 学生が所属学部内の他の学科又は類に移ることを志望するときは，当

該学部長の許可を受けなければならない。 

2 法学部又は経済学部の学生が所属学部内の他のコースに移ることを志望する

ときは，当該学部長の許可を受けなければならない。 

(転学) 

第 38条 他の大学から転学を志願する者については，当該学部の教授会の議を

経て，学長が許可する。この場合，既修得単位，修業年限及び在学年限の認

定は，当該学部の教授会の議を経て，学部長が行う。 

2 学生が他の大学に転学しようとするときは，所属学部の教授会の議を経て，

学長の許可を受けなければならない。 

第 7章 賞罰及び除籍 

(表彰) 

第 39条 学生に表彰に値する行為があるときは，学長は，これを表彰すること

ができる。 

2 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

(懲戒) 

第 40条 学生が本学の諸規則に違反し，学内の秩序を乱し，その他学生の本分

に反する行為をしたときは，学長は，これを懲戒する。 

2 懲戒の種類は，訓告，停学及び退学とする。 
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3 懲戒に関し必要な事項は，別に定める。 

第 41条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは，懲戒により退学を命ず

ることができる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

(3) 正当の理由がなくて出席常でない者 

(4) 学内の秩序を著しく乱した者 

(5) 学生の本分に著しく反した者 

第 42条 停学が 3月以上にわたるときは，その期間は，修業年限に算入しな

い。 

(除籍) 

第 43条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該学部の教

授会の議を経てこれを除籍することができる。 

(1) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者，半額免除若しくは

徴収猶予を許可された者又はフェニックス奨学生に不採用となった者であ

って，納付すべき入学料を納付しないもの 

(2) 所定の在学年限に達して，なお卒業の認定を得られない者 

(3) 授業料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない者 

第 8章 卒業及び学位の授与 

(卒業の要件) 

第 44条 第 4条に規定する修業年限以上在学し，かつ，所定の授業科目を履修

し，各学部において定める卒業の要件として修得すべき単位数(124 単位以

上。医学部医学科及び歯学部歯学科にあっては 188単位以上，薬学部薬学科に

あっては 186単位以上(将来の薬剤師としての実務に必要な薬学に関する臨床

に係る実践的な能力を培うことを目的として大学の附属病院その他の病院及

び薬局で行う実習に係る 20単位以上を含む。))を修得した者には，当該学部

の教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

2 前項の規定による卒業の要件として修得すべき単位数のうち，第 19条の 2第

2項の授業の方法により修得することができる単位数は次のとおりとする。 

(1) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位(医学部医学科及び歯学部

歯学科にあっては 188単位，薬学部薬学科にあっては 186単位。以下同

じ。)の場合は，60単位を超えないものとする。 

(2) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位を超える場合は，第 19条

の 2第 1項の授業の方法によって 64単位(医学部医学科及び歯学部歯学科に

あっては 128単位，薬学部薬学科にあっては 126単位)以上の修得がなされ

ていれば，60単位を超えることができる。 

(早期卒業) 
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第 45条 本学の学生(医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科に在学する

学生を除く。)で当該学部に 3年以上在学したもの(これに準ずるものとして文

部科学大臣の定めるものを含む。)が，卒業の要件として修得すべき単位を優

秀な成績をもって修得したと認められ，かつ，当該学部において学校教育法

施行規則(昭和 22年文部省令第 11号)第 147条に定める要件を満たしている場

合には，第 4条の規定にかかわらず当該学部の教授会の議を経て，学長が卒

業を認定することができる。 

(卒業証書及び学位の授与) 

第 46条 卒業の認定を受けた者には，学長が卒業証書及び学士の学位を授与す

る。 

2 学士の学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

第 9章 授業料 

(授業料) 

第 47条 授業料の年額は，535,800 円(夜間主コースにあっては 267,900円)と

する。ただし，第 22条により長期履修を認められた者については，長期履修

を認められた時点における残りの修業年限に相当する年数に授業料の年額を

乗じて得た額を当該長期履修の期間の年数で除した額(その額に 10円未満の端

数があるときは，これを切り上げた額)とする。 

2 前項に定める授業料は，前期及び後期に区分し，各期ごとに年額の 2分の 1

に相当する額を納付するものとし，前期にあっては 4月，後期にあっては 10

月に納付しなければならない。 

3 前項の規定にかかわらず，前期に係る授業料を納付するときに，当該年度の

後期に係る授業料を併せて納付することができる。 

4 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，前 2項の規定に

かかわらず，入学を許可されるときに納付することができる。 

5 第 2項及び前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者は，当該各号に掲

げる日までに授業料を納付しなければならない。 

(1) 特別の事情により期の中途において入学，復学，転学，編入学又は再入

学した者 月割計算によるその期の額をそれぞれの許可日の属する月の末

日 

(2) 学年の中途で卒業する者 月割計算によるその期の額を，第 2項に定め

る各期の納付期日 

(3) 月割分納を許可された者 その月の末日。ただし，末日が休業期間中に

ある場合は，当該休業期間の開始する日の前日 

(4) 免除，徴収猶予及び月割分納の許可を取り消され，又は猶予期間満了の

者 許可の取消し，又は猶予期間満了の日の属する月の末日 
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6 前項各号に定める月割の計算による額は，第 1項に定める授業料の年額の 12

分の 1に相当する額(その額に 10円未満の端数があるときは，これを切り上げ

た額)とする。 

7 既に長期履修を認められている者が長期履修の期間を短縮することを認めら

れたときは，当該短縮後の期間に応じて第 1項ただし書の規定により定めら

れた授業料に当該者が在学した期間の年数(その期間に 1年に満たない端数が

あるときは，これを切り上げた年数。以下同じ。)を乗じて得た額から当該者

が在学した期間(学年の中途にあっては，当該学年の終了までの期間とする。

以下同じ。)に納付すべき授業料の総額を控除した額を，長期履修の期間の短

縮を認められた時に納付するものとする。ただし，当該短縮後の期間が修業

年限に相当する期間のときは，第 1項本文に定める授業料に当該者が在学し

た期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき授業料

の総額を控除した額を納付するものとする。 

8 所定の期日までに授業料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等

に督促する。 

(授業料の免除及び徴収猶予) 

第 48条 経済的理由により納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる学

生又は特別の事情により授業料の納付が著しく困難であると認められる学生

に対しては，授業料の全額若しくは半額を免除し，又はその徴収を猶予し，

若しくは月割分納を許可することができる。 

2 前項に定めるもののほか，フェニックス奨学生に対しては，授業料の全額を

免除することができる。 

3 前 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨

学生に対しては，授業料の全額を免除することができる。 

4 前 3項に定めるもののほか，授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項

は，別に定める。 

(休学者の授業料) 

第 49条 休学中は，授業料を免除する。 

(退学者等の授業料) 

第 50条 退学又は懲戒退学の者もその期の授業料は，納付しなければならな

い。 

2 停学を命ぜられた者は，その期間中も授業料を納付しなければならない。 

(授業料の返還) 

第 51条 既納の授業料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，授業料を納付した者が次の各号のいずれかに該当

するときは，納付した者(第 4号にあっては父母等)の申出により，当該各号に

規定する授業料に相当する額を返還する。 
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(1) 入学の時期までに入学を辞退したとき 授業料の全額 

(2) 休学を許可されたとき その許可された期間の授業料に相当する額 

(3) 9 月 30日以前に退学を許可されたとき 後期分の授業料に相当する額 

(4) 死亡したとき 死亡した日の属する月の翌月以降の授業料に相当する額 

第 10章 研究生，科目等履修生，短期国際交流学生及び外国人特別学生

等 

(研究生) 

第 52条 本学の学生以外の者で，本学において特定の事項について研究するこ

とを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の

上，研究生として入学を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 52条の 2 本学の学生以外の者で，本学において一又は複数の授業科目を履

修することを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限

り，選考の上，科目等履修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

(短期国際交流学生) 

第 52条の 3 外国の大学等の学生で，外国の大学等の教育課程の一環として，

本学が実施する研修を受けることを志願するものがあるときは，教育研究に

支障のない場合に限り，選考の上，短期国際交流学生として入学を許可する

ことができる。 

2 外国の大学等とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。) 

(2) 外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に

指定するもの 

(3) 国際連合大学(国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定

の実施に伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1

972 年 12月 11日の国際連合総会決議に基づき設立されたものをいう。) 

3 短期国際交流学生に関し必要な事項は，別に定める。 

(外国人特別学生) 

第 53条 第 13条，第 14条及び第 18条の規定によらないで入学を志願する外国

人は，外国人特別学生として選考の上，入学を許可することができる。 

(履修証明プログラム) 

第 53条の 2 本学の教育研究上の資源を活かし，社会人等への学習の機会を積

極的に提供するため，本学に学校教育法第 105条に規定する特別の課程として

履修証明プログラムを開設することができる。 
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2 履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(公開講座) 

第 54条 本学の教育研究を広く社会に開放し，地域住民への学習の機会を積極

的に提供するため，本学に公開講座を開設することができる。 

2 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。 

第 11章 厚生施設等 

(厚生施設) 

第 55条 本学に，学生宿舎その他の厚生施設を設ける。 

2 前項の施設に関し必要な事項は，別に定める。 

(雑則) 

第 56条 学部長は，学部細則を改正したときは，学長に報告するものとする。 

2 この通則に定めるもののほか，学部の学生の修学に関し必要な事項は，別に

定める。 

附 則 

1 この通則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 法学部夜間主コース及び学部の収容定員並びに全学部の収容定員は，別表の

規定にかかわらず，平成 16年度から平成 18年度までにあっては，次の表のと

おりとする。 

学部名 学科等名 収容定員 

平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 

法学部 法学科夜間主コース 270 240 210 

計 850 820 790 

総 計 9,840 9,790 9,760 

3 経済学部夜間主コース及び学部の収容定員，生物生産学部の収容定員並びに

全学部の収容定員は，別表の規定にかかわらず，平成 16年度にあっては，次

の表のとおりとする。 

学部名 学科等名 収容定員 

経済学部 経済学科夜間主コース 270 

計 890 

生物生産学部 生物生産学科 390 

計 390 

総  計 9,840 

4 平成 15年度以前に入学した学生の教育課程及び卒業要件等については，この

通則の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

5 平成 16年 4月 1日以降において在学者の属する年次に編入学，学士入学，転

入学又は再入学する者の教育課程における旧広島大学通則(昭和 26年 10月 1
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日制定。以下「旧規程」という。)については，この通則の施行後もなおその

効力を有する。 

6 この通則の施行の際旧規程附則により存続するものとされた学部，学科及び

課程については，なお存続するものとする。 

7 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別

表の規定にかかわらず，令和 2年度から令和 8年度までにあっては，次の表の

とおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 

令和 2年度 118 238 2,336 718 1,198 9,922 

令和 3年度 118 238 2,336 716 1,196 9,930 

令和 4年度       701 1,181 9,915 

令和 5年度       686 1,166 9,900 

令和 6年度       671 1,151 9,885 

令和 7年度       656 1,136 9,870 

令和 8年度       643 1,123 9,857 

8 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別

表の規定にかかわらず，令和 4年度から令和 9年度までにあっては，次の表の

とおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 

令和 4年度 118 238 2,336 714 1,194 9,928 

令和 5年度       699 1,179 9,913 

令和 6年度       684 1,164 9,898 

令和 7年度       669 1,149 9,883 

令和 8年度       656 1,136 9,870 

令和 9年度       643 1,123 9,857 

 

(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

2 医学部の医学科及び学部の入学定員並びに全学部の入学定員並びに教育学部

の第一類(学校教育系)及び学部の収容定員，医学部の医学科及び学部の収容定

員，情報科学部の情報科学科及び学部の収容定員並びに全学部の収容定員

は，この規則による改正後の広島大学通則別表の規定にかかわらず，令和 5

年度から令和 10年度までにあっては，次の表のとおりとする。 
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学部名 学科等名 入学定

員 
収容定員 

令和 5

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 9

年度 

令和 10

年度 

教育学

部 

第一類(学校

教育系) 
  608 588 568       

計   1,760 1,740 1,720       

医学部 医学科 118 712 697 682 669 656 643 

計 238 1,192 1,177 1,162 1,149 1,136 1,123 

情報科

学部 

情報科学科   400 470 540       

計   400 470 540       

総 計 2,386 9,976 10,011 10,046 10,083 10,070 10,057 

別表(第 3条関係) 

収容定員 

学部名 学科等名 入学定

員 

編入学定

員 

収容定

員 

総合科学部 総合科学科 120   480 

国際共創学科 40   160 

計 160   640 

文学部 人文学科 130 10 540 

計 130 10 540 

教育学部 第一類(学校教育系) 137   548 

第二類(科学文化教育系) 82   328 

第三類(言語文化教育系) 73   292 

第四類(生涯活動教育系) 81   324 

第五類(人間形成基礎系) 52   208 

計 425   1,700 

法学部 法学科 昼間コース 140 10 580 

夜間主コース 30 10 140 

計 170 20 720 

経済学部 経済学科 昼間コース 150 5 610 

夜間主コース 45 5 190 

計 195 10 800 

理学部           

数学科 47   10 188 

物理学科 66 264 
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化学科 59 236 

生物科学科 34 136 

地球惑星システム学科 24 96 

          

計 230 10 940 

医学部 医学科 105   630 

保健学科 120 
 

480 

計 225 
 

1,110 

歯学部 歯学科 53 
 

318 

口腔健康科学科 40   160 

計 93 
 

478 

薬学部 薬学科 38   228 

薬科学科 22   88 

計 60   316 

工学部           

第一類(機械・輸送・材料・エネルギ

ー系) 

150   5 610 

第二類(電気電子・システム情報系) 90   3 366 

第三類(応用化学・生物工学・化学工

学系) 

115 
  4 

468 

第四類(建設・環境系) 90   3 366 

          

計 445 15 1,810 

生物生産学

部 

生物生産学科 90 10 380 

計 90 10 380 

情報科学部 
情報科学科 150 5 610 

計 150 5 610 

総   計 2,373 80 10,044 
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○広島大学大学院規則 

(平成 20年 1月 15日規則第 2号) 

(平成 16年 4月 1日規則第 3号) 

 (全部改正) 

 広島大学大学院規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 13条) 

第 2章 入学(第 14条－第 24条) 

第 3章 教育課程(第 25条－第 36条) 

第 4章 休学，退学及び転学(第 37条－第 39条) 

第 5章 賞罰及び除籍(第 40条－第 42条) 

第 6章 課程の修了及び学位の授与(第 43条－第 48条) 

第 7章 授業料(第 49条) 

第 8章 特別研究学生(第 50条－第 52条) 

第 9章 研究生及び科目等履修生等(第 53条－第 54条の 4) 

第 10章 教員組織(第 55条) 

第 11章 国際連携専攻(第 55条の 2－第 55条の 6) 

第 12章 雑則(第 56条・第 57条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 18条の規

定に基づき，広島大学大学院(以下「本学大学院」という。)の学生の修学に関

し必要な事項を定めるものとする。 

(本学大学院の目的) 

第 2条 本学大学院は，広島大学の理念に立脚し，学術の基盤的研究を推進して

その深奥を究めるとともに諸学問の総合的研究及び先端的研究を推進して新

しい学問を切り開くこと並びにこれらを通じて高度の研究・応用能力と豊か

な学識を有する研究者及び高度専門職業人を養成することにより，世界の学

術文化の進展と人類の福祉の向上に寄与することを目的とする。 

(本学大学院の課程) 

第 3条 本学大学院に，修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

2 博士課程(医系科学研究科医歯薬学専攻を除く。)は，前期の課程(以下「博士

課程前期」という。)及び後期の課程(以下「博士課程後期」という。)に区分

する。 
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3 博士課程前期は，修士課程として取り扱うものとする。 

4 専門職学位課程は，人間社会科学研究科教職開発専攻を教職大学院の課程と

して取り扱い，人間社会科学研究科実務法学専攻を法科大学院の課程として

取り扱うものとする。 

5 第 2項の規定にかかわらず，教育研究上必要がある場合においては，博士課

程後期のみの博士課程を置くことができる。 

(課程及び専攻等) 

第 4条 本学大学院の各研究科に課程及び専攻を，研究科等連係課程実施基本組

織に課程を次のとおり置く。 

人間社会科学研究科(博士課程) 

 人文社会科学専攻 

 教育科学専攻 

 教職開発専攻(専門職学位課程) 

 実務法学専攻(専門職学位課程) 

 広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻(修士課程) 

先進理工系科学研究科(博士課程) 

 先進理工系科学専攻 

 広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻(修士課

程) 

統合生命科学研究科(博士課程) 

 統合生命科学専攻 

医系科学研究科(博士課程) 

 医歯薬学専攻 

 総合健康科学専攻 

スマートソサイエティ実践科学研究院(博士課程) 

2 前項の人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリ

ティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携

サステイナビリティ学専攻は，大学院設置基準(昭和 49年文部省令第 28号)第

35条に規定する国際連携専攻(以下「国際連携専攻」という。)とする。 

(収容定員) 

第 5条 本学大学院の収容定員は，別表のとおりとする。 

(修士課程及び博士課程前期の標準修業年限) 

第 6条 修士課程及び博士課程前期の標準修業年限は，2年とする。ただし，教

育研究上の必要があると認められる場合は，研究科又は研究科等連係課程実

施基本組織(以下「研究科等」という。)の定めるところにより，研究科等，専

攻又は学生の履修上の区分に応じ，標準修業年限は，2年を超えるものとする

ことができる。 
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2 前項の規定にかかわらず，主として実務の経験を有する者に対して教育を行

う場合であって，教育研究上の必要があり，かつ，昼間と併せて夜間その他

特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により

教育上支障を生じないときは，研究科等の定めるところにより，研究科等，

専攻又は学生の履修上の区分に応じ，標準修業年限を 1年以上 2年未満の期間

とすることができる。 

(博士課程後期の標準修業年限) 

第 7条 博士課程後期の標準修業年限は，3年とする。 

(医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限) 

第 8条 医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限は，4年とする。 

(専門職学位課程の標準修業年限) 

第 9条 人間社会科学研究科教職開発専攻の標準修業年限は 2年，人間社会科学

研究科実務法学専攻の標準修業年限は 3年とする。 

(在学年限) 

第 10条 本学大学院における同一研究科等に在学し得る年限は，修士課程若し

くは博士課程前期又は人間社会科学研究科教職開発専攻は 4年(2年以外の標

準修業年限を定める研究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当

該標準修業年限の 2倍の年数)，博士課程後期及び人間社会科学研究科実務法

学専攻は 6年，医系科学研究科医歯薬学専攻は 8年とする。 

(学年) 

第 11条 学年は，4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わる。 

(学期) 

第 12条 学年は，前期及び後期の 2期に分け，前期を 4月 1日から 9月 30日ま

で，後期を 10月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

2 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

3 前期の前半を第 1ターム，後半を第 2ターム，後期の前半を第 3ターム，後

半を第 4タームとする。 

(休業日) 

第 13条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日(人間社会科学研究科人文社会科学専攻マネジメントプ

ログラムにあっては日曜日及び月曜日) 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

(3) 春季休業 4月 1日から 4月 7日まで 

(4) 夏季休業 8月 11日から 9月 30日まで 

(5) 冬季休業 12月 26日から翌年 1月 5日まで 

2 学長は，特別の事情があるときは，前項第 3号から第 5号までの休業日を変

更することができる。 
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3 臨時の休業日は，その都度別に定める。 

4 特別の事情があるときは，前 3項に定める休業日に授業を実施することがで

きる。 

第 2章 入学 

(入学の時期) 

第 14条 入学の時期は，学年の始めとする。 

2 前項の規定にかかわらず，学期の始めに入学させることができる。 

(入学資格) 

第 15条 修士課程若しくは博士課程前期又は専門職学位課程に入学することの

できる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法(昭和 22年法律第 26号。以下「法」という。)第 104条第 7

項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士の学位

を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育に

おける 16年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして

当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部

科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，

当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又

はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)にお

いて，修業年限が 3年以上である課程を修了すること(当該外国の学校が行

う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課

程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含

む。)により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程(修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大

臣が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するもの

を文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 法第 102条第 2項の規定により大学院に入学した者であって，その後に

入学させる本学大学院において，大学院における教育を受けるにふさわし

い学力があると認めたもの 
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(10) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と

同等以上の学力があると認めた者であって，22歳に達したもの 

(11) 大学に 3年以上在学した者(これに準ずる者として文部科学大臣が定め

る者を含む。)であって，本学大学院が定める単位を優秀な成績で修得した

と認めるもの 

第 16条 博士課程後期に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

(1) 修士の学位又は専門職学位(法第 104条第 1項の規定に基づき学位規則

(昭和 28年文部省令第 9号)第 5条の 2に規定する専門職学位をいう。以下

同じ。)を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された

者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，

修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学

校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別

に指定するものの当該課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当す

る学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う

特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12月 1

1日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合

大学」という。)の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された

者 

(6) 外国の学校，第 4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課

程を履修し，大学院設置基準第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当す

るものに合格し，修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めら

れた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門

職学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者であって，24歳に達

したもの 

第 17条 医系科学研究科医歯薬学専攻に入学することのできる者は，次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学の医学，歯学，薬学又は獣医学の学部において医学，歯学又は修業

年限 6年の薬学若しくは獣医学を履修してこれらの学部を卒業した者 

(2) 法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機

構から学士の学位(専攻分野が医学，歯学又は獣医学)を授与された者 
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(3) 外国において，学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医学，歯

学，薬学又は獣医学)を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該外国の学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医

学，歯学，薬学又は獣医学)を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育に

おける 18年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了し

たとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度にお

いて位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，

当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又

はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)にお

いて，修業年限が 5年以上である課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又

は獣医学)を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授業科

目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該

外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定

を受けたものにおいて課程を修了することを含む。)により，学士の学位に

相当する学位を授与された者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 法第 102条第 2項の規定により大学院(医学，歯学，薬学又は獣医学を履

修する課程に限る。)に入学した者であって，その後に入学させる本学大学

院において，大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認め

たもの 

(9) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と

同等以上の学力があると認めた者であって，24歳に達したもの 

(10) 大学の医学，歯学若しくは獣医学を履修する課程又は薬学を履修する課

程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするものに 4

年以上在学した者(これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含

む。)であって，本学大学院が定める単位を優秀な成績で修得したと認める

もの 

(入学出願手続) 

第 18条 本学大学院に入学を志願する者は，所定の期間内に，検定料 30,000 円

を納付の上，別に定める書類(以下「出願書類」という。)を本学大学院に提出

しなければならない。 

2 人間社会科学研究科実務法学専攻における第 19条に規定する入学試験におい

て，出願書類等による選抜(以下「第 1段階目の選抜」という。)を行い，その
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合格者に限り学力検査その他による選抜(以下「第 2段階目の選抜」という。)

を行う場合の検定料の額は，前項の規定にかかわらず，第 1段階目の選抜に

係る額は 7,000 円とし，第 2段階目の選抜に係る額は 23,000円とする。 

3 第 1項の規定は，第 39条第 1項の規定により入学を志願する場合について準

用する。 

(検定料の免除) 

第 18条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，検定料を免

除することができる。 

2 前条の規定にかかわらず，本学をホーム大学(学生が入学手続をする大学をい

う。以下同じ。)として人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携

サステイナビリティ学専攻又は先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィ

ヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻に入学を志願する者には，検定料

を免除する。 

3 第 1項に定めるもののほか，検定料の免除に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(入学試験) 

第 19条 入学志願者に対しては，入学試験を行う。 

2 前項の入学試験については，別に定める。 

(合格者の決定) 

第 20条 入学を許可すべき者は，研究科等の教授会の議を経て，学長が決定す

る。 

(入学手続) 

第 21条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに，別に定める書

類(以下「入学手続書類」という。)を提出するとともに，入学料 282,000円を

納付しなければならない。 

(入学料の免除，徴収猶予及び不徴収) 

第 22条 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，入学料の全額若

しくは半額を免除し，若しくはその徴収を猶予し，又は入学料を徴収しない

こととすることができる。 

2 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学フェニックス奨学制度による

奨学生には，入学料の全額を免除することができる。 

3 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨学

生には，入学料の全額を免除することができる。 

4 前条の規定にかかわらず，人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際

連携サステイナビリティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプ

ツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻の学生のうち，本学をホーム

大学とする学生には，入学料の全額を免除する。 
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5 第 1項から第 3項までに定めるもののほか，入学料の免除，徴収猶予及び不

徴収に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学許可) 

第 23条 学長は，第 21条の入学手続を完了した者(入学料の免除又は徴収猶予

の許可申請中の者を含む。)に入学を許可する。 

(検定料及び入学料の返還) 

第 24条 既納の検定料及び入学料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，納付した

者の申出により，当該各号に規定する額を返還する。 

(1) 人間社会科学研究科実務法学専攻における第 19条に規定する入学試験に

おいて，第 1段階目の選抜を行い，第 2段階目の選抜を行う場合に，検定

料を納付した者が第 1段階目の選抜で不合格となったとき 23,000 円 

(2) 検定料を納付した者が出願書類を提出しなかったとき その検定料相当

額 

(3) 入学料を納付した者が入学手続書類を提出しなかったとき その入学料

相当額 

第 3章 教育課程 

(教育課程の編成及び履修方法等) 

第 25条 本学大学院の教育課程は，教育研究上の目的を達成するために必要な

授業科目を開設し，体系的に編成するものとする。 

2 授業科目は，研究科等の学生が共通に履修する授業科目(次項において「大学

院共通科目」という。)及び本学大学院研究科等の授業科目に区分する。 

3 大学院共通科目に関し必要な事項は，別に定める。 

4 本学大学院研究科等の授業科目及びその履修方法は，研究科細則又は研究科

等連係課程実施基本組織細則(以下「研究科等細則」という。)において定め

る。 

5 第 2項に定めるもののほか，本学大学院の授業科目のうち，全ての研究科等

の学生がスキル向上を目的として履修できる授業科目(次条に定める卓越大学

院プログラム又は第 25条の 3に定める博士課程リーダー育成プログラムを履

修する学生に限り履修できるものを除く。)については，別に定める。 

6 広い視野と社会への関心や問題意識の涵養，特定の分野に関する高度な専門

的知識等の蓄積により，新たな価値を創造し，社会を先導できる力を備えた

人材の育成に資することを目的として，本学大学院に特定プログラムを開設

する。 

7 特定プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(卓越大学院プログラム) 
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第 25条の 2 新たな知の創造と活用を主導し，時代を牽引する価値を創造する

とともに，社会的課題の解決に挑戦して，社会にイノベーションをもたらす

ことができる博士人材，高度な知のプロフェッショナルを育成することを目

的として，卓越大学院プログラムを開設する。 

2 卓越大学院プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(博士課程リーダー育成プログラム) 

第 25条の 3 独創的に課題に挑み，幅広い知識をもとに物事の本質を見抜く力

等を備えたリーダーを育成するため，従来の学問分野・研究領域の枠組みを

超えた学位プログラムとして，博士課程リーダー育成プログラムを開設す

る。 

2 博士課程リーダー育成プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法及び単位数の計算の基準) 

第 26条 本学大学院の授業の方法については通則第 19条の 2の規定を，単位数

の計算の基準については通則第 19条の 3の規定を準用する。 

(研究指導) 

第 27条 本学大学院の学生(専門職学位課程の学生を除く。)は，その在学期間

中に，それぞれの専攻又は研究科等連係課程実施基本組織において定められ

た授業科目を履修し，修了に必要な単位を修得し，かつ，学位論文の作成等

に対する指導(以下「研究指導」という。)を受けなければならない。ただし，

第 16条第 2号から第 8号までの規定により，大学院への入学資格に関し修士

の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者

が，博士課程後期に入学した場合の授業科目の履修及び単位の修得について

は，この限りでない。 

2 研究科等は，教育上有益と認めるときは，あらかじめ他の大学院若しくは研

究所等又は外国の大学院等と協議の上，学生(専門職学位課程の学生を除く。)

が，当該他の大学院若しくは研究所等において，又は休学することなく当該

外国の大学院等に留学し，必要な研究指導(第 55条の 2に規定する国際連携教

育課程を編成する専攻の学生が当該国際連携教育課程を編成する大学院にお

いて受けるものを除く。以下この項において同じ。)を受けることを認めるこ

とができる。ただし，修士課程及び博士課程前期の学生について認める場合

は，当該研究指導を受ける期間は，1年を超えないものとする。 

(教育方法の特例) 

第 28条 本学大学院の課程においては，教育上特別の必要があると認められる

場合は，夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等

の適当な方法により教育を行うことができる。 

(単位の授与) 
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第 29条 単位の授与については，通則第 19条の 4の規定を準用する。この場合

において，「及び出席状況」とあるのは，「又は研究報告」と読み替えるも

のとする。 

(授業科目の成績評価) 

第 30条 授業科目の成績の評価は，秀，優，良，可及び不可の 5段階とし，

秀，優，良及び可を合格，不可を不合格とする。 

(履修科目の登録の上限) 

第 31条 専門職学位課程の学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修する

ため，修了の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が 1年間又

は 1学期に履修科目として登録することのできる単位数の上限は，人間社会

科学研究科の定めるところによる。 

第 31条の 2 研究科等は，博士課程前期の学生が各年次にわたって適切に授業

科目を履修するため，修了の要件として学生が修得すべき単位数について，

学生が 1年間又は 1学期に履修科目として登録することのできる単位数の上限

を定めることができる。 

2 研究科等は，所定の単位を優れた成績をもって修得した博士課程前期の学生

については，次学期に単位数の上限を超えて履修科目の登録を認めることが

できる。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

第 32条 学生が，職業を有している等の事情により，標準修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する

旨を申し出たときは，当該研究科等において支障のない場合に限り，その計

画的な履修(以下「長期履修」という。)を認めることができる。 

2 長期履修の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 33条 教員の免許状授与の所要資格の取得については，通則第 24条の規定を

準用する。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 34条 本学大学院は，授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための

組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

(学生交流及び留学等) 

第 35条 研究科等が教育上有益と認めるときは，他の大学院(外国の大学院及び

国際連合大学を含む。)の教育課程において履修した授業科目について修得し

た単位を，当該研究科等の教授会の議を経て，15単位(人間社会科学研究科教

職開発専攻にあっては修了要件として定める単位数の 2分の 1を超えない範囲

とする。人間社会科学研究科実務法学専攻にあっては 30単位とする。ただ

し，93単位を超える単位の修得を人間社会科学研究科実務法学専攻の修了の
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要件とする場合は，その超える部分の単位数に限り 30単位を超えて修得した

ものとみなすことができる。)を超えない範囲で本学大学院における授業科目

の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定は，学生(人間社会科学研究科教職開発専攻の学生を除く。)が，

外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場

合について準用する。 

3 前 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，合わせて

15単位(人間社会科学研究科教職開発専攻にあっては，修了要件として定める

単位数の 2分の 1を超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学専攻に

あっては，30単位(第 1項ただし書の規定により 30単位を超えて修得したも

のとみなす単位数を除く。)とする。)を超えないものとする。 

4 学生交流及び留学に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 36条 研究科等が教育上有益と認めるときは，本学大学院に入学する前に大

学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。) の教育課程において履修した

授業科目について修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)

を，本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，転学の場合

を除き，本学大学院において修得した単位(科目等履修生として修得した単位

を含む。)以外のものについては，15単位(人間社会科学研究科教職開発専攻

にあっては，前条第 1項及び第 44条の 2第 2項の規定により修得したものと

みなすことができる単位数と合わせて修了要件として定める単位数の 2分の 1

を超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学専攻にあっては，前条

第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数と合

わせて 30単位(前条第 1項ただし書の規定により 30単位を超えて修得したも

のとみなす単位数を除く。)とする(ただし，認定連携法曹基礎課程(人間社会

科学研究科実務法学専攻以外の法科大学院のみと認定法曹養成連携協定を締

結している大学の課程を含む。第 45条第 4項において同じ。)を修了して人間

社会科学研究科実務法学専攻に入学した者又はこれらの者と同等の学識を有

すると人間社会科学研究科が認める者がその入学前に人間社会科学研究科実

務法学専攻以外の認定連携法科大学院において履修した授業科目について修

得した単位については，前条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみ

なすことができる単位数と合わせて 46単位(前条第 1項ただし書の規定により

30単位を超えて修得したものとみなす単位数を除く。)とする。)。)を超えな

いものとする。 

87



3 前条及び前項の規定に基づき本学大学院(人間社会科学研究科の教職開発専攻

及び実務法学専攻を除く。)において修得したものとみなすことができる単位

数は，合わせて 20単位を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 4章 休学，退学及び転学 

(休学) 

第 37条 休学については，通則第 32条から第 34条までの規定を準用する。 

(退学) 

第 38条 退学については，通則第 35条の規定を準用する。 

(転学) 

第 39条 他の大学院及び国際連合大学の課程から転学を志願する者について

は，各学期の始めに限り，試験の上，許可することがある。 

2 本学大学院の学生が他の大学院に転学しようとするときは，所定の手続を経

て，願い出なければならない。 

第 5章 賞罰及び除籍 

(表彰) 

第 40条 表彰については，通則第 39条の規定を準用する。 

(懲戒) 

第 41条 懲戒については，通則第 40条から第 42条までの規定を準用する。 

(除籍) 

第 42条 除籍については，通則第 43条の規定を準用する。 

第 6章 課程の修了及び学位の授与 

(修了要件) 

第 43条 修士課程及び博士課程前期の修了の要件は，大学院に 2年(2年以外の

標準修業年限を定める研究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，

当該標準修業年限)以上在学し，30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導

を受けた上，修士論文を在学期間中に提出してその審査及び最終試験に合格

することとする。ただし，在学期間に関しては，当該研究科等の教授会の議

を経て研究科等の長が優れた業績を上げたと認める者については，大学院に 1

年以上在学すれば足りるものとする。 

2 前項の場合において，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長がその

修士課程及び博士課程前期の目的に応じ適当と認めるときは，特定の課題に

ついての研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる。 

3 博士課程前期については，当該博士課程の目的を達成するために必要と認め

られる場合には，前 2項に規定する修士論文又は特定の課題についての研究

の成果の審査及び試験に合格することに代えて，当該研究科等が行う次に掲

げる試験及び審査に合格することとすることができる。 
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(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連

する分野の基礎的素養であって当該博士課程前期において修得し，又は涵

養すべきものについての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該

博士課程前期において修得すべきものについての審査 

第 44条 博士課程の修了の要件は，大学院に 5年(修士課程に 2年以上在学し，

当該課程を修了した者にあっては，当該課程における 2年の在学期間を含

む。医系科学研究科医歯薬学専攻においては 4年)以上在学し，30単位以上を

修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文を提出してその審査及

び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，当該研究

科等の教授会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げたと認める者

については，大学院に 3年(医系科学研究科医歯薬学専攻以外の博士課程の学

生で修士課程に 2年以上在学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課

程における 2年の在学期間を含む。)以上在学すれば足りるものとする。 

2 標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課程を修了した者及び前条第 1

項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士課程

(医系科学研究科医歯薬学専攻を除く。)の修了の要件は，大学院に修士課程に

おける在学期間に 3年を加えた期間以上在学し，30単位以上を修得し，か

つ，必要な研究指導を受けた上，博士論文を提出してその審査及び最終試験

に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，当該研究科等の教授

会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げたと認める者について

は，大学院に 3年(修士課程における在学期間を含む。)以上在学すれば足りる

ものとする。 

3 前 2項の規定にかかわらず，第 16条第 2号から第 8号までの規定により，大

学院への入学資格に関し修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の

学力があると認められた者が，博士課程後期に入学した場合の博士課程の修

了の要件は，大学院に 3年以上在学し，当該研究科等に定めがあるときはそ

の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文を提出してそ

の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，

当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げたと

認める者については，大学院に 1年以上在学すれば足りるものとする。 

第 44条の 2 人間社会科学研究科教職開発専攻の修了の要件は，2年以上在学

し，かつ，45単位以上(高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係

る実践的な能力を培うことを目的として小学校等(専門職大学院設置基準(平成

15年 3月 31日文部科学省令第 16号)第 26条第 1項に規定する小学校等をい

う。以下同じ。)その他の関係機関で行う実習に係る 10単位以上を含む。)で

人間社会科学研究科が定める単位以上を修得することとする。 
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2 人間社会科学研究科が教育上有益と認めるときは，当該専攻に入学する前の

小学校等の教員としての実務の経験を有する者について，10単位を超えない

範囲で，前項に規定する実習により修得する単位の全部又は一部を免除する

ことができる。 

3 第 1項の規定にかかわらず第 36条第 2項の規定により当該専攻に入学する前

に修得した単位(法 102条第 1項の規定により入学資格を有した後，修得した

ものに限る。)を当該専攻において修得したものとみなす場合であって，当該

単位の修得により教育課程の一部を修得したと認めるときは，当該単位数，

その修得に要した期間その他を勘案して 1年を超えない範囲で人間社会科学

研究科が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし，この場合

においても，当該専攻に 1年以上在学するものとする。 

第 45条 人間社会科学研究科実務法学専攻の修了の要件は，3年以上在学し，

かつ，93単位以上で人間社会科学研究科が定める単位以上を修得することと

する。ただし，在学期間に関しては，入学前の既修得単位(法第 102条第 1項

の規定により入学資格を有した後，修得したものに限る。)について認定され

た者については 1年を超えない範囲で当該単位の数に相当する期間在学期間

を短縮することができるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず人間社会科学研究科実務法学専攻において必要とさ

れる法律学の基礎的な学識を有すると認められる者(以下「法学既修者」とい

う。)については，30単位を超えない範囲の単位を修得したものとみなし，1

年を超えない範囲で当該単位の数に相当する期間在学期間を短縮することが

できるものとする。ただし，93単位を超える単位の修得を修了の要件とする

場合は，その超える部分の単位数に限り 30単位を超えて修得したものとみな

すことができる。 

3 前項の規定により法学既修者について修得したものとみなすことができる単

位数(前項ただし書の規定により 30単位を超えて修得したものとみなす単位を

除く。)は，第 35条第 1項及び第 2項並びに第 36条第 1項の規定により修得

したものとみなすことができる単位数と合わせて 30単位(第 35条第 1項ただ

し書の規定により 30単位を超えて修得したものとみなす単位数を除く。)を超

えないものとする。 

4 認定連携法曹基礎課程を修了して人間社会科学研究科実務法学専攻に入学し

た者又はこれらの者と同等の学識を有すると人間社会科学研究科が認める者

に関する第 2項及び前項の規定の適用については，第 2項中「30単位」とあ

るのは「46単位」と，前項中「前項ただし書の規定により 30単位」とあるの

は「前項ただし書の規定により 46単位」と，「合わせて 30単位」とあるのは

「合わせて 46単位」とする。 

(大学院における在学期間の短縮) 
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第 45条の 2 研究科等は，第 36条第 1項の規定により本学大学院に入学する前

に修得した単位(法第 102条第 1項の規定により入学資格を有した後，修得し

たものに限る。)を本学大学院における授業科目の履修により修得したものと

みなす場合であって，当該単位の修得により本学大学院の修士課程又は博士

課程(博士課程後期を除く。)の教育課程の一部を履修したと認めるときは，当

該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して 1年を超えない範囲で当

該研究科等が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし，この

場合においても，修士課程については，当該課程に少なくとも 1年以上在学

するものとする。 

2 前項の規定は，修士課程を修了した者の第 44条第 1項及び第 2項に規定する

博士課程における在学期間(同条第 1項及び第 2項の規定により博士課程にお

ける在学期間に含む修士課程における在学期間を除く。)については，適用し

ない。 

(学位の授与) 

第 46条 学長は，本学大学院を修了した者に，修士若しくは博士の学位又は専

門職学位を授与する。 

2 博士の学位は，本学大学院の博士課程を経ない者であっても学位論文を提出

してその審査に合格し，かつ，試問に合格したときにも授与する。 

3 修士及び博士の学位並びに専門職学位の授与に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(学位論文，最終試験) 

第 47条 第 43条及び第 44条の最終試験は，学位論文を中心として，これに関

連ある科目について行うものとする。 

第 48条 学位論文及び最終試験の合格又は不合格は，当該研究科等の教授会の

審査を経て，研究科等の長が決定する。 

2 審査決定の方法は，研究科等が定める。 

第 7章 授業料 

(授業料) 

第 49条 授業料の年額は，535,800 円(人間社会科学研究科実務法学専攻にあっ

ては 804,000 円)とする。ただし，第 32条により長期履修を認められた者につ

いては，長期履修を認められた時点における残りの標準修業年限に相当する

年数に授業料の年額を乗じて得た額を当該長期履修の期間の年数で除した額

(その額に 10円未満の端数があるときは，これを切り上げた額)とする。 

2 成績優秀学生に対しては，後期分の授業料の全額を免除することができる。 

3 授業料を納付した者が成績優秀学生として授業料免除対象者となったとき

は，納付した者の申出により，後期分の授業料に相当する額を返還する。 
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4 第 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学入学前奨学制度による奨学

生に対しては，授業料の全額を免除することができる。 

5 第 2項及び前項に定めるもののほか，別に定める広島大学大学院リサーチフ

ェローシップ制度のリサーチフェローに対しては授業料の全額を，広島大学

大学院リサーチフェローシップ規則(令和 3年 6月 9日規則第 35号)第 4条の

表に掲げるリサーチフェローシップの分野の学生で，同表に掲げる専攻の博

士課程前期の学生のうち成績優秀なものに対しては各期の授業料の全額を免

除することができる。 

6 前各項に定めるもののほか，授業料の納付手続等については，通則第 47条第

2項から第 51条までの規定を準用する。 

第 8章 特別研究学生 

(特別研究学生) 

第 50条 研究科等は，他の大学院又は外国の大学院等又は国際連合大学の学生

で，本学大学院において研究指導を受けることを志願する者があるときは，

当該他の大学院又は外国の大学院等又は国際連合大学との協議に基づき，特

別研究学生として受け入れることを認めることができる。 

(特別研究学生の授業料等) 

第 51条 特別研究学生に係る授業料は，広島大学研究生規則(平成 16年 4月 1

日規則第 10号)第 8条に規定する額と同額とする。ただし，国立大学の大学院

学生であるとき，又は次の各号のいずれかに該当するときは，授業料を徴収

しない。 

(1) 公立又は私立の大学との間で締結した大学間特別研究学生交流協定にお

いて，当該学生の授業料が相互に不徴収とされているとき。 

(2) 外国の大学院等との間で締結した大学間交流協定，部局間交流協定又は

これらに準ずるものにおいて，当該学生の授業料が相互に不徴収とされて

いるとき。 

2 特別研究学生は，前項に規定する額を，研究指導を受けようとする期間に応

じ 6月分ずつ(研究指導を受けようとする期間が 6月未満のときはその期間分)

指定の期日までに納付しなければならない。 

3 既納の授業料は，返還しない。 

4 特別研究学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

(規則の準用) 

第 52条 この章に定めるもののほか，特別研究学生には，本学大学院の学生に

関する規定を準用する。 

第 9章 研究生及び科目等履修生等 

(研究生) 
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第 53条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院において特定の事項につい

て研究することを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に

限り，選考の上，研究生として入学を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 54条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院において一又は複数の授業

科目を履修することを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場

合に限り，選考の上，科目等履修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

(短期国際交流学生) 

第 54条の 2 外国の大学等の学生で，外国の大学等の教育課程の一環として，

本学が実施する研修を受けることを志願するものがあるときは，教育研究に

支障のない場合に限り，選考の上，短期国際交流学生として入学を許可する

ことができる。 

2 外国の大学等とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。) 

(2) 外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に

指定するもの 

(3) 国際連合大学(国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定

の実施に伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1

972 年 12月 11日の国際連合総会決議に基づき設立されたものをいう。) 

3 短期国際交流学生に関し必要な事項は，別に定める。 

(法務研修生) 

第 54条の 3 人間社会科学研究科実務法学専攻を修了した者で，修了後引き続

き人間社会科学研究科実務法学専攻において自己学習をすることを志願する

ものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，法務研修生として受

け入れることができる。 

2 法務研修生に関し必要な事項は，人間社会科学研究科が定める。 

(履修証明プログラム) 

第 54条の 4 本学の教育研究上の資源を活かし，社会人等への学習の機会を積

極的に提供するため，本学に法第 105条に規定する特別の課程として履修証明

プログラムを開設することができる。 

2 履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

第 10章 教員組織 

(教員組織) 
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第 55条 研究科等における授業は，教授又は准教授が担当する。ただし，必要

があるときは，講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

2 研究科等における研究指導は，教授が担当する。ただし，必要があるとき

は，准教授，講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

3 第 1項の規定にかかわらず，人間社会科学研究科実務法学専攻における授業

は，教授が担当する。ただし，必要があるときは，准教授，講師又は助教に

担当又は分担させることがある。 

第 11章 国際連携専攻 

(国際連携教育課程) 

第 55条の 2 国際連携専攻における連携外国大学院(国際連携専攻を設ける研究

科と連携して教育研究を実施する外国の大学院をいう。以下同じ。)と連携し

た教育課程(以下「国際連携教育課程」という。)については，研究科細則にお

いて定める。 

(国際連携教育課程に係る単位の認定等) 

第 55条の 3 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において

履修した国際連携教育課程に係る授業科目について修得した単位を，当該国

際連携教育課程に係る授業科目の履修により修得したものとみなすものとす

る。 

2 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において受けた国際

連携教育課程に係る研究指導を，当該国際連携教育課程に係るものとみなす

ものとする。 

(国際連携専攻に係る修了要件) 

第 55条の 4 国際連携教育課程である修士課程の修了の要件は，第 43条第 1項

及び第 2項に定めるもののほか，国際連携専攻を設ける研究科及びそれぞれ

の連携外国大学院において国際連携教育課程に係る授業科目の履修により 10

単位以上を修得するものとする。 

2 前項の規定により国際連携専攻を設ける研究科及びそれぞれの連携外国大学

院において国際連携教育課程に係る授業科目の履修により修得する単位数に

は，第 35条，第 36条又は前条第 1項 の規定により修得したものとみなすこ

とができ，又はみなすものとする単位を含まないものとする。ただし，第 36

条の規定により修得したものとみなす単位について，国際連携教育課程を編

成し，及び実施するために特に必要と認められる場合は，この限りでない。 

(国際連携専攻の学生の授業料等) 

第 55条の 5 国際連携専攻の学生のうち，連携外国大学院をホーム大学とする

学生の本学における検定料，入学料及び授業料については，第 18条第 1項，

第 21条及び第 49条第 1項の規定にかかわらず，徴収しない。 

(その他) 
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第 55条の 6 この規則に定めるもののほか，国際連携専攻に係る次の各号に掲

げる事項については，連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

(1) 教育課程の編成に関する事項 

(2) 教育組織の編成に関する事項 

(3) 入学者の選抜及び学位の授与に関する事項 

(4) 学生の在籍の管理及び安全に関する事項 

(5) 学生の奨学及び厚生補導に関する事項 

(6) 教育研究活動等の状況の評価に関する事項 

(7) その他国際連携専攻に関する事項 

第 12章 雑則 

(雑則) 

第 56条 研究科等の長は，研究科等細則を改正したときは，学長に報告するも

のとする。 

2 この規則に定めるもののほか，本学大学院の学生の修学に関し必要な事項

は，通則の規定を準用する。 

第 57条 通則をこの規則に準用する場合は，「学部長」とあるのは「研究科等

の長」と読み替えるものとする。 

附 則 

1 この規則は，平成 20年 4月 1日から施行する。 

2 教育学研究科の障害児教育学専攻は，第 4条及び別表の規定にかかわらず，

平成 20年 3月 31日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日ま

での間，存続するものとする。 

 

(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

2 スマートソサイエティ実践科学研究院の収容定員は，この規則による改正後

の広島大学大学院規則別表の規定にかかわらず，令和 5年度及び令和 6年度に

あっては，次の表のとおりとする。 

研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前期

又は専門職学位課程 

博士課程又は博士

課程後期 

収容定員 収容定員 

令和 5年度 
令和 5年

度 

令和 6年

度 

人間社会科学研究科 人文社会科

学専攻 

514 

【15】 

255 

【3】 

255 

【6】 
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計 
964 

【15】 

405 

【3】 

405 

【6】 

先進理工系科学研究

科 

先進理工系

科学専攻 

898 

【13】 

384 

【7】 

384 

【14】 

計 
902 

【13】 

384 

【7】 

384 

【14】 

統合生命科学研究科 統合生命科

学専攻 

340 

【6】 

210 

【6】 

210 

【12】 

計 
340 

【6】 

210 

【6】 

210 

【12】 

医系科学研究科 総合健康科

学専攻 

152 

【2】 

75 

【1】 

75 

【2】 

計 
152 

【2】 

463 

【1】 

463 

【2】 

スマートソサイエテ

ィ実践科学研究院 

― 
(36) (17) (34) 

別表(第 5条関係) 

収容定員 

研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前

期又は専門職学位課程 

博士課程又は博

士課程後期 

入学定員 収容定員 入学定

員 

収容定

員 

人間社会科

学研究科 
人文社会科学専攻 

257 

【15】 

514 

【30】 

85 

【3】 

255 

【9】 

教育科学専攻 163 326 50 150 

教職開発専攻 30 60 － － 

実務法学専攻 20 60 － － 

広島大学・グラーツ大

学国際連携サステイナ

ビリティ学専攻 

2 4 － － 

計 
472 

【15】 

964 

【30】 

135 

【3】 

405 

【9】 

先進理工系

科学研究科 
先進理工系科学専攻 

449 

【13】 

898 

【26】 

128 

【7】 

384 

【21】 

広島大学・ライプツィ

ヒ大学国際連携サステ

イナビリティ学専攻 

2 4 － － 
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計 
451 

【13】 

902 

【26】 

128 

【7】 

384 

【21】 

統合生命科

学研究科 

統合生命科学専攻 170 

【6】 

 340 

【12】 

70 

【6】 

210 

【18】 

計 
170 

【6】 

340 

【12】 

70 

【6】 

210 

【18】 

医系科学研

究科 

医歯薬学専攻 ― ― 97 388 

総合健康科学専攻 
76 

【2】 

152 

【4】 

25 

【1】 

75 

【3】 

計 
76 

【2】 

152 

【4】 

122 

【1】 

463 

【3】 

スマートソ

サイエティ

実践科学研

究院 

― 

(36) (72) (17) (51) 

総計 1,169 2,358 455 1,462 

(※) スマートソサイエティ実践科学研究院の入学定員及び収容定員は，人

間社会科学研究科人文社会科学専攻，先進理工系科学研究科先進理工系科学

専攻，統合生命科学研究科統合生命科学専攻及び医系科学研究科総合健康科

学専攻の入学定員及び収容定員の内数とする。当該内数は隅付き括弧で示

す。 
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○広島大学学位規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 8 号)   
広島大学学位規則 

目次 

第 1 章 総則(第 1 条) 

第 2 章 学位授与の要件及び専攻分野(第 2 条・第 3 条) 

第 3 章 博士の学位授与の申請及び学位論文の審査方法等(第 4 条－第 10 条) 

第 4 章 博士の学位授与等(第 11 条－第 14 条) 

第 5 章 雑則(第 15 条－第 17 条) 

附則 

 

第 1 章 総則 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は，学位規則(昭和 28 年文部省令第 9 号)第 13 条第 1 項，広島

大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号)第 46 条第 2 項及び広島大学大学院規

則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号)第 46 条第 3 項の規定に基づき，広島大学

(以下「本学」という。)が行う学位の授与に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

第 2 章 学位授与の要件及び専攻分野 

(学位授与の要件) 

第 2 条 本学を卒業した者には，学士の学位を授与する。 

2 本学大学院の課程を修了した者には，修士若しくは博士の学位又は専門職学

位を授与する。 

3 前 2 項に定めるもののほか，博士の学位は，本学大学院の博士課程を経ない

者であっても学位論文を提出してその審査に合格し，かつ，試問に合格した

ときにも授与する。 

(専攻分野の名称) 

第 3 条 学士の学位を授与するに当たっては，別表第 1 に掲げる専攻分野の名称

を付記するものとする。 

2 修士及び博士の学位を授与するに当たっては，別表第 2 に掲げる専攻分野の

名称を付記するものとする。 

3 専門職学位を授与するに当たっては，別表第 3 に掲げる学位の名称を付記す

るものとする。 

第 3 章 博士の学位授与の申請及び学位論文の審査方法等 

(博士の学位授与の申請及び受理) 
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第 4 条 博士の学位の授与の申請に要する学位論文は 1 編とし，2 通を提出する

ものとする。ただし，別に参考論文を添付することができる。 

2 前項の学位論文の審査のため必要があるときは，論文の訳文，模型及び標本

等を提出させることができる。 

3 第 2 条第 3 項に該当する者が，博士の学位の授与を申請する場合は，学位申

請書に学位論文，論文目録，論文の要旨，履歴書及び審査手数料 57,000 円を

添え，学位に付記する専攻分野の名称を指定し，研究科又は研究科等連係課

程実施基本組織(以下「研究科等」という。)の長を経て学長に提出するものと

する。ただし，本学大学院の博士課程に所定の修業年限以上在学し，所定の

単位を修得し(博士課程の後期の課程に単位の修得の定めがない場合は，単位

の修得を要しない。)，かつ，学位論文の作成等に対する指導を受けた後退学

した者(以下「本学大学院博士課程の教育課程を終えて退学した者」という。)

が，再入学しないで，退学したときから 1 年以内に博士の学位の授与を申請

するときは，審査手数料を免除することができる。 

4 前項により学位論文の提出があったときは，学長は，学位に付記する専攻分

野の名称により，適当と認める研究科等の教授会(以下「教授会」という。)に

審査を付託する。 

5 受理した学位論文及び審査手数料は，いかなる理由があってもこれを返還し

ない。 

(審査委員会・試問委員会) 

第 5 条 教授会は，博士の学位論文の審査及び試験を行うため，審査委員 3 人以

上からなる審査委員会を設ける。 

2 教授会は，第 2 条第 3 項に定める試問を行うため，試問委員 3 人以上からな

る試問委員会を設ける。 

3 教授会において必要と認めたときは，当該研究科等若しくは他の研究科等の

教員又は他の大学院若しくは研究所等の教員等を審査委員又は試問委員に加

えることができる。 

(試験及び試問の方法) 

第 6 条 試験は，博士の学位論文を中心として，これに関連ある科目について行

うものとする。 

2 試問は，筆答試問及び口頭試問により，専攻分野に関し本学大学院において

博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認するために行

う。 

3 前項の試問については，外国語は 2 種類を課することを原則とする。ただ

し，教授会が特別な事由があると認めたときは，1 種類のみとすることができ

る。 
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4 本学大学院博士課程の教育課程を終えて退学した者から研究科等が定める年

限内に学位論文を受理したときは，第 2 条第 3 項の規定にかかわらず，試問に

代えて試験とする。 

(審査期間) 

第 7 条 博士の学位論文の審査及び試験又は試問は，学位論文を受理したときか

ら 1 年以内に終了するものとする。ただし，特別の事由があるときは，教授

会の議を経て，その期間を 1 年以内に限り延長することができる。 

(審査委員会・試問委員会の報告) 

第 8 条 審査委員会は，学位論文の審査及び試験を終了したときは，直ちに論文

の内容の要旨，論文審査の要旨及び試験の結果の要旨を，文書をもって教授

会に報告しなければならない。 

2 試問委員会は，試問を終了したときは，直ちにその結果の要旨を，文書をも

って教授会に報告しなければならない。 

(教授会の審議決定) 

第 9 条 教授会は，前条の報告に基づいて審議の上，博士の学位を授与すべきか

どうかを議決する。 

2 前項の議決をするには，教授会の構成員(海外出張中及び長期療養中の者を除

く。)の 3 分の 2 以上の出席を必要とし，かつ，出席者の 3 分の 2 以上の賛成

がなければならない。 

3 教授会において必要と認めたときは，当該研究科等若しくは他の研究科等の

教員又は他の大学院若しくは研究所等の教員等を，この審議に出席させるこ

とができる。ただし，その出席者は，議決に加わることはできない。 

(教授会の報告) 

第 10 条 教授会が博士の学位を授与できるものとしたときは，研究科等の長

は，学位論文とともに論文の内容の要旨，論文審査の結果の要旨及び試験又

は試問の結果の要旨を，文書をもって学長に報告しなければならない。 

2 教授会が博士の学位を授与できないものとしたときは，研究科等の長は，そ

の旨を文書をもって学長に報告しなければならない。 

第 4 章 博士の学位授与等 

(博士の学位授与) 

第 11 条 学長は，前条の報告を踏まえ，博士の学位を授与すべき者には，学位

記を授与し，博士の学位を授与できない者には，その旨を通知する。 

(博士の学位登録) 

第 12 条 本学が博士の学位を授与したときは，学長は，学位簿に登録し，文部

科学大臣に報告するものとする。 

(学位論文要旨の公表) 
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第 13 条 本学が博士の学位を授与したときは，当該博士の学位を授与した日か

ら 3 月以内に，当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査

の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 

(学位論文の公表) 

第 14 条 本学において博士の学位を授与された者は，当該博士の学位を授与さ

れた日から 1 年以内に，当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表しな

ければならない。ただし，当該博士の学位を授与される前に既に公表したと

きは，この限りでない。 

2 前項の規定にかかわらず，博士の学位を授与された者は，やむを得ない事由

がある場合には，学長の承認を受けて，当該博士の学位の授与に係る論文の

全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合に

おいて，学長は，その学位論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとす

る。 

3 博士の学位を授与された者が行う前 2 項の規定による公表は，本学の協力を

得て，インターネットの利用により行うものとする。 

4 前 3 項の規定により当該博士の学位の授与に係る論文を公表するときは，

「広島大学審査学位論文」と明記しなければならない。 

第 5 章 雑則 

(修士若しくは博士の学位又は専門職学位の授与の取消し) 

第 15 条 本学において修士若しくは博士の学位又は専門職学位を授与された者

が，次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，教育研究評議会(以下

「評議会」という。)の議を経て，修士若しくは博士の学位又は専門職学位の

授与を取り消し，学位記を返還させるものとする。 

(1) 不正の方法により修士若しくは博士の学位又は専門職学位を受けたこと

が判明したとき。 

(2) その名誉を汚辱する行為があったとき。 

2 評議会において，前項の議決を行う場合は，評議員(海外出張中及び長期療養

中の者を除く。)の 3 分の 2 以上の出席を必要とし，かつ，出席者の 4 分の 3

以上の賛成がなければならない。 

3 学位の授与を取り消したときは，その旨の理由を付して公表するものとす

る。 

(学位記及び申請書等の様式) 

第 16 条 学位記及び第 4 条第 3 項の申請書等の様式は，別記様式第 1 号から別

記様式第 10 号までのとおりとする。 

(その他) 

第 17 条 この規則に定めるもののほか，学位の授与に関し必要な事項は，各学

部又は研究科等が定める。 
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附 則 

1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

2 平成 15 年度以前に入学した学生の学士の学位に付記する専攻分野の名称につ

いては，別表第 1 の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

3 平成 15 年度以前に入学した学生の修士又は博士の学位に付記する専攻分野の

名称については，別表第 2 の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

4 第 2 条第 3 項の規定による博士の学位の授与は，本学大学院の博士課程を経

た者に同種類の学位を授与した後において取扱うものとする。 

 

(略) 

 

附 則 

この規則は，令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

別表第 1(第 3 条第 1 項関係) 

学士の学位に付記する専攻分野の名称 

学部名 専攻分野の名称 備考 

総合科学部 総合科学   

文学部 文学   

教育学部 教育学 第五類(心理学系コース)を除く 

心理学 第五類(心理学系コース) 

法学部 法学   

経済学部 経済学   

理学部 理学   

医学部 医学 医学科 

看護学 保健学科(看護学専攻) 

保健学 保健学科(理学療法学専攻及び作業療法学専攻) 

歯学部 歯学 歯学科 

口腔健康科学 口腔健康科学科 

薬学部 薬学 薬学科 

薬科学 薬科学科 

工学部 工学   

生物生産学部 農学   

情報科学部 情報科学   

別表第 2(第 3 条第 2 項関係) 
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修士及び博士の学位に付記する専攻分野の名称 

研究科等名 専攻分野の名称 

修士 博士 

人間社会科学研究科 文学 文学 

心理学 心理学 

法学 法学 

経済学 経済学 

マネジメント マネジメント 

経営学 経営学 

国際協力学 国際協力学 

学術 学術 

教育学 教育学 

教育心理学 教育心理学 

先進理工系科学研究科 理学 理学 

工学 工学 

情報科学 情報科学 

国際協力学 国際協力学 

学術 学術 

統合生命科学研究科 理学 理学 

工学 工学 

農学 農学 

学術 学術 

医系科学研究科 医科学 医学 

歯科学 歯学 

公衆衛生学 薬学 

薬科学 学術 

看護学 医科学 

保健学 歯科学 

口腔健康科学 薬科学 

学術 看護学 

  保健学 

  口腔健康科学 

スマートソサイエティ実践科学研究院 学術 学術 

  工学 

  情報科学 

  農学 

  保健学 
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  医科学 

  経済学 

別表第 3(第 3 条第 3 項関係) 

専門職学位に付記する学位の名称 

研究科名 学位の名称 

人間社会科学研究科 教職修士(専門職) 

法務博士(専門職) 

  

104



別記様式第1号(第16条関係) 

第2条第1項の規定により授与する学位記の様式 

(大学を卒業した場合) 

  

割
印 

第   号 

 

卒業証書  学位記 

 

氏名         

  

    年  月  日生 

 

本学○○学部○○学科所定の課程(○○プログラム)を修めて本学を卒業したことを認め学

士(「専攻分野」)の学位を授与する 

 

  年  月  日 

 

広島大学○○学部長     □印 

 

広島大学長     □印 

 

 
No.      

HIROSHIMA UNIVERSITY 
 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 
 

has fulfilled all requirements 
and has been admitted to the degree of 

Bachelor of ○○○ 
from the 

Bachelor’s Program in ○○○ 
Department of ○○○ 

School of ○○○ 
on ○○, ○. 

 
[Signature] 
○○○○ 

印          President of the University 
[Signature] 
○○○○ 
Dean of the School of ○○○ 
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別記様式第2号(第16条関係) 

第2条第2項の規定により授与する学位記の様式 

(大学院の課程(卓越大学院プログラム，博士課程リーダー育成プログラム，専門職学位課

程及び国際連携専攻を除く。)を修了した場合) 

  

割
印 

第   号 

 

学位記 

 

氏名         

  

    年  月  日生 

 

 

 

本学大学院○○研究科○○専攻の         (○○プログラム)を修了したので修

(博)士(「専攻分野」)の学位を授与する。 

  年  月  日 

 

広島大学  □印 

備考 「(○○プログラム)」は，研究科の学位プログラムを指す。 

 

 

  

修士課程 

博士課程前期 

博士課程 
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No.       

HIROSHIMA UNIVERSITY 
 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 
 

has fulfilled all requirements 
and has been admitted to the degree of 

Master of ○○○／Doctor of ○○○ 
from the 

Master’s Program in ○○○／Doctoral Program in ○○○ 
Division of ○○○ 

Graduate School of ○○○ 
on ○○, ○. 

 
[Signature] 

印          ○○○○ 

President of the University 
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別記様式第3号(第16条関係) 

第2条第2項の規定により授与する学位記の様式 

(卓越大学院プログラム又は博士課程リーダー育成プログラムを修了した場合) 

  

割
印 

第   号 

 

学位記 

 

氏名         

  

    年  月  日生 

 

 

 

本学大学院○○研究科○○専攻の博士課程(○○プログラム)を修了したので博士(「専攻

分野」)の学位を授与する。  

  

本学                 (□□プログラム)を修了したことを証する。 

 

  年  月  日 

 

広島大学  □印 

 

 

備考 「(○○プログラム)」は，研究科の学位プログラムを指し，「(□□プログラム)」

は，卓越大学院プログラム又は博士課程リーダー育成プログラムの履修プログラムを指

す。 

 

  

卓越大学院プログラム 

博士課程リーダー育成プログラム  
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No.      

HIROSHIMA UNIVERSITY 
 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 
 

has fulfilled all requirements 
and has been admitted to the degree of 

Doctor of ○○○ 
from the 

Doctoral Program in ○○○ 
Division of ○○○ 

Graduate School of ○○○, 
and has also completed the 

  Doctoral Program for World-leading Innovative & Smart Education (○○○)／ 

Program for Leading Graduate Schools (○○○) 
on ○○, ○. 

 
[Signature] 

印          ○○○○ 

President of the University 
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別記様式第4号(第16条関係) 

第2条第2項の規定により授与する学位記の様式 

(専門職学位課程を修了した場合) 

  割
印 

第   号 

学位記 

氏名       

年  月  日生 

 

本学大学院○○研究科○○専攻の専門職学位課程を修了したので○○修

(博)士(専門職)の学位を授与する。 

年  月  日 

広 島 大 学 □印 

 

 
No.      

HIROSHIMA UNIVERSITY 
 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 
 

has fulfilled all requirements 
and has been admitted to the degree of 

○○○ 
from the 

Professional Degree Program in the 
Division of ○○○ 

Graduate School of ○○○ 
on ○○, ○. 

 
[Signature] 

印          ○○○○ 
President of the University 
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別記様式第5号(第16条関係) 

第2条第2項の規定により授与する学位記の様式 

(研究科等連係課程実施基本組織を修了した場合) 

割
印

第 号 

学位記 

氏名

年  月  日生 

本学大学院○○研究院の        を修了したので修(博)士(「専攻分野」)の学位

を授与する。 

  年  月  日 

広島大学  □印 

No. 
HIROSHIMA UNIVERSITY 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 

has fulfilled all requirements 
and has been admitted to the degree of 

Master of ○○○／Doctor of ○○○ 
from the 

Master’s Program in the／Doctoral Program in the 
Graduate School of ○○○ 

on ○○, ○. 

[Signature] 
印 ○○○○

President of the University 

博士課程前期 

博士課程 
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CERTIFICATE OF GRADUATION／学位記
Hiroshima University and the University of Graz hereby confer upon / 広島大学及びグラーツ大学

名 

born on /生年月日

the degree of

MASTER OF SCIENCE ／修士（学術）
(M.Sc.)

after successful completion of the master's examination of the
Joint International Master's Programme in Sustainable Development

Director of Studies, University of Graz / グラーツ大学教務部長 

Seal of University of Graz / グラーツ大学 印 

President, Hiroshima University / 広島大学長

Seal of Hiroshima University / 広島大学 印

位  Student ID No. / 学籍番号

Legal remedies / 法的救済措置

This certificate becomes legally effective on:

法的に有効となる日付:

  (DDMMYYYY)

Further information on legal remedies is waived / 

法的救済措置の更なる情報は放棄されるものとする

学

2nd Host University 学

After the positive assessment of all requirements of the study programme, the positive assessment of all examinations as well as the Master's Thesis and in accordance with the curriculum of the "Joint 
International Master's Programme in Sustainable Development", the above academic degree is jointly awarded according to article 87 of the University Act 2002, BGBl. No. 120/2002 (University of Graz) 
and according to article 35 of the Standards for the Establishment of Graduate Schools (Hiroshima University).

First Name Last Name /氏

ECTS credits / 単

       

1st Host University /第１所属大

/第2所属大

   

CERTIFICATE OF GRADUATION／学位記
Hiroshima University and the University of Graz hereby confer upon / 広島大学及びグラーツ大学

First Name Last Name /氏名

born on /生年月日

the degree of

MASTER OF SCIENCE ／修士（学術）
(M.Sc.)

after successful completion of the master's examination of the
Joint International Master's Programme in Sustainable Development

Director of Studies, University of Graz / グラーツ大学教務部長

Seal of University of Graz / グラーツ大学 印

President, Hiroshima University / 広島大学長

Seal of Hiroshima University / 広島大学 印

ECTS credits / 単位

Date of Completion (DDMMYYYY) / 修了日

Student ID No. / 学籍番号

Legal remedies / 法的救済措置

This certificate becomes legally effective on:

法的に有効となる日付:

(DDMMYYYY)

Further information on legal remedies is waived / 

法的救済措置の更なる情報は放棄されるものとする

1st Host University /第１所属大学

2nd Host University /第2所属大学

After the positive assessment of all requirements of the study programme, the positive assessment of all examinations as well as the Master's Thesis and in accordance with the curriculum of the "Joint 
International Master's Programme in Sustainable Development", the above academic degree is jointly awarded according to article 87 of the University Act 2002, BGBl. No. 120/2002 (University of Graz) 
and according to article 35 of the Standards for the Establishment of Graduate Schools (Hiroshima University).

Tsuboya Maya NEWELL

22.09.1992

120 ECTS（60 Credits）

2 0 0 9 2 0 2 2

Hiroshima University

University of Graz

2 0 0 9 2 0 2 2

CERTIFICATE OF GRADUATION／学位記
Hiroshima University and the University of Graz hereby confer upon / 広島大学及びグラーツ大学

First Name Last Name /氏名

born on /生年月日

the degree of

MASTER OF SCIENCE ／修士（学術）
(M.Sc.)

after successful completion of the master's examination of the
Joint International Master's Programme in Sustainable Development

Director of Studies, University of Graz / グラーツ大学教務部長

Seal of University of Graz / グラーツ大学 印

President, Hiroshima University / 広島大学長

Seal of Hiroshima University / 広島大学 印

ECTS credits / 単位

Date of Completion (DDMMYYYY) / 修了日

Student ID No. / 学籍番号

Legal remedies / 法的救済措置

This certificate becomes legally effective on:

法的に有効となる日付:

(DDMMYYYY)

Further information on legal remedies is waived / 

法的救済措置の更なる情報は放棄されるものとする

1st Host University /第１所属大学

2nd Host University /第2所属大学

After the positive assessment of all requirements of the study programme, the positive assessment of all examinations as well as the Master's Thesis and in accordance with the curriculum of the "Joint 
International Master's Programme in Sustainable Development", the above academic degree is jointly awarded according to article 87 of the University Act 2002, BGBl. No. 120/2002 (University of Graz) 
and according to article 35 of the Standards for the Establishment of Graduate Schools (Hiroshima University).

Tsuboya Maya NEWELL

22.09.1992

120 ECTS（60 Credits）

2 0 0 9 2 0 2 2

Hiroshima University

University of Graz

2 0 0 9 2 0 2 2

............................................

Certificate No./ 学位記番号

修了Date of Completion (DDMMYYYY) / 日

別記様式第6号(第16条関係)
第2条第2項の規定により授与する学位記の様式

　(人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻を修了した場合)
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別記様式第7号(第16条関係) 

第2条第2項の規定により授与する学位記の様式 

(先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻

を修了した場合) 
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別記様式第8号(第16条関係) 

  

割
印 

第   号 

 

学位記 

 

氏名         

  

    年  月  日生 

 

本学に学位論文を提出し所定の審査及び試問に合格したので博士(「専攻分野」)の学位を

授与する。 

  年  月  日 

 

広島大学  □印 

備考 第6条第4項の規定により研究科等が定める年限内に学位論文を提出した者に授与す

る学位記の様式は，この様式中「試問」を「試験」に代えたものとする。 

 

 
No.      

HIROSHIMA UNIVERSITY 
 

This is to certify that 
[Name] 

(Date of Birth: ○○, ○) 
 

has submitted a doctoral dissertation and 
successfully fulfilled all the requirements 

for the degree of 
Doctor of ○○○ 

on ○○, ○. 
 

[Signature] 
印          ○○○○ 

President of the University 
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別記様式第9号(第16条関係) 

第2条第3項の規定により授与する学位記の様式 

(学位論文提出による場合) 

     年  月  日 

 

広島大学長     殿 

氏名（自署）        

 

学位申請書 

 

貴学学位規則第4条第3項の規定に基づき学位論文，論文要旨，履歴書及び審査手数料○

○○円を添えて博士(「専攻分野」)の学位の授与を申請いたします。 
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別記様式第10号(第16条関係) 

学位申請書添付書類の様式 

イ 論文目録の様式 

(表紙) 

論文目録 

 

 

 

 

学位申請者 

氏名（自署）   

備考 用紙の規格は，A4とし，縦にして左横書きとすること。 

  
題目      公表の方法      公表年月日      冊数 

学位論文 

  

  

 

 

参考論文 

1 
  

  

2 
  

  

  

備考 

(1) 論文題目が外国語の場合は，和訳をつけて，外国語，日本語の順序で列記するこ

と。 

(2) 参考論文が2種以上ある場合は，列記すること。 

(3) 学位論文をまだ公表していないときは，公表予定の方法及び時期を記載するこ

と。 

(4) 論文の要旨は，400字詰原稿用紙10枚以内とすること。 

(5) 用紙の規格は，A4とし，縦にして左横書きとすること。 
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ロ 第4条第3項の規定による履歴書の様式 

履歴書 

 

本籍(都道府県名) 

現住所 

氏名            

    年  月  日生 

 

学歴 

    年  月  日 

    年  月  日 

職歴 

    年  月  日 

    年  月  日 

研究歴 

    年  月  日 

    年  月  日 

賞罰 

 

上記のとおり違いありません。 

  年  月  日 

氏名（自署）        

備考 

(1) 履歴事項は，高等学校卒業後の履歴について年次を追って記載する。 

(2) 本学大学院博士課程の教育課程を終えて退学した者は，単位修得証明書を添付す

ること。 

(3) 用紙の規格は，A4とし，縦にして左横書きとすること。 
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広島⼤学憲章 
 

 
広島⼤学は、⼈類史上初めての原⼦爆弾が投下された被爆地広島に 1949 年に創設された

国⽴の総合研究⼤学である。 
広島⼤学は、平和を希求する精神、新たなる知の創造、豊かな⼈間性を培う教育、地域社

会・国際社会との共存、絶えざる⾃⼰変⾰、という理念５原則の下、⾃由で平和な社会を実
現し、⼈類の幸福に貢献することを使命とする。 

 
 

１．⼈権の尊重 
広島⼤学は、そのあらゆる活動において、⺠族、国籍、宗教、信条、ジェンダー、経済

的・社会的地位、障がいの有無などに関わるあらゆる差別やハラスメントを許さず、⼀⼈
ひとりの⼈権と⼈格を尊重し、擁護する。 

 
２．教育 

広島⼤学は、個々の学⽣が主体的で柔軟な学びを実践できる環境を構築し、豊かな⼈間
性と幅広い教養、秀でた専⾨的知識と⾃ら課題を発⾒し解決する能⼒を備え、⾃由で平和
な持続的発展を可能とする社会の実現に貢献する⼈材を育成する。 

 
３．研究 

広島⼤学は、研究者の⾃由な発想に基づく⾼度で⾰新的な研究により、深い真理の探究
と新たな知の創造に邁進するとともに、その成果を広く社会に提供することにより、地域、
国及び国際社会が抱える課題の解決に向けたイノベーションを持続的に創出する。 

 
４．社会貢献 

広島⼤学は、⾃らの活動を積極的に公開し、社会に開かれた⼤学、社会から信頼される
⼤学として、地域や産業界、関係する諸機関とも連携・協働し、教育、研究、医療等の全
ての活動を通じて、地域社会及び国際社会に貢献する。 

 
５．持続可能な社会の実現 

広島⼤学は、持続可能な社会を実現するための世界最⾼⽔準の活動に取り組む⼤学と
して、貧困や紛争、⼈権の抑圧、感染症、環境や資源・エネルギー問題など、地球規模の
課題に対する先端的な解決策を世界に先駆けて実践する。 

 
 

広島⼤学の全構成員及び卒業⽣・修了⽣は、各々が矜持を持ち、国⺠及び世界から期待さ
れる役割をたゆまず省察し、コンプライアンスを徹底の上、相互に信頼・尊重しあいながら、
その個性と能⼒を⼗分に発揮して各々の使命を果たし続ける。 
 

（2021 年 12 ⽉ 27 ⽇ 制定） 
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広島⼤学⾏動規範 
  
 
 広島⼤学は、国⽴の総合研究⼤学として、⾃由で平和な社会を実現し、⼈類の幸福に貢献
するという使命を果たすと同時に、その活動に関して⾼い倫理性と社会に対する透明性を
持った⼗分な説明責任が求められています。社会からのこれらの負託に応えるために、私た
ち広島⼤学の全構成員が常に意識し、実⾏すべき指針として、「広島⼤学⾏動規範」を定め
ます。 
 
 
１．⼈権と多様性の尊重 

私たちは、⼀⼈ひとりの⼈権と⼈格を尊重し、あらゆる差別やハラスメントを許さず、
全ての構成員がその個性と能⼒を⼗分に発揮できるキャンパスを実現します。 

 
２．⾃主性・⾃律性の堅持 

私たちは、社会的規範や倫理、個々の活動に対するインテグリティに⼗分配慮しつつ、
学問の⾃由や教育・研究の⾃主性・⾃律性を堅持し、世界最⾼⽔準の教育・研究を実施・
発展させ、その成果を社会に還元します。 

 
３．法令等の遵守 

私たちは、広島⼤学の構成員として活動するにあたり、社会的規範・ルール、関係法令
及び学内諸規則を遵守します。 

 
４．情報の公開・保護 

私たちは、社会に対する透明かつ公正な説明責任を果たすため、その活動の内容や結果
など本学が保有する情報について適時適切な⽅法で社会に公開し、その情報の利⽤にあ
たっては、⾼い倫理規範を⾃らに課すとともに、個⼈情報の保護を図ります。 

 
５．情報の管理 

私たちは、広島⼤学の情報資産の価値を把握し、その安全性及び信頼性を確保するため
に、情報セキュリティ上の脅威を⼗分に認識し、それぞれの業務に応じて、適切な管理と
運⽤を⾏います。 

 
６．経費・資産の適正な管理 

私たちは、活動のための経費及び資産の多くが税⾦その他社会からの⽀援等によるも
のであることを常に⾃覚し、⼤学の経費及び資産を適正かつ効率的に管理し、使⽤します。 

 
７．安全・安⼼な環境の整備 

私たちは、業務の遂⾏にあたり、安全に対する意識を⾼め、安全・安⼼かつ快適な教育、
学修、研究及び労働の環境を整備します。 

 
８．環境問題への取組 

私たちは、気候変動や⼤規模災害、環境汚染や資源・エネルギー問題などの世界的な環
境問題に率先して取り組み、安定した環境を将来の世代に引き継ぎます。 

 
（2021 年 12 ⽉ 27 ⽇ 制定） 
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○広島大学大学院共通科目履修規則 

(平成 31年 3月 29日規則第 31号) 

広島大学大学院共通科目履修規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 2

5条第 3項の規定に基づき，広島大学大学院における大学院共通科目の履修等

に関し必要な事項を定めるものとする。 

(科目区分及び教育目標) 

第 2条 博士課程前期の大学院共通科目の科目区分及び教育目標は，次の表に揚

げるとおりとする。 

科目区分 教育目標 

持続可能な発展

科目 

国際的目標である持続可能な開発目標(Sustainable Develop

ment Goals: SDGs)を理解し，持続可能な発展を導く科学を

創出する能力を身につける。 

キャリア開発・

データリテラシ

ー科目 

最近の社会システムの進展を知り，また，これからの時代

に必須な知識を身につける。 

2 博士課程後期並びに博士課程の大学院共通科目の科目区分及び教育目標は，

次の表に揚げるとおりとする。 

科目区分 教育目標 

持続可能な発展科

目 

国際的目標である持続可能な開発目標(Sustainable Develo

pment Goals: SDGs)を理解し，社会の様々な課題を解決す

る能力を身につける。 

キャリア開発・デ

ータリテラシー科

目 

現代社会の課題に具体的に取り組み，また，これからの時

代に必須な知識・技術を使うことができる能力を身につけ

る。 

(授業科目及び単位数等) 

第 3条 大学院共通科目として開設する授業科目(以下「授業科目」という。)，

単位数等は，別表のとおりとする。 

2 授業時間割は，学年の始めに発表する。 

(履修方法) 

第 4条 大学院共通科目の履修方法については，各研究科細則の定めるところに

よる。 

(単位数の計算の基準) 

第 5条 授業科目の単位数は，授業の方法に応じ，次の基準により計算するもの

とする。 

(1) 講義は，15時間の授業をもって 1単位とする。 

(2) 演習は，15時間又は 30時間の授業をもって 1単位とする。 
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(3) 実験及び実習は，30時間又は 45時間の授業をもって 1単位とする。 

2 一の授業科目について，講義，演習，実験又は実習のうち二以上の方法の併

用により行う場合については，その組み合わせに応じ，前項に規定する基準

を考慮して理事(教育担当)が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(履修手続) 

第 6条 学生は，授業科目を履修しようとする場合は，毎学期指定する期間に所

定の手続をしなければならない。ただし，受講者数の制限等を行う授業科目

にあっては，所定の手続を経た場合であっても履修が認められない場合があ

る。 

2 前項本文の規定による手続をしない者は，履修を認めない。ただし，特別の

事由がある場合に限り，当該授業科目担当教員の承認を得て，履修を認める

ことがある。 

3 既に単位を修得した授業科目については，原則として履修することができな

い。 

(雑則) 

第 7条 この規則に定めるもののほか，大学院共通科目に関し必要な事項は，教

育本部が定める。 

附 則 

この規則は，平成 31年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 2年 3月 3日規則第 14号) 

1 この規則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 

2 令和元年度以前に入学した学生の大学院共通科目の授業科目については，こ

の規則による改正後の広島大学大学院共通科目履修規則(以下「新規則」とい

う。)の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず，教育上有益と認めるときは，教育本部の定めると

ころにより，新規則に規定する授業科目の履修を認める場合がある。 

別表(第 3条第 1項関係) 

1. 博士課程前期 

科目区分 授業科目 
単位

数 

持続可能な発展科目 Hiroshimaから世界平和を考える 1 
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Japanese Experience of Social Development- E

conomy, Infrastructure, and Peace 
1 

Japanese Experience of Human Development- Cu

lture, Education, and Health 
1 

SDGs への学問的アプローチ A 1 

SDGs への学問的アプローチ B 1 

ダイバーシティの理解 1 

SDGs への実践的アプローチ 2 

キャリア開発・データ

リテラシー科目 

データリテラシー 1 

医療情報リテラシー 1 

人文社会系キャリアマネジメント 2 

理工系キャリアマネジメント 2 

ストレスマネジメント 2 

MOT 入門 1 

情報セキュリティ 2 

アントレプレナーシップ概論 1 

2. 博士課程後期・博士課程 

科目区分 授業科目 
単位

数 

持続可能な発展科目 

スペシャリスト型 SDGs アイディアマイニ

ング学生セミナー 
1 

SDGs の観点から見た地域開発セミナー 1 

普遍的平和を目指して 1 

キャリア開発・データリテ

ラシー科目 

データサイエンス 2 

パターン認識と機械学習 2 

データサイエンティスト養成 1 

医療情報リテラシー活用 1 

リーダーシップ手法 1 

高度イノベーション人財のためのキャリア

マネジメント 
1 

イノベーション演習 2 

長期インターンシップ 2 

事業創造概論 1 
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○広島大学大学院特定プログラム履修細則 

(令和 5年 3月 8日理事(教育担当)決裁) 

広島大学大学院特定プログラム履修細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学大学院特定プログラム規則(令和 5年 2月 21日規

則第 22号。以下「規則」という。)第 3条第 2項の規定に基づき，広島大学大

学院(以下「本学大学院」という。)における特定プログラムの履修に関し必要

な事項を定めるものとする。 

(名称及び開設学部等) 

第 2条 特定プログラムの名称及び開設する研究科等(研究科，附置研究所，教

育本部，全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設をいう。以下同じ。)(以

下「開設研究科等」という。)は，別表のとおりとする。 

 (授業科目及び履修方法) 

第 3条 特定プログラムの授業科目及び履修方法は，規則第 2条第 2項に定める

特定プログラム説明書(以下「説明書」という。)に明記するものとする。 

(登録) 

第 4条 学生は，特定プログラムが定める基準を満たしている場合は，当該プロ

グラムを登録することができる。 

2 前項の登録に関する手続は，所定の時期に行うものとし，登録時期及び登録

の可否は当該プログラムの担当教員会又は責任者が決定するものとする。 

3 学生は，第 1項の登録をする前に修得した特定プログラムの授業科目の単位

を当該プログラムの修了要件単位に算入することができる。 

4 特定プログラムの登録に関し必要な事項は，当該プログラムの担当教員会又

は責任者が定める。 

(履修手続) 

第 5条 各学期に開講する授業科目及びその担当教員名等は，開設研究科等がそ

の学期の始めに公示する。 

第 6条 学生は，履修しようとする授業科目について，各学期の開設研究科等が

指定する期間内に所定の手続を行わなければならない。 

(修了の判定等) 

第 7条 特定プログラムの担当教員会又は責任者は，当該プログラムに係る説明

書に記載した授業科目の単位を修得した者について，修了の判定を行う。 

2 開設研究科等の長は，特定プログラムを修了した者に，特定プログラム修了

証書(別記様式)を授与することができる。 

(単位の取扱い) 
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第 8条 学生が特定プログラムで修得した単位は，当該学生の所属する研究科の

履修基準により，当該研究科の修了要件単位に重複して算入することができ

る。 

(雑則) 

第 9条 この細則に定めるもののほか，特定プログラムの履修に関し必要な事項

は，それぞれの担当教員会又は責任者の定めるところによる。 

   附 則 

この細則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

別表(第 2条関係) 

 特定プログラムの名称及び開設する研究科等 

特定プログラムの名称 開設研究科等 

AIOps エンジニア育成特定プログ

ラム 

AI・データイノベーション教育研究セ

ンター 
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別記様式(第6条第2項関係) 
 
 

第    号 
 
 

特定プログラム 修了証書 
 
 
  
                 所  属 
                 氏  名 
                 生年月日 
 
 
 
     本学大学院の○○特定プログラムを修了したことを認める 
 
 
 
           年 月 日 
 
         広島大学    長       □印 
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○広島大学既修得単位等の認定に関する細則 

(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学既修得単位等の認定に関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通

則」という。)第 31条第 4項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規

則第 2号。以下「大学院規則」という。)第 36条第 4項の規定に基づき，新た

に広島大学(以下「本学」という。)の学部の第 1年次に入学した者又は大学院

に入学した者の既修得単位等の認定に関し必要な事項を定めるものとする。 

(認定単位数等) 

第 2条 通則第 31条第 1項及び第 2項の規定による既修得単位等の認定単位数

等については，通則第 31条第 3項又は大学院規則第 36条第 2項に規定する範

囲内で，学部又は研究科がそれぞれ定める。 

2 本学における既修得単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)の認定

単位数等については，学部又は研究科がそれぞれ定める。 

3 副専攻プログラム又は特定プログラムに係る既修得単位等の認定単位数等に

ついては，広島大学副専攻プログラム履修細則(平成 18年 3月 14日副学長(教

育・研究担当)決裁)又は広島大学特定プログラム履修細則(平成 18年 3月 14

日副学長(教育・研究担当)決裁)の定めるところによる。 

(手続) 

第 3条 既修得単位等の認定を受けようとする者は，4月入学者にあっては入学

した年度の 6月 30日までに，10月入学者にあっては入学した年度の 12月 28

日までに，副専攻プログラム又は特定プログラムを登録した者にあっては登

録した年度の 6月 30日までに，別記様式第 1号の既修得単位等認定願に成績

証明書その他必要な書類を添えて，所属する学部又は研究科(以下「所属学部

等」という。)の長に申請しなければならない。 

第 4条 所属学部等の長は，前条の規定による申請があったときは，所属学部等

の教授会の審査を経て，第 2条第 1項及び第 2項の規定に基づき定めた単位数

等を超えないよう既修得単位等の認定を行うものとする。 

2 前項の場合において，認定を希望する本学の授業科目(教養教育科目を除

く。)のうち，所属学部等以外が開設するものについては，原則として関係す

る学部又は研究科等(研究科，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教

育研究施設をいう。以下同じ。)と事前に協議するものとする。 

第 5条 所属学部等の長は，前条第 1項の審査の結果について，既修得単位等の

認定を行ったときは別記様式第 2号又は別記様式第 3号の既修得単位等認定通
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知書により，認定を行わなかったときは適宜な方法により，速やかに申請し

た者に通知するものとする。 

2 所属学部等の長は，所属学部等以外が開設する授業科目(教養教育科目を除

く。)の既修得単位等の認定を行ったときは，その旨を関係する学部又は研究

科等の長に通知するものとする。 

(履修の指導) 

第 6条 既修得単位等の認定を行ったときは，認定した単位に代えて他の選択科

目等の履修を行わせるなど，所属学部等において適切な指導を行うものとす

る。 

(外国語技能検定試験等に係る認定の手続) 

第 7条 外国語技能検定試験等に係る既修得単位の認定を受けようとする者の申

請に係る書類及び認定の審査の結果に係る通知については，第 3条及び第 5条

第 1項の規定にかかわらず，外国語技能検定試験等による単位認定の取扱い

について(令和 5年 2月 7日教育本部全学教育統括部統括会議長決裁)の定める

ところによる。 

附 則 

この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 2月 7日 一部改正) 

この細則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 
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別記様式第1号(第3条関係) 

既修得単位等認定願 

令和  年  月  日 

(所属する学部又は研究科の長) 

広島大学    長 殿 

所属              

学生番号            

氏名              

 

の規定により既修得単位等の認定を受けたいので， 

 

成績証明書を添付の上，下記のとおり申請します。 

記 

認定を受けようとする既修得単位等 
認定を希望する広島大学の授業科

目名等 

既修得授

業科目名

等 

修得単

位数等 

単位を修得した大学(短期大

学)・学部名又は研究科名，学

修した講習名等 

区分 授業科目 

          

(注)1 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 

2 区分欄には，広島大学の各学部又は各研究科で定める授業科目の区分を記入する

こと。 

3 成績証明書のほか，認定証明書，授業内容，学修内容を記載したシラバス等必要

な書類を添付すること。 

 

  

広島大学通則第 31条 
 
広島大学大学院規則第 36条 
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別記様式第2号(第5条第1項関係) 

 

既修得単位等認定通知書(学部学生用) 

学生番号 

氏名 

広島大学通則第31条の規定に基づき，下記のとおり広島大学において修得したものとして

単位を認定する。 

令和  年  月  日 

(所属する学部の長)           

広島大学             長 

認定する授業科目及び単位数等 認定の基礎となった既修得単位等 

区分 授業科目 
認定単

位数 

評 価

等 
既修得授業科目名等 

修得単

位数等 
評価 

       

  

      

単位を修得した大学(短期大学)・学部名，学修した講習名等 

備考 

※評価を含めて単位認定された場合はその評価を評価等欄に「秀」，「優」，「良」，「可」の4段階で

表記し，単位のみ認定された場合は「単位認定」と表記しています。 
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別記様式第3号(第5条第1項関係) 
 
 

既修得単位等認定通知書(大学院学生用) 

 

学生番号 

氏名 

 

広島大学大学院規則第36条の規定に基づき，下記のとおり広島大学において修得したもの

として単位を認定する。 

 

令和  年  月  日 

(所属する研究科の長)             

広島大学                長 

認定する授業科目及び単位数等 認定の基礎となった既修得単位等 

区分 授業科目 
認定単

位数 
評価等 既修得授業科目名等 

修得単

位数等 
評価 

             

単位を修得した大学院・研究科名 

備考 

 
※評価を含めて単位認定された場合はその評価を評価等欄に「秀」，「優」，「良」，「可」の4段階で

表記し，単位のみ認定された場合は「単位認定」と表記しています。 
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○広島大学長期履修の取扱いに関する細則 

(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学長期履修の取扱いに関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通

則」という。)第 22条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規

則第 2号。以下「大学院規則」という。)第 32条第 2項の規定に基づき，広島

大学(以下「本学」という。)における長期履修の取扱いに関し必要な事項を定

めるものとする。 

(対象となる学生) 

第 2条 長期履修を願い出できる者は，次の各号のいずれかに該当する者で，修

業年限(研究科にあっては標準修業年限)を超えて，一定の期間にわたり計画的

に教育課程を履修することを希望したものとする。 

(1) 職業を有し，かつ，就業している者(アルバイトとして就業する者を含

む。)で，学修時間の確保が著しく困難であるもの 

(2) 家庭において家事，育児及び介護を行う者で，学修時間の確保が著しく

困難であるもの 

(3) 本学フェニックス入学制度により入学した者 

(長期履修の期間) 

第 3条 長期履修の期間の最長年限は，通則第 6条又は大学院規則第 10条に規

定する在学年限の範囲内で，各学部又は各研究科において定める年数とす

る。 

(手続) 

第 4条 長期履修を希望する者は，前期は 4月 1日から 4月 15日までに，後期

は 10月 1日から 10月 15日までに，所定の長期履修願を所属する学部又は研

究科(以下「所属学部等」という。)を経て，学長に願い出なければならない。 

2 前項の規定による願い出があったときは，当該学部又は当該研究科の教授会

の議を経て，学長が許可する。 

3 学長は，前項の規定により許可したときは，所属学部等の長へ通知するとと

もに，本人へ許可書を交付する。 

(履修形態の変更) 

第 5条 在学途中における長期履修への変更は，所属学部等の在学者数(長期履

修学生の在学者数は指定の算式による。)が収容定員を超えない範囲内で認め

ることができるものとする。ただし，卒業又は修了予定年次の者の変更は認

めないものとする。 
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2 既に長期履修を許可されている者の履修期間の短縮(長期履修の取りやめを含

む。以下同じ。)は認めることができるものとする。ただし，履修期間の延長

は認めないものとする。 

3 在学途中における長期履修への変更及び既に長期履修を許可されている者の

履修期間の短縮(以下「履修形態の変更」という。)は 1回に限るものとする。 

4 履修形態の変更に係る手続は，前条に準じて行うものとする。 

附 則 

この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(平成 26年 2月 28日 一部改正) 

この細則は，平成 26年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 129号) 

広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条(広

島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条及び広島大学特別

支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条において準

用する場合を含む。)の規定及び広島大学(以下「本学」という。)が身体等に

障害のある者を受け入れ，修学等の支援(以下「支援」という。)を積極的に行

うという理念に基づき，本学において身体等に障害のある学生を入学前から

卒業に至るまで支援する体制を整備し，その支援を円滑に実施するために必

要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この規則において「障害学生」とは，身体障害，知的障害，精神障害

(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害(以下「障害」と総称する。)が

あり，障害者手帳を有する者又はそれに準ずる障害があることを示す診断書

を有する者で，本人が修学上の支援を受けることを希望し，かつ，その必要

性が認められたものをいう。 

(支援の申出) 

第 3条 支援は，入学前，入学後のいずれの時期においても，障害学生本人から

申し出ることができる。 

2 支援の必要性の有無及び支援の範囲については，その都度協議するものとす

る。 

(支援体制) 

第 4条 支援は，障害学生が志望又は所属する学部，研究科又は専攻科(以下

「所属学部等」という。)が主たる責任を持つものとする。 

2 所属学部等は，教養教育に関しては教育本部と緊密な協力関係を持つなど，

相互に積極的に連携及び協力するものとする。 

3 前 2項の支援を円滑かつ適切に行うため，教育室アクセシビリティセンター

会議は，関係部局間の調整を行うものとする。 

(入学試験等に関する相談体制) 

第 5条 学長は，本学の入学試験の受験を希望する身体等に障害のある者に対

し，入学試験の特別措置等の相談及び入学後の修学等に関する相談に応じる

ための指針を設ける。 

2 前項の指針は，別に定める。 

(試験等に関する特別措置) 
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第 6条 学長は，障害学生に対し，試験等において他の学生と同じ基準で評価を

受けることを保証するため，試験等に関して特別措置を講ずる。 

2 前項の特別措置に関し必要な事項は，別に定める。 

(事務) 

第 7条 支援に関する事務は，学生総合支援センター並びに所属学部等を支援す

る東広島地区運営支援部の支援室及び霞地区運営支援部学生支援グループに

おいて処理する。 

(雑則) 

第 8条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，別

に定める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 2年 4月 1日規則第 99号) 

この規則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 
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○身体等に障害のある学生に対する試験等における特別措置について(申

合せ) 

(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

A  理念 

   この特別措置は，広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則（平成

16年 4月 1日規則第 129号）第 6条第 2項の規定に基づき，障害のある学

生に対して，試験等の評価基準は変更しないが，その伝達方法及び回答方

法等について，当該学生の障害に応じて変更を加え，その学生の不利益に

ならないようにするために定める。 

B  特別措置の対象者 

   広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則（平成 16年 4月 1日規則

第 129号）第 3条に定める支援の申し出を行い，当該学生が志望する，若

しくは所属する学部，研究科又は専攻科が試験等における特別措置の必要

性を認めた者 

C  特別措置の内容・方法等 

1  教育室アクセシビリティセンター会議は，障害の有無に関係なく公平な

評価を可能とするために大学入学共通テストにおける特別措置等を基準と

して，試験の特別措置の内容・方法についてガイドラインを定め学生及び

教職員に公開する。 

2  入学試験における特別措置の内容・方法については，前項に定めるガイ

ドラインを基準として，当該学生と志望学部，研究科又は専攻科（以下

「志望学部等」という．）が協議して決める。 

3  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置の内容・方法について

は，第 1項に定めるガイドラインを基準として，当該学生及びチューター

（指導教員）又はアクセシビリティセンター会議委員と授業担当教員が協

議して決める。 

D  特別措置の申請 

1  入学試験における特別措置を希望する者は，原則として，出願受付開始

日の１週間前までに，点字受験等，準備に時間を要する特別措置を希望す

る者は，出願受付開始日の４週間前までに，志望学部等に対して特別措置

を申請することとする。 

2  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置を希望する者は，特別

措置を受けようとする試験科目の開設学部，研究科又は専攻科（以下，

「開設学部等」という．）に，原則として履修登録確定後から２週間以内

に特別措置を申請することとする。 

  
 なお，不測の事態により特別措置の必要が生じた場合には，上述の期間

にかかわらず速やかに申請する． 

3  入学試験における特別措置の申請を受けた志望学部等は，速やかに当該

入試担当者に連絡する。 
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4  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置の申請を受けた開設学

部等は，速やかに当該授業の担当教員に連絡する。 

5  特別措置の申請を受けた志望学部等又は開設学部等は，必要に応じて，

特別措置の内容・方法について教育室アクセシビリティセンター会議に助

言を求めることとする． 

E  特別措置の措置状況報告 

   特別措置の申請があった授業科目を開設する学部等の長は，特別措置の

意義・内容の周知徹底を図るため，各学期ごとに特別措置の措置状況をと

りまとめ，アクセシビリティセンター長に文書で報告する。 

附 則(平成 17年 11月 1日 一部改正) 

この申合せは，平成 17年 11月 1日から施行し，この申合せによる改正後の

身体等に障害のある学生に対する試験等における特別措置について(申合せ)

は，平成 17年 7月 15日から適用する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 2年 4月 1日 一部改正) 

この申合せは，令和 2年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学研究生規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 10号) 

広島大学研究生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通

則」という。)第 52条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規

則第 2号。以下「大学院規則」という。)第 53条第 2項の規定に基づき，広島

大学(以下「本学」という。)の学部，大学院，附置研究所，全国共同利用施設

又は学内共同教育研究施設(以下「学部等」という。)において 1学期又は 1学

年間特定の事項を研究する研究生に関し必要な事項を定めるものとする。 

(研究の願い出及び検定料) 

第 2条 研究生として学部，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研

究施設に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

(3) 本学において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

2 研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 本学大学院において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

第 3条 研究生を志願する者は，学期始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定

料 9,800 円を添え，研究を希望する学部等を経て，学長に願い出なければなら

ない。 

(1) 研究生許可願(別記様式) 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 現職教育職員で所轄庁の推薦派遣による者は，前項第 1号及び第 2号の書類

に当該所轄庁の推薦派遣委託書を添付するものとする。ただし，検定料は，

徴収しない。 

(受入れの許可) 

第 4条 研究生の受入れは，当該学部等の教授会(全国共同利用施設及び学内共

同教育研究施設にあっては運営委員会。以下同じ。)の議を経て，学長が許可

する。 

(研究期間及び願い出期限の特例) 
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第 5条 学長は，特別な事情があると認める場合は，第 1条及び第 3条第 1項の

規定にかかわらず，研究期間及び願い出期限の特例を，当該学部等の教授会

の議を経て認めることができる。 

(研究継続) 

第 6条 研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了

日の 15日前までに次に掲げる書類により当該学部等を経て，学長に願い出て

その許可を受けなければならない。この場合において，研究期間について

は，第 1条の規定を準用する。 

(1) 研究生研究継続許可願 

(2) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 

(入学料) 

第 7条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600円

を納付しなければならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者について

は，徴収しない。 

(研究料) 

第 8条 研究生は，1月につき 29,700 円の研究料を，研究期間に応じ 6月分ず

つ(研究期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければ

ならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者については，徴収しない。 

2 指定の期日までに研究料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等

に督促する。 

(指導教員) 

第 9条 当該学部等の長は，研究生に対する指導教員を定めなければならない。 

(費用の負担) 

第 10条 研究に要する費用は，必要に応じ研究生の負担とする。 

(研究許可の取消し) 

第 11条 学長は，研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可

を取り消すことがある。 

(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 

(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 

(3) 研究料の納付の義務を怠ったとき。 

(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 12条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 

(雑則) 

第 13条 この規則に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，通則又は

大学院規則の規定を準用する。 
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附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学研究生規程(昭和 51年広島大学規程第 1

号)により引き続き研究生として研究を許可されている者は，この規則により

引き続き研究生として研究を許可された者とみなす。 

3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修

を開始するまでの間研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受入れを

許可する場合は，第 3条第 1項，第 7条及び第 8条第 1項の規定にかかわら

ず，検定料，入学料及び研究料は，徴収しないものとする。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 1月 10日規則第 4号) 

この規則は，令和 5年 1月 10日から施行する。 
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別記様式(第3条第1項関係) 

 

年  月  日 

広島大学長    殿 

ふりがな          

氏名            

年  月  日生 

研究生許可願 

貴学研究生として，下記のとおり研究したいので御許可願います。 

記 

最 終 卒 業 学 校   

現 職   

現 在 ま で の 研 究 歴   

研 究 場 所   

研 究 期 間 年  月  日～   年  月  日(  か月) 

指 導 教 員 職 名   氏 名   

研 究 題 目   

備 考   

(注) 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 
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○広島大学外国人研究生規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 11号) 

広島大学外国人研究生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通

則」という。)第 52条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規

則第 2号。以下「大学院規則」という。)第 53条第 2項の規定に基づき，広島

大学(以下「本学」という。)の学部，大学院，附置研究所，全国共同利用施設

又は学内共同教育研究施設(以下「学部等」という。)において特定の事項を研

究する外国人の研究生(国費外国人留学生制度実施要項(昭和 29年 3月 31日文

部大臣裁定)に基づく研究留学生(以下「研究留学生」という。)を含む。以下

「外国人研究生」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(研究の願い出及び検定料) 

第 2条 外国人研究生として学部，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同

教育研究施設に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

(1) 外国において，学校教育における 14年の課程を修了した者 

(2) 外国において，学校教育における 12年の課程を修了し，日本の大学又は

短期大学を卒業した者 

(3) 本学において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認めた者 

2 外国人研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

(1) 外国において，学校教育における 16年の課程を修了した者 

(2) 本学大学院において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認め

た者 

第 3条 外国人研究生を志願する者で，日本に居住する者については研究開始日

の 30日前までに，外国に居住する者については研究開始日の原則として 4月

前までに，次に掲げる書類に検定料 9,800 円を添えて，研究を希望する学部等

を経て学長に願い出なければならない。 

(1) 外国人研究生許可願 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書及び成績証明書 

(4) 出身学校の所属学科長以上の長又は指導教員の発行する推薦書 

(5) 住民票の写し，在留資格を記載した住民票記載事項証明書又は在留カー

ドの写し(日本に居住する者の場合に限る。) 
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(6) 旅券の写し(旅券を有しない場合は，外国籍であることを証明する公的書

類。外国に居住する者の場合に限る。) 

2 外国人研究生として志願する者が，志願する学部若しくは研究科に特別聴講

学生として在学中の場合又は広島大学森戸国際高等教育学院 3＋1プログラム

の特別聴講学生として在学中の場合は，前項の規定にかかわらず，次に掲げ

る書類により願い出ることができる。 

(1) 外国人研究生許可願 

(2) 履歴書 

(3) 在留カードの写し 

(受入れの許可) 

第 4条 外国人研究生の受入れは，当該学部等の教授会(全国共同利用施設及び

学内共同教育研究施設にあっては運営委員会)の議を経て，学長が許可する。 

2 学長は，前項の規定により許可する者のうち外国に居住する者には，あらか

じめ承諾書を交付するものとする。 

(研究期間) 

第 5条 外国人研究生の研究期間は，原則として 1学期又は 1学年間とする。た

だし，学長が特別の事情があると認めた場合は，この限りでない。 

(研究継続) 

第 6条 外国人研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研

究終了日の 30日前までに外国人研究生研究継続許可願により当該学部等を経

て，学長に願い出てその許可を受けなければならない。この場合において，

研究期間については，前条の規定を準用する。 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 

(入学料) 

第 7条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600円

を納付しなければならない。 

(研究料) 

第 8条 外国人研究生は，1月につき 29,700 円の研究料を研究期間に応じ 6月

分ずつ(研究期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなけ

ればならない。 

2 指定の期日までに納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促す

る。 

(指導教員) 

第 9条 当該学部等の長は，外国人研究生に対する指導教員を定めなければなら

ない。 

(費用の負担) 
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第 10条 研究，実験及び実習に要する費用は，必要に応じ外国人研究生の負担

とする。 

(研究許可の取消し) 

第 11条 学長は，外国人研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究

の許可を取り消すことがある。 

(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 

(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 

2 学長は，研究料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない外国人研究

生について，本学が当該外国人研究生に対し研究料の請求を行った日(郵送で

請求を行った場合は請求書が到達した日)から起算して 3月以内に納付しない

ときは，研究の許可を取り消す。 

第 12条 削除 

(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 13条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 

(研究留学生等に対する特例) 

第 14条 研究留学生については，第 3条の規定にかかわらず，検定料の納付並

びに第 3条第 3号及び第 5号に掲げる書類の提出を要しない。 

2 本学と外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。)との間で

締結した大学間交流協定，部局間交流協定又はこれらに準ずるもので検定

料，入学料及び研究料を不徴収とする外国人研究生(以下「協定に基づき授業

料等が不徴収となる外国人研究生」という。)については，第 3条の規定にか

かわらず，検定料の納付を要しない。 

3 研究留学生及び協定に基づき授業料等が不徴収となる外国人研究生について

は，第 7条及び第 8条の規定を適用しない。 

第 14条の 2 次の各号のいずれかに該当する特別聴講学生(広島大学学生交流規

則(平成 16年 4月 1日規則第 7号)第 2条第 2項に規定する特別聴講学生をい

う。)が，履修期間終了後から当該学期末まで，外国人の研究生として学部，

附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同利用施設に入学を希望し，受入

れを許可された場合は，当該者に係る検定料，入学料及び研究料は，第 3

条，第 7条及び第 8条第 1項の規定にかかわらず，徴収しない。 

(1) 履修期間が終了するまでに本学大学院に入学するために入学試験を受験

し，学生として本学大学院に入学が認められた者又は試験の結果が出てい

ない者 

(2) 履修期間終了後から当該学期末までに学生として本学大学院に入学する

ために入学試験を受験する者 
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(3) 履修期間を終了した次学期から外国人の研究生として本学大学院に入学

する者(研究期間終了後，本学大学院に学生として入学を希望する者に限

る。) 

2 前項の外国人の研究生が次のいずれかに該当するに至ったときは，研究の許

可を取り消す。 

(1) 本学大学院の入学出願手続又は研究の願い出を期日までに行わなかった

とき。 

(2) 本学大学院の入学試験を受験しなかったとき。 

(3) 本学大学院の入学試験の結果が不合格となったとき。 

(4) 本学大学院への入学手続を期日までに行わなかったとき。 

3 前項の規定にかかわらず，同項第 3号に該当するに至った者が次学期から外

国人の研究生として大学院に入学を希望するときは，研究許可の取消しは行

わない。 

(雑則) 

第 15条 この規則に定めるもののほか，外国人研究生に関し必要な事項は，通

則又は大学院規則の規定を準用する。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学外国人研究生規程(昭和 47年広島大学規

程第 5号)により外国人研究生として受入れを許可されている者は，この規則

により外国人研究生として受入れを許可された者とみなす。 

3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修

を開始するまでの間外国人研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受

入れを許可する場合は，第 3条，第 7条及び第 8条第 1項の規定にかかわら

ず，検定料，入学料及び研究料は，徴収しないものとする。 

 

  (略) 

 

附 則(令和 3年 3月 26日規則第 21号) 

この規則は，令和 3年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学科目等履修生規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 12号) 

広島大学科目等履修生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通

則」という。)第 52条の 2第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15

日規則第 2号。以下「大学院規則」という。)第 54条第 2項の規定に基づき，

広島大学(以下「本学」という。)の科目等履修生に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(履修期間) 

第 2条 科目等履修生の履修の期間は，1学年又は 1学期(前期又は後期)とす

る。 

(入学資格) 

第 3条 科目等履修生として入学することができる者は，学部にあっては通則第

11条各号に規定する者，大学院にあっては大学院規則第 15条各号に規定する

者で，本学において科目等履修生として適当と認めたものとする。 

2 前項の規定にかかわらず，本学の科目等履修生になることによって在留資格

を得ようとする者は入学を認めない。 

第 3条の 2 前条に定める者のほか，学部生を対象に開設する授業科目の履修を

希望する高等学校又は中等教育学校後期課程(以下「高等学校等」という。)の

生徒で，本学が適当と認めたものは，科目等履修生として学部に入学するこ

とができる。 

2 高等学校等の生徒の履修に関し必要な事項は，別に定める。 

(出願手続) 

第 4条 科目等履修生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)

は，学年又は学期の始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定料 9,800 円を添

え，履修を希望する学部又は研究科を経て，学長に願い出なければならな

い。 

(1) 科目等履修生許可願(別記様式) 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承諾書 

(5) 外国人で，既に日本に在住している者(永住者及び特別永住者は除く。)

は，在留カードの写し 

2 前項の規定にかかわらず，入学志願者が現職教育職員で所轄庁の推薦派遣に

よる者(以下「現職教育職員」という。)であるときは，前項第 1号及び第 2号

の書類に当該所轄庁の推薦派遣委託書を添付するものとする。 

(入学志願者の選考及び入学の許可) 

第 5条 前条の入学志願者に対しては，当該学部又は当該研究科の教授会がその

定める方法により，選考を行う。 
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2 前項の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は，指定の期日までに誓約

書を提出するとともに，入学料 28,200 円を納付しなければならない。 

3 学長は，前項の手続を完了した者に入学を許可する。 

(履修期間の更新) 

第 6条 前期の履修期間で入学を許可された科目等履修生が引き続き後期におい

て履修することを志願するときは，第 2条の規定にかかわらず，その期間を

更新することができる。 

2 前項の更新手続は，前 2条の規定を準用する。この場合において，入学料

は，納付を要しない。 

(授業料) 

第 7条 科目等履修生は，履修するそれぞれの学期(前期又は後期)ごとに，指定

の期日までに 1単位に相当する授業について 14,800円の授業料を納付しなけ

ればならない。 

2 指定の期日までに授業料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等

に督促する。 

3 第 1項の規定にかかわらず，科目等履修生が，広島大学履修証明プログラム

規則(平成 20年 12月 16日規則第 172号)に定める履修証明プログラム履修生

であり，当該履修証明プログラムに登録されている授業科目の単位を修得す

る場合は，当該授業科目に係る授業料は納付を要しない。 

(現職教育職員の検定料等) 

第 8条 現職教育職員については，第 4条第 1項及び第 5条第 2項の規定にかか

わらず，検定料及び入学料は，納付を要しない。 

2 現職教育職員で履修した授業科目について単位の認定を受けないものについ

ては，前項に定めるもののほか，前条の規定にかかわらず，授業料は，納付

を要しない。 

(既納の検定料，入学料及び授業料の返還) 

第 9条 既納の検定料，入学料及び授業料は，返還しない。 

(実験，実習等の費用) 

第 10条 実験，実習等に要する費用は，必要に応じ科目等履修生の負担とす

る。 

(単位の授与) 

第 11条 履修した授業科目について単位の認定を受けようとする者は，当該授

業科目の試験を受けなければならない。 

2 前項の試験及び出席状況により，所定の単位を与える。 

(証明書の交付) 

第 12条 前条により授与された単位については，本人の請求により，単位を修

得した旨の証明書を交付する。 

(大学の命ずる退学) 

第 13条 学長は，科目等履修生がその本分に反する行為があると認めたとき

は，退学を命ずることができる。 

(履修許可の取消し) 
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第 14条 学長は，科目等履修生が履修の実が上がらないと認めたとき，又は授

業料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しないときは，当該授業科目

の履修の許可を取り消すことができる。 

(雑則) 

第 15条 この規則に定めるもののほか，科目等履修生に関し必要な事項は，通

則又は大学院規則の規定を準用する。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 1月 10日規則第 2号) 

この規則は，令和 5年 1月 10日から施行する。 
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別記様式(第4条第1項関係) 

 

年  月  日  

広島大学長  殿 

ふりがな           

氏 名           

生年月日  年  月  日生 

 

科 目 等 履 修 生 許 可 願 

 

貴学科目等履修生として下記のとおり履修したいので，御許可願います。 

 

記 

 

最 終 卒 業 学 校   

現 職   

履修希望学部名

又 は 研 究 科 名 

  

履 修 期 間 
  自    年  月  日 

  至    年  月  日 

履 修 理 由   

授 業 科 目 単位数 

前 ・ 後

通 年 の

別 

単 位 認

定 の

要 ・ 不

要 

承諾 

履修証明プロ

グラム履修生

としての履修

の有無 

         有・無 

         有・無 

         有・無 

         有・無 

         有・無 

         有・無 

同一年度における他の学部又は研究科での履修の有無 

     □ 有        □ 無 

有の場合は学部名又は研究科名〔                  〕 
同一年度における履修証明プログラム履修生としての履修の有無 

□ 有        □ 無 
  有の場合はプログラム名〔                      〕 

(注) 1 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 

2 「承諾」欄は，事前に受講が可能であることを授業担当教員に確認の上，署名

又は押印を依頼すること。 

3 許可願は，学部又は研究科ごとに別葉とすること。 
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○広島大学学生交流規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 7号) 

広島大学学生交流規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条・第 2条) 

第 2章 派遣学生(第 3条－第 10条) 

第 3章 特別聴講学生(第 11条－第 18条) 

第 4章 雑則(第 19条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 28条第 5

項，第 29条第 7項，第 30条第 4項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 1

5日規則第 2号)第 35条第 4項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)における派遣学生及び特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第 2条 この規則において「派遣学生」とは，本学に在学中の学生で，本学の教

育課程の一環として他の大学等の授業科目を履修するもの(外国の大学又は短

期大学(大学以外の高等教育機関を含む。以下「外国の大学等」という。)へ留

学するもの，外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修

するもの及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実

施に伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年

12月 11日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際

連合大学」という。)の教育課程における授業科目を履修するものを含む。)を

いう。 

2 この規則において「特別聴講学生」とは，他の大学等に在学中の学生で，そ

の大学等の教育課程の一環として本学の授業科目を履修するものをいう。 

3 この規則において「他の大学等」とは，次の各号のいずれかに該当するもの

をいう。 

(1) 本学と学生の交流を行う大学，短期大学(専攻科を含む。以下同じ。)又

は高等専門学校(専攻科を含む。以下同じ。) 
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(2) 外国の大学等又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程を有するもの

として当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て，文部科学大臣が別に指定するもの 

(3) 国際連合大学 

4 この規則において「大学間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらか

じめ本学と他の大学等との間で，履修できる授業科目の範囲，対象となる学

生数，単位の認定方法，授業料等の費用の取扱い方法，その他必要とされる

具体的な措置に関して行う協議をいう。 

5 この規則において「部局間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらか

じめ本学の学部又は研究科(以下「学部等」という。)と他の大学等との間で，

履修できる授業科目の範囲，対象となる学生数，単位の認定方法，授業料等

の費用の取扱い方法，その他必要とされる具体的な措置に関して行う協議を

いう。 

第 2章 派遣学生 

(取扱いの要件) 

第 3条 派遣学生の取扱いは，原則として大学間協議又は部局間協議が成立した

ものについて行う。 

2 前項の大学間協議は，学部にあっては学部の教授会，研究科にあっては研究

科の教授会(以下「当該教授会」という。)の議を経て，学長が行う。 

3 第 1項の部局間協議は，当該教授会の議を経て，当該学部等の長が行う。 

(出願手続) 

第 4条 派遣学生を志願する者は，所定の願書に大学間協議又は部局間協議によ

り決定した事項を記載した書類を添えて，学長に願い出なければならない。 

2 出願の時期は，大学間協議又は部局間協議の定めるところによる。 

(派遣の許可) 

第 5条 派遣学生の願い出があったときは，当該教授会の議を経て，学長が派遣

を許可する。 

2 学長は，他の大学等の授業科目を履修することを認めたときは，当該他の大

学等の長に必要書類を添えて学生の受入れを依頼するものとする。ただし，

部局間協議によるものについては，当該学部等の長が当該他の大学等の長に

依頼するものとする。 

(履修期間) 

第 6条 派遣学生の履修期間は，1学期又は 1学年間とする。 

2 前項の規定にかかわらず，学長が事情やむを得ないと認めたときは，当該他

の大学等の長と協議の上(部局間協議によるものについては，当該学部等の長

が当該他の大学等の長と協議の上)，履修期間を変更することができる。ただ

し，履修期間は，通算して 2年を超えることができない。 
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(在学期間への算入) 

第 7条 前条に規定する履修期間は，本学の在学期間に算入する。 

(履修報告書の提出) 

第 8条 派遣学生は，履修期間が終了したときは，直ちに(外国の大学等へ留学

する学生については，帰国の日から 1月以内に)所属の学部等の長を経て，学

長に履修報告書を提出しなければならない。 

(授業料等) 

第 9条 派遣学生は，本学に正規の授業料を納付するものとする。 

2 派遣学生の受入大学等における授業料等の費用の取扱いは，大学間協議又は

部局間協議により定めるものとする。 

3 前項の規定により，派遣学生が受入大学等における授業料等の費用を負担す

る場合は，第 1項の規定にかかわらず，当該大学間協議又は部局間協議ごと

に理事(グローバル化担当)が定める期間，本学の授業料を徴収しないことがで

きる。 

(派遣の許可の取消し) 

第 10条 学長は，派遣学生がその履修の実が上がらないと認められるとき，そ

の本分に反する行為があると認められるとき，又は授業料等の納付の義務を

怠ったときは，当該他の大学等の長と協議の上(部局間協議によるものについ

ては，当該学部等の長が当該他の大学等の長と協議の上)，派遣の許可を取り

消すことがある。 

第 3章 特別聴講学生 

(取扱いの要件等の準用) 

第 11条 第 3条，第 5条第 1項，第 6条及び第 10条の規定は，特別聴講学生に

準用する。この場合において，第 3条，第 5条第 1項，第 6条及び第 10条中

「派遣学生」とあるのは「特別聴講学生」と，第 5条中「派遣」とあるのは

「受入れ」と，第 10条中「派遣の許可」とあるのは「受入れの許可」と読み

替えるものとする。 

2 前項の場合において，特別聴講学生が歯学部と外国の大学との間で成立した

部局間協議に基づき受入れる学生であるときは，第 6条第 1項中「1学期又は

1学年間」とあるのは「4学年間」と，同条第 2項ただし書中「2年」とある

のは「5年」と読み替えるものとする。 

3 第 1項の場合において，本学とアリゾナ州立大学との間で成立した大学間協

議に基づきアリゾナ州立大学サンダーバードグローバル経営学部広島大学グ

ローバル校に入学する学生を特別聴講学生として受け入れるときは，第 6条

第 1項中「1学期又は 1学年間」とあるのは「2学年間」と読み替えるものと

する。 

(出願手続) 
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第 12条 特別聴講学生を志願する者(広島大学森戸国際高等教育学院 3＋1プロ

グラム若しくは広島大学森戸国際高等教育学院日本語・日本文化オンライン

プログラムに志願する者又はアリゾナ州立大学サンダーバードグローバル経

営学部広島大学グローバル校に入学する者を除く。)は，次の各号(第 4号にあ

っては，外国籍を有する者に限る。)に掲げる書類を，履修を希望する学期の

始まる 2月前(外国の大学等の学生の場合は，原則として 6月前。ただし，外

国の大学等との大学間協議又は部局間協議において定めのある場合は，その

期日)までに，所属大学等の長を通じて学長に提出しなければならない。 

(1) 本学所定の特別聴講学生願 

(2) 在学証明書及び成績証明書 

(3) 所属大学等の長の推薦書 

(4) 旅券の写し(旅券を有しない場合は，外国籍であることを証明する公的書

類) 

(受入れの通知) 

第 13条 学長は，特別聴講学生の受入れを許可したときは，その所属大学等の

長を経て本人にその旨を通知するものとする。 

第 14条 削除 

(学業成績証明書の交付) 

第 15条 学部等の長は，特別聴講学生の学業成績証明書を交付するものとす

る。 

(学生証) 

第 16条 特別聴講学生は，所定の学生証の交付を受け，常に携帯しなければな

らない。 

(検定料，入学料及び授業料) 

第 17条 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

2 特別聴講学生が国立の大学，短期大学又は高等専門学校の学生であるとき

は，本学での授業料は，徴収しない。 

3 特別聴講学生が公立若しくは私立の大学，短期大学若しくは高等専門学校，

外国の大学等又は国際連合大学の学生であるときは，履修するそれぞれの学

期(前期又は後期)ごとに 1単位に相当する授業について 14,800円の授業料を

所定の期日までに納付しなければならない。ただし，次の各号のいずれかに

該当するときは，授業料の納付を要しない。 

(1) 公立又は私立の大学，短期大学又は高等専門学校との間で締結した大学

間相互単位互換協定において，当該学生の授業料が相互に不徴収とされて

いるとき。 
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(2) 外国の大学等又は国際連合大学との間で締結した大学間交流協定，部局

間交流協定又はこれらに準ずるものにおいて，当該学生の授業料が相互に

不徴収とされているとき。 

4 前項の規定にかかわらず，特別聴講学生が広島大学森戸国際高等教育学院 3

＋１プログラムの大学間交流協定に基づき受入れる学生であるときは，履修

する期間に応じ次の各号に掲げる授業料を所定の期日までに納付しなければ

ならない。 

(1) 3 ターム 399,600 円 

(2) 4 ターム 532,800 円 

5 第 3項の規定にかかわらず，特別聴講学生が広島大学森戸国際高等教育学院

日本語・日本文化オンラインプログラムの学生であるときは，207,200 円の授

業料を所定の期日までに納付しなければならない。 

6 第 3項の規定にかかわらず，特別聴講学生がアリゾナ州立大学サンダーバー

ドグローバル経営学部広島大学グローバル校の学生であるときは，授業料は

徴収しない。 

7 既納の授業料は，返還しない。 

(費用の負担) 

第 18条 実験，実習に要する費用は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

第 4章 雑則 

(雑則) 

第 19条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，

学部等が定める。 

2 この規則に定めるもののほか，広島大学森戸国際高等教育学院 3＋１プログ

ラムの特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

3 この規則に定めるもののほか，広島大学森戸国際高等教育学院日本語・日本

文化オンラインプログラムの特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項は，別

に定める。 

4 この規則に定めるもののほか，アリゾナ州立大学サンダーバードグローバル

経営学部広島大学グローバル校に入学する学生を特別聴講学生として受け入

れる際の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生交流規程(昭和 47年広島大学規程第

32号)に基づき許可されている派遣学生及び特別聴講学生については，この規

則により許可された派遣学生及び特別聴講学生とみなす。 
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   (略) 

 

附 則(令和 5年 1月 20日規則第 6号) 

この規則は，令和 5年 1月 20日から施行する。 
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○広島大学授業料等免除及び猶予規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 9号) 

広島大学授業料等免除及び猶予規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 16条の 2

第 3項及び第 48条第 4項(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2

号)第 49条第 6項及び広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 2

0日規則第 44号)第 21条第 1項において準用する場合を含む。)並びに広島大

学大学院規則第 22条第 5項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)の学部，研究科及び専攻科の学生の入学料及び授業料の免除及び徴収猶

予に関し必要な事項を定めるものとする。 

(高等教育の修学支援新制度による授業料の免除等) 

第 1条の 2 本学の学部に学生として入学する者に対する入学料の免除及び学部

の学生に対する授業料の免除は，大学等における修学の支援に関する法律(令

和元年法律第 8号)その他関係法令の定めるところによる。 

第 1条の 3 本学の学部に学生として入学する者及び学部の学生には，第 2条か

ら第 9条まで(第 3条の 2，第 5条の 3及び第 5条の 5を除く。)の規定は，適

用しない。ただし，大学等における修学の支援に関する法律施行規則(令和元

年文部科学省令第 6号)第 9条第 3項の規定により本学が授業料等減免対象者

としての認定を行うことができない者については，この限りでない。 

(経済的理由等に基づく入学料の免除，徴収猶予等) 

第 2条 次の各号のいずれかに該当する者には，入学料の全額又は半額を免除す

ることができる。 

(1) 本学の研究科又は専攻科の学生として入学する者であって経済的理由に

よって納付が困難であり，かつ，学業が優秀と認められるもの 

(2) 本学の学部，研究科又は専攻科(以下「学部等」という。)に学生として

入学する者であって，入学前 1年以内において学生の学資を主として負担

している者(以下「学資負担者」という。)が死亡した場合，本人若しくは

学資負担者が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相

当と認める事由がある場合で納付が著しく困難であると認められる者 

(3) 学部等に学生として入学する者であって，入学前において本人又は学資

負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により居住

する地域が災害救助法(昭和 22年法律第 118号)の適用を受け,かつ，本人又

は学資負担者が引き続き当該地域に居住している場合(当該地域が災害救助

法の適用日から 5年を経過する日までの期間にある場合に限る。)で納付が

著しく困難であると認められる者 
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2 前項の免除を受けようとする者は，入学手続終了の日までに所定の書類を学

長に提出し，その許可を受けなければならない。 

第 3条 本学の学部等に学生として入学する者であって，次の各号のいずれかに

該当するものには，入学料の徴収を猶予することができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり，かつ，学業が優

秀と認められる者 

(2) 入学前 1年以内において，学資負担者が死亡した場合，本人若しくは学

資負担者が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当

と認める事由がある場合で納付期限までに納付が困難であると認める者 

(3) 入学前において本人又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を

除く。)，当該災害により居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，

本人又は学資負担者が引き続き当該地域に居住している場合(当該地域が災

害救助法の適用日から 5年を経過する日までの期間にある場合に限る。)で

納付期限までに納付が困難であると認められる者 

2 前項による徴収猶予を受けようとする者は，入学手続終了の日までに所定の

書類を学長に提出し，その許可を受けなければならない。ただし，入学料免

除を申請し，免除を不許可とされた者及び半額免除を許可された者が徴収猶

予を受けようとする場合は，免除の不許可及び半額免除の許可を告知された

日から起算して 14日以内に提出しなければならない。 

3 第 1項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべ

き入学料を納付しなければならない。 

(1) 4 月入学者 当該年度の 8月末日 

(2) 10 月入学者 当該年度の 2月末日 

4 免除又は徴収猶予を許可又は不許可とするまでの間は，免除又は徴収猶予を

申請した者に係る入学料の徴収を猶予する。 

5 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者(第 2

項ただし書により徴収猶予の申請をした者を除く。)は，免除若しくは徴収猶

予の不許可又は半額免除の許可を告知された日から起算して 14日以内に，納

付すべき入学料を納付しなければならない。 

(フェニックス奨学生に係る入学料の免除及び徴収猶予並びに光り輝く奨学生

に係る入学料の免除) 

第 3条の 2 広島大学フェニックス奨学制度による奨学生(以下「フェニックス

奨学生」という。)に係る入学料の免除及び徴収猶予並びに広島大学光り輝く

奨学制度による奨学生(以下「光り輝く奨学生」という。)に係る入学料の免除

については，広島大学奨学制度に関する規則(平成 20年 1月 15日規則第 6号)

の定めるところによる。 

(死亡等による入学料の免除) 
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第 4条 入学料の徴収猶予を申請した者について，第 3条第 3項に規定する期間

内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

2 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者について，第 3条第 4項の規定によ

り徴収を猶予している期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額

を免除する。 

3 免除又は徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者につい

て，第 3条第 5項に規定する期間内において死亡した場合は，未納の入学料の

全額を免除する。 

4 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者であ

って，納付すべき入学料を納付しないことにより学籍を有しないこととなる

場合は，その者に係る未納の入学料の全額を免除する。 

(経済的理由に基づく授業料免除) 

第 5条 学資の支弁が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合は，各期ご

との授業料について全額又は半額を免除することができる。 

2 前項の免除を受けようとする者は，納付期限までに所定の書類を学長に提出

し，その許可を受けなければならない。 

(成績優秀学生に対する授業料免除) 

第 5条の 2 成績優秀学生の授業料免除については，広島大学エクセレントスチ

ューデントスカラシップ規則(平成 18年 4月 18日規則第 91号)の定めるとこ

ろによる。 

(フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 3 フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生の授業料免除については，

広島大学奨学制度に関する規則の定めるところによる。 

(入学前奨学制度による奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 4 広島大学入学前奨学制度による奨学生の授業料免除については，広

島大学入学前奨学制度規則(平成 29年 2月 21日規則第 6号)の定めるところに

よる。 

(給付奨学金制度による給付奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 5 独立行政法人日本学生支援機構の給付奨学金制度による給付奨学生

の授業料については，全額免除とする。 

(卓越大学院プログラム履修生に対する授業料免除) 

第 5条の 6 卓越大学院プログラム履修生の授業料免除については，広島大学卓

越大学院プログラム規則(平成 31年 3月 29日規則第 30号)の定めるところに

よる。 

(博士課程リーダー育成プログラム履修生に対する授業料免除) 
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第 5条の 7 博士課程リーダー育成プログラム履修生の授業料免除については，

広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム規則(平成 24年 9月 18日規

則第 122号)の定めるところによる。 

(リサーチフェロー等に対する授業料免除) 

第 5条の 8 広島大学大学院リサーチフェローシップ制度のリサーチフェロー及

び広島大学大学院リサーチフェローシップ規則(令和 3年 6月 9日規則第 35

号)第 4条の表に掲げるリサーチフェローシップの分野の学生で，同表に掲げ

る専攻の博士課程前期の学生のうち成績優秀なものの授業料免除について

は，広島大学リサーチフェロー等に対する授業料の免除に関する要項(令和 4

年 6月 21日学長決裁)の定めるところによる。 

(やむを得ない事情があると認められる場合の授業料免除) 

第 6条 死亡，行方不明等やむを得ない事情があると認められる場合は，次のと

おり授業料を免除することができる。 

(1) 死亡，行方不明のため学籍を除いた場合は，未納の授業料の全額 

(2) 授業料の各期ごとの納付月前 6月以内(入学した日の属する期分の免除に

係る場合は，入学前 1年以内)において，学資負担者が死亡した場合，学生

若しくは学資負担者が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって

学長が相当と認める事由がある場合で納付が著しく困難であると認められ

る場合は，当該事由の発生した日の属する期の翌期に納付すべき授業料の

全額又は半額。ただし，当該事由発生の時期が当該期の授業料の納付期限

以前であり，かつ，当該学生が当該期分の授業料を納付していない場合に

おいては，翌期に納付すべき授業料に代えて当該期分の授業料の全額又は

半額を免除することができる。 

(3) 学生又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該

災害により居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，学生又は学資

負担者が引き続き当該地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適

用日から 5年を経過する日までの期間にある場合に限る。)で納付が著しく

困難であると認められる場合は，各期ごとの授業料の全額又は半額 

(4) 授業料又は入学料未納のため除籍した場合は，未納の授業料の全額 

(5) 授業料の徴収猶予(月割分納による徴収猶予を含む。)を許可している者

に対し，その願出により退学を許可した場合は，月割計算による退学の翌

月以降に納付すべき授業料の全額 

2 休学を許可した場合は，休学当月の翌月(休学開始日が月の初日の場合は休学

当月)から復学当月の前月までの月数に授業料年額の 12分の 1に相当する額を

乗じて得た額の全額を免除する。ただし，授業料の納付期限経過後休学を許

可した場合は，その期の授業料は免除しない。 
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3 第 1項第 2号及び第 3号の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用

する。 

(経済的理由等に基づく授業料の徴収猶予) 

第 7条 学生が次の各号のいずれかに該当する場合は，各期ごとの授業料の全部

又は一部を徴収猶予することができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，

学業優秀と認められる場合 

(2) 行方不明の場合 

(3) 授業料の各期ごとの納付月前 6月以内(入学した月の属する期分は入学前

1年以内)において，学生又は学資負担者が災害を受け，納付が困難である

と認められる場合 

(4) 学生又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該

災害により居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，学生又は学資

負担者が引き続き当該地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適

用日から 5年を経過する日までの期間にある場合に限る。)で納付が困難で

あると認められる場合 

(5) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

2 前項の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用する。 

3 第 1項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべ

き授業料を納付しなければならない。 

(1) 前期分 当該年度の 8月末日 

(2) 後期分 当該年度の 2月末日 

(授業料の月割分納) 

第 8条 第 7条第 1項第 3号から第 5号までのいずれかに該当する特別の事情が

あると認められる場合は，授業料の月割分納を許可することができる。この

場合の月割分納額は，年額の 12分の 1に相当する額とする。 

2 前項の月割分納の許可を受けようとする者は，納付期限までに所定の書類を

学長に提出し，その許可を受けなければならない。 

(許可された者の義務等) 

第 9条 免除，徴収猶予及び月割分納を許可された者は，当該期間の中途におい

てその事由が消滅したときは，直ちにその旨を学長に届け出なければならな

い。 

2 前項の者に対する許可は，届出の日からその効力を失う。 

3 許可された事由について虚偽の事実が判明したときは，その許可を取り消

す。 

(雑則) 
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第 10条 この規則に定めるもののほか，学生の入学料及び授業料の免除及び徴

収猶予に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 4年 6月 21日規則第 59号) 

この規則は，令和 4年 6月 21日から施行し，この規則による改正後の広島大

学授業料等免除及び猶予規則の規定は，令和 4年 4月 1日から適用する。 

160



○広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ規則 

(平成 18年 4月 18日規則第 91号) 

広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 4

0条及び広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44

号)第 16条第 1項において準用する広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2

号)第 39条第 2項の規定並びに広島大学大学院規則第 56条及び広島大学特別

支援教育特別専攻科規則第 24条において準用する広島大学通則第 56条の規定

に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の大学院又は専攻科の学生で本学

の入学試験の成績若しくは本学における学業成績が特に優れているもの又は

学術研究活動において特に優秀な成果を修めたもの(以下「成績優秀学生」と

いう。)に対する奨学制度に関し必要な事項を定めるものとする。 

(名称) 

第 2条 成績優秀学生に対する奨学制度の名称は，広島大学エクセレントスチュ

ーデントスカラシップとする。 

(方法) 

第 3条 奨学の方法は，成績優秀学生として決定された年度の後期分の授業料の

全額免除とする。 

(対象者) 

第 4条 授業料の免除対象者は，大学院又は専攻科の学生で，成績優秀学生とし

て決定されたものとする。 

(候補者の推薦枠) 

第 5条 学長は，広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ実施要綱

(平成 18年 4月 3日学長決裁。以下「実施要綱」という。)に定める基準に基

づき，研究科又は専攻科(以下「部局等」という。)ごとに成績優秀学生候補者

の推薦枠を決定し，部局等の長に通知するものとする。 

(候補者の選考) 

第 6条 部局等の長は，成績優秀学生候補者を選考するため，選考委員会を設置

する。 

2 部局等の長は，実施要綱に定める選考のガイドラインに基づき選考基準を定

め，公表するものとする。 

3 部局等の長は，前項の選考基準に基づき成績優秀学生候補者を選考し，学長

へ推薦するものとする。 

(成績優秀学生の決定) 

第 7条 学長は，部局等の長からの推薦に基づき，成績優秀学生を決定する。 

161



(表彰) 

第 8条 学長は，成績優秀学生を表彰するものとする。 

(雑則) 

第 9条 この規則に定めるもののほか，広島大学エクセレントスチューデントス

カラシップの実施に関し必要な事項は，実施要綱の定めるところによる。 

附 則 

この規則は，平成 18年 4月 18日から施行し，平成 18年 4月 1日から適用す

る。 

 

   (略) 

 

附 則(平成 30年 3月 19日規則第 23号) 

この規則は，平成 30年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学学生表彰規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 14号) 

広島大学学生表彰規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 39条第 2

項(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 40条及び広島大学

特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 16条第 1項

において準用する場合を含む。)の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)の学生の表彰に関し必要な事項を定めるものとする。 

(表彰の基準) 

第 2条 表彰は，次の各号のいずれかに該当する本学の学生又は学生を構成員と

する団体について行う。 

(1) 学術研究活動において，特に顕著な業績を挙げたと認められる者 

(2) 課外活動において，特に優秀な成績をおさめ，課外活動の振興に功績が

あったと認められる者 

(3) 社会活動において，特に顕著な功績を残し，社会的に高い評価を受けた

と認められる者 

(4) その他前 3号と同等以上の表彰に値する行為等があったと認められる者 

(表彰対象者の推薦) 

第 3条 理事(教育担当)，副学長(学生支援担当)，学部長及び研究科長は，前条

各号のいずれかに該当すると認めるものがあるときは，学長に推薦すること

ができる。 

(表彰の審議) 

第 4条 学長は，前条の推薦があったときは，審査会を設置する。 

2 審査会の構成員は，別に定める。 

3 表彰は，審査会の意見を聴き，教育研究評議会の議を経て行う。 

(表彰の方法) 

第 5条 表彰は，学長が表彰状を授与することにより行う。 

(表彰の時期) 

第 6条 表彰は，原則として次の日に行う。 

 入学式の日 

 学位記授与式の日 

2 前項の規定にかかわらず，表彰する必要があると判断されるときは，その都

度行う。 

(公表) 

第 7条 被表彰者は，学内外に公表する。 
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(事務) 

第 8条 学生の表彰に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 

(雑則) 

第 9条 この規則に定めるもののほか，学生の表彰に関し必要な事項は，別に定

める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 2年 4月 1日規則第 97号) 

この規則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学学生懲戒規則 

(平成 28年 3月 7日規則第 20号) 

広島大学学生懲戒規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 40条第 3

項(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 41条において準用

する場合を含む。)の規定に基づき，学生の懲戒に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(懲戒の種類) 

第 2条 懲戒の内容は，次の各号に掲げる懲戒の種類に応じ，当該各号に定める

とおりとする。 

(1) 訓告 文書により注意を与え，将来を戒めること。 

(2) 停学 一定の期間又は期間を定めずに登校を停止させること。 

イ 有期の停学 3月未満の停学で，確定期限を付すもの 

ロ 無期の停学 3月以上の停学で，確定期限を付さず，指導による効果等

の状況を勘案しながらその解除の時期を決定するもの 

(3) 退学 学生としての身分を失わせること。 

(懲戒の要否等の決定) 

第 3条 懲戒に相当する行為の存否及び懲戒の処分量定は，学生による事件事故

に係る原因行為の悪質性，結果の重大性等を踏まえて，総合的に勘案して決

定するものとする。 

2 原因行為の悪質性の認否に当たっては，学生の主観的態様，行為の性質，当

該行為に至る動機及び事後の対応等を勘案して判断するものとする。この場

合において，過去に懲戒を受けた者又は次条に規定する学部等の長の指導を

受けた者による事件事故である場合は，より悪質性が高いものとみなす。 

3 結果の重大性の認否に当たっては，精神的損害を含めた人身損害の有無及び

その程度，物的損害の有無及びその程度，当該行為が社会に与えた影響等を

勘案して判断するものとする。 

(学部等の長の指導) 

第 4条 学生による事件事故が懲戒に至らない程度のものである場合は，学部又

は研究科 (以下「学部等」という。)の長は，学生に対し，厳重注意その他の

指導(以下「学部等の長の指導」という。)を行うことができる。 

(懲戒の処分量定の標準例) 

第 5条 懲戒の処分量定の標準例は，別表のとおりとする。 

(事件事故の報告) 
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第 6条 学生による事件事故(ハラスメント及び不正受験を除く。)が発生した場

合は，当該学生が所属する学部等の長は，速やかに学長に通報するととも

に，事実関係の調査を行い，その調査の結果を学長に報告するものとする。 

(事実関係の調査) 

第 7条 学部等の長は，事実関係の調査並びに事件事故に係る事実の存否及び周

辺事情の認定に当たっては，原則として，学生から事情聴取を行わなければ

ならない。 

2 学生が刑事法上の身柄拘束等をされていることにより，事情聴取を行うこと

ができない場合で，かつ，学部等の長が事情聴取の必要性を認めるときは，

事情聴取が可能となるまでの間，前条の調査結果の報告を留保することがで

きるものとする。 

3 事実を認定するための証拠が伝聞であり，かつ，学生が異議を述べている場

合は，当該学生の供述よりも信用するに足るべき他者の供述が得られた場合

など，特別な情況があるときに限り，当該事実があったと認定できるものと

する。 

(審査会) 

第 8条 学長は，第 6条の規定により報告があった事件事故について，懲戒を検

討する必要があると認めるとき(ハラスメントにあっては，広島大学ハラスメ

ントの防止等に関する規則(平成 16年 4月 1日規則第 111号)第 6条第 2項の

規定に基づき教育研究評議会(以下「評議会」という。)に付議した事案におい

て，評議会が学生の懲戒が相当と判断したとき)は，学生懲戒審査会(以下「審

査会」という。)を設置するものとする。 

2 審査会は，副学長(学生支援担当)，当該学生が所属する学部等の長及び他の

学部等の長若干人で組織するものとし，事件事故の内容に応じて学長が必要

と認める者を加えることができる。 

3 審査会は，第 6条の報告(次項の規定により追加の調査を行った場合は，当該

調査の結果の報告を含む。)に基づき，学生への懲戒の要否，懲戒の種類及び

懲戒の内容について審査する。この場合において，審査会は，当該学生に対

して，口頭又は文書による意見陳述の機会を与えるものとする。 

4 審査会は，必要に応じて，学部等の長に対して，当該学部等が行った事実関

係の調査及び調査の結果について説明を求め，又は追加の調査を求めること

ができる。 

5 審査会は，審査の結果を文書で学長に報告するものとする。 

(審査の結果の通知) 

第 9条 学長は，前条第 5項の報告を受けたときは，審査会の審査の結果を当該

学生が所属する学部等の長に通知する。 

(学部等における審議) 
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第 10条 学部等の長は，前条の通知があったときは，学生の懲戒について教授

会の審議に付すものとする。この場合において，教授会は，当該学生の懲戒

について学長に意見を述べるものとする。 

(評議会への諮問) 

第 11条 学長は，審査会の審査の結果及び学部等の教授会の意見の双方又はい

ずれか一方が学生の懲戒を提案するものであるときは，学生の懲戒について

評議会に諮問する。この場合において，評議会は，当該学生に対して，口頭

又は文書による意見陳述の機会を与えるものとする。 

(懲戒の決定) 

第 12条 学長は，評議会の審議を踏まえ，学生の懲戒について決定する。 

(不正受験の取扱い) 

第 13条 学部等の長は，学生による不正受験が発覚した場合は，学長に通報す

るとともに，当該学生の懲戒について教授会の審議に付すものとする。この

場合において，教授会は，当該学生の懲戒について学長に意見を述べるもの

とする。 

2 学長は，前項の教授会の意見が学生の懲戒を提案するものであるときは，学

生の懲戒について評議会に諮問する。この場合において，評議会は，当該学

生に対して，口頭又は文書による意見陳述の機会を与えるものとする。 

3 学長は，評議会の審議を踏まえ，学生の懲戒について決定する。 

(懲戒の手続) 

第 14条 懲戒処分は，学生に処分通知書(別記様式第 1号)を交付し，又は口頭

により通知して行わなければならない。 

2 処分通知書の交付を行う際に，これを受けるべき学生の所在を知ることがで

きない場合は，当該学生の最後の住所地を管轄する簡易裁判所に対し民法(明

治 29年法律第 89号)に定める公示の手続を行い，公示された日から 2週間を

経過したときに処分通知書の交付があったものとみなす。 

(懲戒処分の効力) 

第 15条 懲戒処分の効力は，処分通知書を学生に交付したとき，又は口頭によ

り通知した時点で発生するものとする。 

(停学期間) 

第 16条 停学の期間の計算は，暦に従って計算するものとし，懲戒処分の効力

発生日の翌日から起算する。 

(無期の停学の解除) 

第 17条 無期の停学の解除は，学生が所属する学部等の長からの申出により，

学長が評議会に諮問して行う。 

(停学中の学生指導) 

167



第 18条 停学中の学生に対する指導は，学生が所属する学部等が行うものとす

る。 

(停学中の期末試験及び履修登録) 

第 19条 停学の期間中における期末試験の受験及び履修手続の取扱いについて

は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 停学を開始したターム又は学期の期末試験の受験を認める。ただし，受

験資格を満たしていないときは，この限りでない。 

(2) 停学の期間中の全ての履修登録を認める。 

(告示) 

第 20条 学長は，学生の懲戒を行ったときは，当該学生及び被害者が特定され

るおそれのある内容を除き，原則として，事案の概要，懲戒の種類，処分年

月日を懲戒告示(別記様式第 2号)により学内に告示するものとする。 

(証明書類等への記載の禁止) 

第 21条 本学が作成する成績証明書その他の証明書類に，懲戒の有無及び学部

等の長の指導の有無並びにその内容等を記載してはならない。 

2 学生の就職又は進学に際して指導教員その他本学関係者が作成する推薦書類

その他の書類に，懲戒の有無及び学部等の長の指導の有無並びにその内容等

を記載してはならない。 

(守秘義務) 

第 22条 学生の懲戒に関する事項に関わった職員は，学生の懲戒に関して知り

得た情報を正当な理由なく他に漏らしてはならない。 

(雑則) 

第 23条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，

別に定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 28年 4月 1日から施行する。 

2 広島大学学生懲戒指針(平成 16年 4月 1日学長決裁)及び広島大学学生懲戒指

針の運用について(申合せ)(平成 22年 9月 21日学長決裁)は，廃止する。 

3 この規則の施行前に発生した学生による事件事故に対する懲戒の適用につい

ては，なお従前の例による。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 4年 4月 1日規則第 77号) 

この規則は，令和 4年 4月 1日から施行する。 
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別表(第 5条関係) 

懲戒の処分量定の標準例 

種類 事件事故 処分量定 

犯罪

行為

等 

 殺人，強盗，強制性交

等，誘拐，放火等の凶悪

な犯罪行為 

退学 

 暴行，傷害，万引きそ

の他の窃盗，横領，恐喝

又は詐欺行為 

退学，停学又は訓告 

 麻薬，覚せい剤等の薬

物犯罪行為(栽培，売買，

不正所持又は使用) 

退学又は停学(無期) 

 賭博行為 停学又は訓告 

 性的な迷惑行為(痴漢行

為，のぞき見，盗撮行為

等)，わいせつ行為(公然

わいせつ，わいせつ物頒

布等)，性暴力行為(強制

わいせつ等)又はストーカ

ー行為 

退学，停学又は訓告。学校(学校教育法(昭和

22年法律第 26号)第 1条に規定する幼稚園，

小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，

中等教育学校及び特別支援学校並びに就学前

の子どもに関する教育，保育等の総合的な提

供の推進に関する法律(平成 18年法律第 77

号)第 2条第 7項に規定する幼保連携型認定こ

ども園をいう。)に在籍する幼児，児童若しく

は生徒又は 18歳未満の者に対して行った場合

は，退学又は停学 

 コンピュータ又はネッ

トワークの不正利用によ

る犯罪行為 

退学又は停学 

交通

事故

等 

 飲酒運転若しくは暴走

運転により相手を死亡さ

せ，又は高度後遺障害等

を負わせる人身事故を起

こした場合 

退学 

 飲酒運転又は暴走運転

により人身事故(高度後遺

障害等を負わせる人身事

故を除く。)を起こした場

合 

退学又は停学(無期) 

 無免許運転等悪質な交

通法規違反により相手を

死亡させ，又は人身事故

を起こした場合 

退学又は停学(無期) 
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 飲酒運転，暴走運転又

は無免許運転 

停学 

不正

受験 

 替え玉受験等の悪質な

不正行為 

退学又は停学 

 カンニング等の不正行

為 

停学又は訓告 

 監督者の注意又は指示

に従わなかった場合 

訓告 

研究

活動

上の

不正

行為 

 研究活動におけるねつ

造，改ざん又は盗用 

退学又は停学 

 研究費等の不正使用 停学又は訓告 

ハラ

スメ

ント 

 セクシュアル・ハラス

メント行為，アカデミッ

ク・ハラスメント行為，

パワー・ハラスメント行

為又はモラル・ハラスメ

ント行為 

退学，停学又は訓告 

非違

行為

等 

 本学の知的財産を故意

に喪失させる行為 

退学又は停学 

 本学が管理する建造物

への不法侵入又はその不

正使用若しくは占拠若し

くは損壊若しくは失火(結

果が重大なものに限る。) 

退学，停学又は訓告 

 本学の構成員に対する

暴力行為，威嚇，拘禁又

は拘束 

退学，停学又は訓告 

 本学の教育研究又は管

理運営を著しく妨げる暴

力的行為 

退学，停学又は訓告 

 本学が管理する器物の

損壊，汚損又は失火(結果

が重大なものに限る。) 

停学又は訓告 

 飲酒を強要し，死に至

らしめる等重大な事態を

生じさせた場合 

退学又は停学 

 飲酒を強要し，急性ア

ルコール中毒等の被害を

生じさせた場合 

停学又は訓告 
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 20 歳未満の者に対する

飲酒若しくは喫煙を強要

又は助長する行為 

停学又は訓告 

 授業，実習，研修等で

知り得た個人情報の漏え

い，紛失等の不適切な取

扱い 

停学又は訓告 

 人を教唆して事件事故

を実行させた場合又は人

の事件事故を幇助した場

合 

退学，停学又は訓告 

 その他，本学の信用を

著しく失墜させる行為 

退学，停学又は訓告 
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別記様式第 1 号(第 14 条第 1 項関係) 
 
 

処 分 通 知 書 
 
 
 
                        年度入学生 
                    学部・学科(研究科・専攻)  
                    学生番号  
                    氏  名  
  

 
 
 

広島大学通則第 40 条(広島大学大学院規則第 41 条において準用する広島大

学通則第 40 条)の規定に基づき，   に処する。 
 
 

処 分 理 由 
 
 
                                      
 
 
 
 

令和  年  月  日 
 
 
 

                広島大学長   
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 別記様式第 2 号(第 20 条関係) 
 
 
 

 

懲戒告示 
 

このたび，本学学生が学生の本分に反する行為を行っ

たため，広島大学通則第40条の規定に基づき，下記のと

おり懲戒処分を行ったので，告示する。 

今後このような不祥事が再発しないよう，学生諸君の

一層の自覚を促すものである。 

 
記 

 

 

事案の概要 

懲戒の種類 

処分年月日  令和 年 月 日 

 

 

令和 年 月 日  

 

広 島 大 学 長  
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○社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 

(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 

(趣旨) 

第 1 この要項は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条(広島

大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条及び広島大学特別支

援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条において準用

する場合を含む。)の規定に基づき，社会貢献活動を行った広島大学の学生(以

下「学生」という。)に対する証明書発行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(目的) 

第 2 この要項は，ボランティア活動，人命救助，犯罪防止，災害防止等の社会

貢献活動を行った者に対して，証明書を発行することにより，学生が行う自由

な社会貢献活動を支援することを目的とする。 

(証明できる活動) 

第 3 本学の学部，大学院又は専攻科(以下「学部等」という。)に在籍する学生

が，次の各号のいずれかに規定する活動を行った場合は，所属する学部等の長

(以下「所属長」という。)に別記様式第 1号により証明書の発行を願い出るこ

とができるものとする。 

(1) 身体に障害のある学生への勉学等支援活動 

(2) ピアサポーターによる学生相談支援活動 

(3) 学生個人又は学生を構成員とする団体が行う特定非営利活動促進法(平成

10年法律第 7号)別表に掲げる活動 

(4) その他前 3号に掲げる活動に準ずる活動 

(所属長の推薦) 

第 4 所属長は，第 3により証明書の発行の願い出があった場合は，その内容を

検討の上，別記様式第 1号により，学長に推薦するものとする。 

(証明書の発行) 

第 5 学長は，所属長の推薦により，別記様式第 2号により証明書を発行するも

のとする。 

(取消し) 

第 6 学生が虚偽の記載を行った場合又は虚偽の記載が明らかな場合は，学長

は，発行時にさかのぼって証明を取り消すものとする。 

(事務) 

第 7 証明書の発行に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 

(準用) 

174



第 8 この要項の規定は，研究生(外国人研究生を含む。)及び科目等履修生に準

用する。 

附 則 

この要項は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 4年 2月 16日 一部改正) 

この要項は，令和 4年 4月 1日から施行する。 
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別記様式第1号(第3，第4関係) 

(用紙 日本産業規格A4) 

 

 

証 明 願 

 

広島大学長    殿 

 

学部(研究科)等          

氏 名         

 

このことについて，下記のとおり社会貢献活動に従事しましたので，証明願います。 

 

記 

 

1 従事した社会貢献活動   (具体的に) 

 

2 従事した期間 

 

3 その他参考となる事項 

 

 

 

上記のとおり推薦しますので，証明書の発行をよろしくお願いします。 

 

     年  月  日 

 

(所属する学部，研究科又は専攻科の長)  

広島大学     長         

 

 

備考 証明願の提出に当たっては，可能な限り社会貢献活動を証明する書類等を添付して

ください。 
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別記様式第2号(第5関係) 

(用紙 日本産業規格A4) 

 

学章          第     号 

 

 

証 明 書 

 

 

  大学印 

学部(研究科)等         

氏 名          

生 年 月 日          

 

上記学生は，次のとおり社会貢献活動に従事したことを証明します。 

 

  

従事した社会貢献活動   

  従 事 し た 期 間   

そ の 他 特 記 事 項   

 

 

     年  月  日 

 

広島大学長       □印 
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○課外活動を行ったことに関する証明書発行要項 

(平成 28年 3月 2日学長決裁) 

課外活動を行ったことに関する証明書発行要項 

(趣旨) 

第 1 この要項は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条第 2項

(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条第 2項及び広島

大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条に

おいて準用する場合を含む。)の規定に基づき，課外活動を行った広島大学(以

下「本学」という。)の学生に対する証明書発行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(目的) 

第 2 この要項は，体育活動，芸術・文化活動，ボランティア活動等の課外活動

を行った者に対して，証明書を発行することにより，学生が行う課外活動を支

援することを目的とする。 

(証明書の発行の願い出) 

第 3 本学の学部，大学院又は専攻科に在籍する学生であって，本学の学生団体

に所属し，課外活動を行ったものは，証明書発行願(課外活動)(別記様式第 1

号。以下「発行願」という。)により学長に証明書の発行を願い出ることがで

きる。 

2 前項に規定する学生団体は，広島大学学生生活に関する規則(平成 16年 4月

1日規則第 15号。以下「規則」という。)第 5条の規定に基づく学生団体の届

出がなされ，かつ，証明書の発行を願い出た学生が課外活動を行った時期又は

証明書の発行を願い出た日において，本学の職員が部長又は顧問である学生団

体でなければならない。 

(証明書の発行) 

第 4 学長は，第 3第 1項の願い出があった場合は，その内容を検討の上，規則

第 5条第 1項から第 3項までに規定する学生団体結成届若しくは更新届又は他

の書類等により当該学生が学生団体に所属していた事実を確認できる場合は，

証明書(別記様式第 2号)を発行するものとする。 

(取消し) 

第 5 学生が発行願に虚偽の記載を行った場合又は虚偽の記載を行ったことが明

らかな場合は，学長は，発行時にさかのぼって証明を取り消すものとする。 

(事務) 

第 6 証明書の発行に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 

(準用) 

第 7 この要項の規定は，研究生(外国人研究生を含む。)及び科目等履修生に準

用する。 

附 則 

この要項は，平成 28年 4月 1日から施行する。 
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附 則(令和元年 5月 1日 一部改正) 

この要項は，令和元年 5月 1日から施行する。 
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別記様式第 1 号(第 3 関係) 

証明書発行願(課外活動) 
 

                                                 年  月  日 
  
広島大学長 殿 

（申込者）入 学 年 度 

学 生 番 号 

学部学科名等 

生 年 月 日 

氏 名 

連 絡 先 （    ）    － 

                   
下記のとおり証明書を発行願います。 
 

記 
 

所 属 学 生 団 体  

在 籍 期 間  

団 体 の 目 的  

役職名及び期間  

必 要 理 由  

 

※ 部長・顧問確認欄 
(署名)  

※ 広島大学職員である部長又は顧問が署名してください。 
 ご記入いただいた情報は、証明書発行のために利用するもので、その他の目的に利用する

ことはありません。 
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別記様式第 2 号(第 4 関係) 

第   号 
 

証 明 書 
 

学 部 

学 科 ・ コ ー ス 等 

氏 名 

生  年  月  日 

 
 
 上記学生について，下記のとおり証明します。 
 
 

記 
 
 
 課外活動歴 
 

所属学生団体名： 
在 籍 期 間：令和  年  月 ～ 令和  年  月 

   特 記 事 項： 
 
 
団体の目的 

 
 
 

  年  月  日 

                 広島大学長 
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○広島大学学生生活に関する規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 15号) 

広島大学学生生活に関する規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則 2号)第 56条第 2項

の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の学生(以下「学生」とい

う。)が学生生活上守るべき必要な事項について定めるものとする。 

(学生証) 

第 2条 学生は，学生証の交付を受け，常に携帯するものとする。 

2 学生証の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(住所届) 

第 3条 学生は，入学後速やかに，本人の住所並びに帰省先住所及び連絡先(以

下「住所等」という。)を所定の様式で所属学部の長に届け出るものとする。

住所等に変更があったときには，速やかにその旨を届け出るものとする。 

(健康診断) 

第 4条 学生は，本学が行う健康診断を受けるものとする。ただし，やむを得な

い理由のため受診することができないときは，所属学部の長に届け出てその

指示を受けるものとする。 

(学生団体の届出) 

第 5条 学生が，単一の学部の学生をもって団体を結成するときは，代表責任者

は，その所属学部の長に所定の学生団体結成届を提出するものとする。 

2 団体の構成員が 2学部以上にわたる団体であるときは，代表責任者は，学長

に所定の学生団体結成届を提出するものとする。 

3 結成された団体の活動が継続する場合は，毎年 5月末日までに，第 1項に基

づく学生団体の代表責任者にあってはその所属学部の長に，前項に基づく学

生団体の代表責任者にあっては学長に，所定の更新届を提出するものとす

る。 

4 前 3項に規定する届には，次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 団体の名称 

(2) 団体の目的 

(3) 連絡先 

(4) 代表責任者の氏名 

(5) 所属学部別の構成員数 

(6) 団体の構成員の氏名及び連絡先 

(学生又は学生団体の施設使用) 
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第 6条 学生又は学生団体が学内施設(運動場及び道路等を含む。)を使用すると

き(ちらし・ビラ等の文書を配付する場合を含む。)は，責任者は，原則として

3日前までに，学部の施設の場合にあっては当該学部の長に，その他の施設の

場合にあっては学長に，所定の施設使用願を提出し，その承認を受けるもの

とする。 

2 前項に規定する施設使用願には，次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 使用目的 

(2) 日時及び場所 

(3) 責任者の氏名 

(4) 参加人員(学外者の人員を含む。) 

(掲示及び立看板) 

第 7条 前条の規定にかかわらず，学生又は学生団体による学内での掲示物の掲

示又は立看板の掲出については，次に定めるところにより行うものとする。 

(1) 掲示物は，所定の学生用掲示板に掲示すること。 

(2) 立看板は，所定の学生用掲示場に掲出すること。 

(3) 掲示板の掲示物の大きさは 1平方メートル以内，立看板の大きさは 2平

方メートル以内とすること。 

(4) 掲示及び掲出の期間は 3週間以内とし，この期間を経過した掲示物及び

立看板は，撤去すること。 

(行事及び集会) 

第 8条 学生又は学生団体は，学内において行事又は集会を行う場合は，授業，

研究，診療，試験実施等に支障を来すことがないよう十分配慮しなければな

らない。 

(遵守事項) 

第 9条 学生又は学生団体は，法令及び本学の諸規則を遵守するものとし，本学

の秩序又は風紀を乱すことがあってはならない。 

(準用) 

第 10条 この規則の規定は，大学院及び専攻科の学生について準用する。 

2 第 2条の規定は，研究生(外国人研究生を含む。以下同じ。)，科目等履修

生，短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴講学生及び日本語等予備教育

生について準用し，第 3条及び第 4条の規定は，研究生及び科目等履修生につ

いて準用する。 

(雑則) 

第 11条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，

別に定める。 

附 則 
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1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生生活に関する規程(平成 7年広島大学

規程第 4号。以下「旧規程」という。)により交付されている学生証は，この

規則により交付された学生証とみなす。 

3 この規則の施行の際現に旧規程により届け出されている住所届及び学生団体

は，この規則により届け出された住所届及び学生団体とみなす。 

4 この規則の施行の際現に旧規程により使用の承認を受けている学生又は学生

団体は，この規則により使用の承認を受けた学生又は学生団体とみなす。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 2年 7月 21日規則第 189号) 

この規則は，令和 2年 7月 21日から施行する。 
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○広島大学学生証取扱細則 

(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学学生証取扱細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学学生生活に関する規則(平成 16年 4月 1日規則第

15号)第 2条第 2項の規定に基づき，学生証の取扱いに関し必要な事項を定め

るものとする。 

(交付) 

第 2条 学生は，入学，転学部若しくは転学科をしたとき，又はその有効期間が

経過したときには，所属の学部又は研究科で，所定の学生証(別記様式)の交付

を受け，常にこれを携帯しなければならない。 

第 3条 学生証には，本学指定の形式による本人の写真を掲載しなければ有効と

認めない。 

(有効期間) 

第 4条 学生証の有効期間は，発行の日から学部にあっては広島大学通則(平成

16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」という。)第 4条に定められた修業年

限，研究科にあっては広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。

以下「大学院規則」という。)第 6条から第 9条までに定められた標準修業年

限の末日までとする。 

2 修業年限又は標準修業年限を超えて在学し，前項に規定する有効期間が経過

した後に交付する学生証の有効期間は，次のとおりとする。 

(1) 通則第 22条第 1項又は大学院規則第 32条第 1項の規定に基づき長期に

わたる教育課程の履修を認められている者は，発行の日から当該履修を認

められた期間の末日までとする。 

(2) 前号以外の者は，発行の日から 1年間とする。ただし，発行時において

休学を許可されている者にあっては，発行の日から当該許可された休学期

間の終了後 1年を経過する日までとする。 

(提示) 

第 5条 学生証は，本学職員の要求があれば，いつでもこれを提示しなければな

らない。 

(取扱い) 

第 6条 学生証は，他人に貸与してはならない。 

第 7条 学生証は，学生が学籍を離れたとき，又は有効期間を経過したとき，速

やかに発行者に返さなければならない。 

(再交付) 
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第 8条 学生は，学生証を紛失したとき，若しくは著しく損傷したとき，若しく

は記載事項に変更があったとき又は学生証の有効期間を超えて在学しようと

するときは，速やかに再交付を願い出なければならない。 

(準用) 

第 9条 この細則(第 4条第 2項を除く。)の規定は，研究生(外国人研究生を含

む。以下同じ。)，科目等履修生，短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴

講学生及び日本語等予備教育生に準用する。この場合において，第 2条中

「入学，転学部若しくは転学科をしたとき」とあるのは特別研究学生にあっ

ては「受入れを認められたとき」と，特別聴講学生及び日本語等予備教育生

にあっては「受入れを許可されたとき」と，「所属の学部又は研究科」とあ

るのは研究生にあっては「所属の学部，研究科，原爆放射線医科学研究所，

全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設」と，短期国際交流学生にあっ

ては「所属の学部，研究科，原爆放射線医科学研究所，病院，全国共同利用

施設又は学内共同教育研究施設」と，日本語等予備教育生にあっては「森戸

国際高等教育学院」と，第 4条第 1項中「学部にあっては広島大学通則(平成

16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」という。)第 4条に定められた修業年

限，研究科にあっては広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。

以下「大学院規則」という。)第 6条から第 9条までに定められた標準修業年

限」とあるのは研究生にあっては「許可された研究期間」と，科目等履修生

及び特別聴講学生にあっては「許可された履修期間」と，短期国際交流学生

及び特別研究学生にあっては「受入れ期間」と，日本語等予備教育生にあっ

ては「許可された研修期間」と読み替えるものとする。 

2 前項の規定により，研究生，科目等履修生，短期国際交流学生，特別研究学

生，特別聴講学生及び日本語等予備教育生に対して学生証を交付するとき

は，それぞれ研究生，科目等履修生，短期国際交流学生，特別研究学生，特

別聴講学生又は日本語等予備教育生の表示をするものとする。 

(雑則) 

第 10条 この細則に定めるもののほか，この細則の実施に関し必要な事項は，

別に定める。 

附 則 

1 この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この細則の施行の際現に旧広島大学学生証取扱細則(昭和 31年 9月 14日制

定)に基づき交付されている学生証の取扱いについては，第 4条の規定にかか

わらず，なお従前の例による。 

 

   (略) 
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附 則(令和 2年 7月 21日 一部改正) 

この細則は，令和 2年 7月 21日から施行する。 
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別記様式(第2条関係) 

(表) 

 

(学章)     広 島 大 学 学 生 証 

 

            学生番号 

入学年度       年度 

所  属        

    (写真) 

            氏  名 

            生年月日      年  月  日 

            有効期限      年  月  日 

           上記の者は，本学の学生であることを証明する。 

                  年  月  日 

広島大学長 印 

 

(裏) 

 

注 意 事 項 

1 次の場合において，必要に応じ本証を提示しなければならない。 

  (1)本学の施設等を利用するとき 

  (2)本学の学内外で本学の学生又は職員であることを証明するとき 

2 本証は，他人に貸与し，又は譲渡してはならない。 

3 本証を紛失し，若しくは著しく損傷し，又は本証の記載事項に変更があった場合は，

遅滞なく届け出て，再発行を受けること。なお，紛失(盗難)もしくは著しい損傷にお

いて，その事由が天災その他不可抗力によらない場合の再発行費用は有償とする。 

4 次のいずれかに該当する場合は，遅滞なく本証を返却しなければならない。 

  (1)学生又は職員がその身分を喪失したとき 

  (2)(1)に掲げる以外のものが本学の施設等の利用資格を喪失したとき 

  (3)本証の有効期限が満了したとき 

5 本証は，認証を行うために必要な情報をICチップに記録しているので，取り扱いに留

意すること。 

6 この注意事項に定めのないことについては，身分証毎に定められた取扱規則等(広島

大学学生証取扱細則，広島大学職員証取扱要項，広島大学利用登録証取扱規則)及び

その他本学の諸規則に定めるところによる。 
 【連絡先】国立大学法人広島大学  
   〒739-8511 広島県東広島市鏡山1-3-2 ℡ 082-422-7111(代表) 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4 

cm 

 

 
 

  

  8.5cm 
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○広島大学におけるハラスメントの防止等に関する規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 111号) 

広島大学におけるハラスメントの防止等に関する規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 28条の規

定に基づき，広島大学(以下「大学」という。)におけるハラスメントが職員，

学生，生徒，児童及び園児並びにその関係者(以下「構成員」という。)の人権

を侵害し，又は就学，就労，教育若しくは研究(以下「就学・就労」という。)

の権利等を侵害するものであるという認識にたち，大学においてその発生を

防止するとともに，事後，適切に対応するため，ハラスメントの防止に関し

必要な事項を定めるものとする。 

(定義等) 

第 2条 この規則において「ハラスメント」とは，セクシュアル・ハラスメン

ト，パワーハラスメント，妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント及

びそのほかのハラスメントをいう。 

2 この規則において「セクシュアル・ハラスメント」とは，一定の就学・就労

上の関係にある大学の構成員が，相手の意に反する性的な性質の不適切な言

動を行い，これによって相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関

連して一定の不利益・損害を被るか，若しくは学業や職務に関連して一定の

支障が生じること，又は就学・就労のための環境を悪化させることをいう。 

3 この規則において「パワーハラスメント」とは，一定の就学・就労上の関係

にある大学の構成員が，優越的な関係を背景とした業務上必要かつ相当な範

囲を超えた言動を行い，これによって相手が，精神的な面を含めて，学業や

職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被るか，若しくは学業や職務に関

連して一定の支障が生じること，又はそのようなおそれがあることをいう。 

4 この規則において「妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント」とは，

一定の就学・就労上の関係にある大学の構成員が，妊娠・出産に関する言動

又は妊娠・出産，育児・介護に関する制度若しくは措置の利用に関する言動

を行い，これによって相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連

して一定の不利益・損害を被るか，若しくは学業や職務に関連して一定の支

障が生じること，又はそのようなおそれがあることをいう。 

5 この規則において「そのほかのハラスメント」とは，セクシュアル・ハラス

メント，パワーハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメ

ントにはあたらないが，一定の就学・就労上の関係にある大学の構成員が，

相手の意に反する不適切な言動を行い，これによって相手が，精神的な面を

含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被るか，若しくは
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学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又はそのようなおそれがあ

ることをいう。 

6 ハラスメントの行為者とされた者(以下「行為者とされた者」という。)の言

動が次の各号のいずれかに該当する場合は，ハラスメントがあると認めるも

のとする。 

(1) 行為者とされた者が第 2項から前項までの行為を行うとの意図を有して

いたと認められるとき。 

(2) 当該言動が明らかに社会的相当性を欠くと認められるとき。 

(防止及び啓発) 

第 3条 大学は，職員及び学生等に対し，ハラスメントの発生を防止するための

啓発に努める。 

(相談体制) 

第 4条 大学におけるハラスメントに関する相談への対応は，広島大学ハラスメ

ント相談室(以下「相談室」という。)が行う。 

2 相談室は，前項の相談に際し，ハラスメントの被害を受けたとする者(以下

「被害を受けたとする者」という。)のプライバシーを保護し，人権を侵害し

ないよう十分に配慮するものとする。 

(調査体制) 

第 5条 学長は，ハラスメントの事実関係を調査するため，及び必要な措置を講

じるため，当該の事案ごとに広島大学ハラスメント調査会(以下「調査会」と

いう。)を設置する。 

2 前項の調査会に関し必要な事項は，別に定める。 

3 調査会は，被害を受けたとする者，行為者とされた者及びそのほかの関係者

から公正な事情聴取を行い，調査結果を速やかに学長に報告する。 

4 前項の事情聴取においては，事情聴取対象者の人権やプライバシーの保護に

は十分に配慮するものとする。 

5 調査会は，調査の過程で，被害を受けたとする者の緊急避難措置，被害を受

けたとする者と行為者とされた者との間の調整又は被害を受けたとする者若

しくは行為者とされた者の配属又は所属する部局等での調査や調整等の勧告

等の必要を認めたときは，これを行う。 

6 前項の勧告に基づき，部局等に調査会を置くことができる。 

(調査結果の告知及び不服申立て) 

第 6条 学長は，調査会からの調査結果の報告を受け，被害を受けたとする者及

び行為者とされた者に対して，速やかに書面により調査結果を告知するもの

とする。 

2 前項の告知を受けた者は，当該告知内容について不服がある場合は，告知を

受けた日の翌日から 2週間以内に，書面により学長に不服を申し立てること
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ができるものとする。ただし，当該事案に関して，広島大学職員懲戒規則(平

成 16年 4月 1日規則第 97号)に基づく懲戒に係る審査を受ける者は，不服を

申し立てることはできない。 

3 学長は，前項本文の不服申立てがあった場合は，不服を申し立てた者に対し

て，申立て内容の検討結果について書面により通知するものとする。 

4 前項の通知内容に対する不服申立ては，認めない。 

(措置の決定及び実施) 

第 7条 学長は，調査会からの調査結果の報告を受け，被害を受けたとする者の

不利益の回復，環境の改善及び行為者とされた者に対する指導等の必要な措

置を決定し，実施する。 

2 学長は，前項の決定に当たり，さらに審議が必要と認められる事項について

は，教育研究評議会に付議する。 

(雑則) 

第 8条 この規則に定めるもののほか，ハラスメントの防止及び事後の対応に関

し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 旧広島大学ハラスメントの防止等に関する規程(平成 11年広島大学規程第 12

号。以下「旧規程」という。)により置かれたハラスメント相談員及び同専門

相談員が行ったハラスメントに関する相談業務等の行為は，この規則により

置かれたハラスメント相談員及び同専門相談員が行ったものとみなす。 

3 旧規程により設置されたハラスメント調査会については，この規則に基づき

設置されたものとみなす。 

 

  (略) 

 

附 則(令和 3年 3月 22日規則第 57号) 

この規則は，令和 3年 4月 1日から施行する。 
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附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学東千田キャンパスの構内交通に関する細則

(平成16年4月1日副学長(財務担当)決裁)

広島大学東千田キャンパスの構内交通に関する細則

(趣旨)

第1条　この細則は，広島大学構内駐車場利用規則(平成16年4月1日規則第115号)第

9条の規定に基づき，広島大学東千田キャンパス構内(以下「構内」という。)に

おける自動車及び二輪車(以下「車両」という。)の交通規制に関し必要な事項を

定めるものとする。

(定義)

第2条　この細則において「自動車」とは，道路交通法(昭和35年法律第105号)に規

定する自動車(自動二輪車を除く。)をいい，「二輪車」とは，同法に規定する自

動二輪車及び原動機付自転車をいう。

2　この細則において「部局等」とは，構内に所在する学部，研究科，図書館，学

内共同教育研究施設及び東広島地区運営支援部東千田地区支援室(以下「支援

室」という。)をいう。

(入構制限)

第3条　構内に自動車により入構しようとする者は，入構の許可を受け，広島大学

(以下「本学」という。)が発行する職員証，学生証又は利用登録証のいずれかを

所持していなければならない。

2　前項に定める入構の許可は，部局等に配属又は所属する者にあっては当該部局

等の長，その他の者にあっては関係の部局等の長が行う。

3　前項の許可を受けた者以外で，自動車により入構しようとするときは，臨時入

構許可申請書・証明書に必要事項を記入の上，業務先の確認印及び駐車券ととも

に支援室へ提示し，関係の部局等の長の許可を得なければならない。

4　支援室は，前項の許可を受けた者に対して，駐車券の無料認証を行うこととす

る。

(申請資格等)

第4条　入構許可の申請資格者は，次に掲げる者とする。

(1) 部局等に配属又は所属する職員(第7号イに該当する者を除く。)で自動車に

よる通勤届出があり，かつ，自動車任意保険のうち「対人賠償保険」(以下

「任意保険」という。)の契約を締結している者又はその保険の被保険者とな

っている者

(2) 本学の学生(研究生等を含む。以下同じ。ただし，この号において第7号ロ

に該当する者を除く。)で，特別な事情により自動車を利用しなければ構内へ

の通学が困難であり，任意保険の契約を締結している者又はその保険の被保険

者となっている者で，副学長(学生支援担当)が定める安全教育を受講している

者。ただし，次に該当する者を除く。

イ 学部学生の1年次生

ロ 広島市内(中区，南区，西区及び東区に限る。)在住者。ただし，勤務先が

遠隔地である者又は公共の交通機関が極端に少ない地域に居住している者と
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認められるときは，この限りでない。

(3) 放送大学広島学習センターの職員(第8号に該当する者を除く。)

(4) 放送大学広島学習センターの学生(第8号に該当する者を除く。)で，特別な

事情により自動車を利用しなければ通学が困難で，任意保険の契約を締結して

いる者又はその保険の被保険者となっている者

(5) 構内において食堂及び売店等の事業を行うことが認められている事業所の

職員

(6) 商用等のため構内を訪れる業者

(7) 部局等に配属又は所属する職員及び本学の学生のうち障害者手帳の交付を

受けている者で，次に該当するもの

イ 職員にあっては，任意保険の契約を締結している者又はその保険の被保険

者となっている者

ロ 本学の学生にあっては，任意保険の契約を締結している者又はその保険の

被保険者となっている者で，安全教育を受講しているもの

(8) 放送大学広島学習センターの職員及び学生のうち障害者手帳の交付を受け

ている者

(9) 本学における教育，研究又は診療等のため学外から構内を訪れる者

(10) その他教育研究の遂行のため特に必要があると理事(財務・総務担当)(以

下「理事」という。)が認めた者

(申請期間等)

第5条　入構許可の申請期間は，次に掲げるとおりとする。

(1) 前条第1号から第6号までに該当する者にあっては，毎年4月1日から4月15日

まで，又は10月1日から10月15日までとし，それ以外の期間は，駐車場に余裕

がある場合のみ申請できるものとする。

(2) 前条第7号から第10号までに該当する者にあっては，随時申請できるものと

する。

2　入構許可の申請手続方法等は，別紙第1のとおりとする。

(整理業務等)

第6条　車両による入構及び駐車整理の業務に要する経費については，本学が管理

の必要から支弁するもののほか，車両による入構及び駐車の許可を受けた者(以

下「利用者」という。)の負担とする。

2　本学が支弁する経費及び利用者の負担金については，次に掲げるとおりとす

る。

(1) 本学が支弁する経費は，利用者が負担する平日の午前7時から午後11時まで

の入構及び駐車整理の業務等に要する経費以外のもので，本学が管理の必要か

ら支弁する経費とする。

(2) 利用者の負担金の額は，車両による入構及び駐車整理の業務に要する最低

限度の費用相当額とする。

(3) 前号に規定する利用者(第4条第1号から第6号までのいずれか又は第10号に

該当する者に限る。)の負担金の額は次の表のとおりとし，日割り計算は行わ

ないものとする。

区分 金額

イ 駐車場を利用する期間1年 10,000円

ロ 駐車場を利用する期間半年 5,000円

ハ 駐車場を利用する期間1月 1,000円
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3　利用者の負担金については，次に掲げる者にあっては，これを免除することが

できる。

(1) 第4条第7号，第8号又は第9号に該当する者

(2) 二輪車により入構する者

4　第3条第3項の許可を受けずに入構した者(以下この項において「一般外来者」と

いう。)が負担する経費に関し必要な事項は，理事が定める。

5　特別の事情により第2項第3号の表に規定する期間の入構許可の申請ができない

者であって，部局等の長が認めたものは，駐車場を利用する期間に応じた申請を

することができるものとする。

6　利用者の負担金は，現金により納付するものとする。

7　次の各号のいずれかに該当する場合で，利用者から所定の様式により，納付し

た利用者の負担金の返還の請求があったときは，当該各号に規定する額を当該利

用者に返還するものとする。ただし，当該返還の請求の対象となる事実が発生し

た日の属する年度の3月末日までに，当該返還の請求が受理されなかった場合

は，この限りでない。

(1) 入構が許可されるまでに，申請者が入構許可の申請を取下げた場合　納付

した額

(2) 第4条及び第5条第1項第1号の要件を満たしていないことにより不交付とな

った場合　納付した額

(3) 入構許可後に構内に自動車により入構する必要がなくなった場合　納付し

た額

(4) 錯誤による納付があった場合　第2項第3号の表に規定する利用者の負担金

の額を超えて納付した額

(5) 職員が部局等から本学の他の地区等に異動又は他の機関に転出した場合

第2項第3号の表イに規定する金額を納付した者のうち駐車場を利用する有効期

間が半年以上ある者については，期間半年の額

(6) 本学の学生が休学又は卒業した場合　第2項第3号の表イに規定する金額を

納付した者のうち駐車場を利用する有効期間が半年以上ある者については，期

間半年の額

(7) 放送大学広島学習センターの職員及び学生並びに構内において食堂，売店

等の事業を行うことが認められている事業所の職員が構内への入構を要しなく

なった場合　第2項第3号の表イに規定する金額を納付した者のうち駐車場を利

用する有効期間が半年以上ある者については，期間半年の額

(8) その他理事が認めた場合　第2項第3号の表イに規定する金額を納付した者

のうち駐車場を利用する有効期間が半年以上ある者については，期間半年の額

(入構許可期間)

第7条　入構許可期間は，5月1日から翌年の4月30日までの間とする。

(ゲートの運用)

第8条　車両により入出構できる時間等については，原則として午前7時から午後11

時までとする。ただし，特別の理由がある場合は，理事が指定する者(以下「警

備員」という。)に申し出て入出構することができるものとする。

(遵守事項)

第9条　構内において車両を運転する者は，次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。

(1) 歩行者の安全を第一とし，構内に設置した道路標識及び道路標示に従って
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運転すること。

(2) 構内では，時速20キロメートル以内を厳守し，騒音には特に注意するこ

と。

(3) 駐車場又は駐輪場以外の場所に駐車又は駐輪しないこと。

(4) 身障者用駐車場には，身障者以外駐車しないこと。

(指導及び取締り)

第10条　構内の車両の交通指導及び取締りは，警備員が行うものとする。

(違反者に対する措置)

第11条　車両を運転して入構した者が，第9条の規定に違反した場合は，次に掲げ

る措置を採ることができる。

(1) 違反車両については，別紙第2の告知書をのり付けした上，当該車両を固定

する。

(2) 違反回数が3回以上の者については，以後車両による入構を禁止する。ただ

し，悪質な行為を行った者については，直ちに車両による入構を禁止する。

2　前項第1号の規定により車両を固定された者は，本学の学生にあっては指導教員

又はチューター，職員にあっては部局等の長，学外者にあっては用務先の部局等

の長の固定解除承諾書を警備員に提示の上，固定解除を受けるものとする。

(放置車両に対する措置)

第12条　長期間にわたり構内に放置された車両については，1月間警告措置を採っ

た上，撤去するものとする。ただし，撤去に要した費用は，当該放置車両所有者

の負担とする。

(適用除外)

第13条　次の各号のいずれかに該当する車両で，一時的に入構し駐車しようとする

者については，第3条第1項の規定は，適用しないものとする。

(1) 清掃車

(2) 消防車等の緊急自動車

(3) 郵便物，電報及び新聞等の配達車両

(4) その他学長が特別に認めた車両

(事故処理等)

第14条　この細則に定めるもののほか，構内における車両の事故処理等について

は，関係法令の定めるところによる。

2　駐車場その他構内における車両の盗難等の事故については，本学は一切責任を

負わない。

(臨時の規制)

第15条　緊急事態が発生した場合又は本学の行事等を行う場合は，この細則の規定

にかかわらず，臨時の構内交通規制等を行うことができる。

(雑則)

第16条　この細則に定めるもののほか，東千田キャンパスの構内交通に関し必要な

事項は，理事が定める。

附　則

1　この細則は，平成16年4月1日から施行する。

2　この細則の施行の際現に旧広島大学東千田キャンパスの構内交通に関する要項

(平成13年11月13日制定)に基づいて許可されている者は，この細則に基づき許可

された者とみなす。
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（略）

附　則(令和5年3月28日　一部改正)

この細則は，令和5年4月1日から施行する。
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別紙第1(第5条第2項関係) 

(常時又は一定の期間入構する者) 

 
区
分 

職員証等の種類 申請の受付期

間 
申請者 担当係 申請書の種類 備考 

自
動
車 

職員証 

学生証 

利用登録証 

 

4月1日～4月15

日 
職員 
(第4条第1号

又は第7号イ

に該当する

者) 

東千田地区支援室 入構許可申請

書(別記様式第

1号) 

 

学生 
(第4条第2号

又は第7号ロ

に該当する

者) 

放送大学等の

職員・学生 
事業所の職

員・業者 
(第4条第3

号，第4号，

第5号，第6号

又は第8号に

該当する者) 

・上記以外の

期間は駐車

場に余裕が

ある場合の

み受付 

同上 同上 同上 ・受付する場合

は，東千田地

区支援室から

各部局等へ連

絡する。 

随時 職員 
学生 
(第4条第9号

又は第10号に

該当する者) 

同上 同上  

 

(臨時に入構する者) 
 
区
分 

証明書の種類 

 

受付期間 申請者 受付場所 備考 

自
動
車 

臨時入構許可

申請書・証明

書(別記様式第

2号) 

 

随時 職員 
外来者 

東千田地

区支援室 
東千田キャンパスへ業務により入構する場合は，

臨時入構許可申請書・証明書に必要事項を記入の

上，駐車券とともに支援室へ提示することとし，

支援室において入構許可を受けたものと確認でき

る場合は，駐車券の認証を行うこととする。 
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別紙第2 指導及び取締り等(第11条関係) 

告 知 書 

 

この車両は，広島大学東千田キャンパスの構内交通に関する細則に下記のとおり違反し

ていますので，同細則第11条の規定により下記のとおり措置します。 

 

  年  月  日 時間   ：       

広 島 大 学           

 
記 

 

違反事項(○印が違反事項) 

1．この場所は，駐車禁止です。 
2．この場所は，身障者用の駐車場です。 
3．この車両は，長期間放置された車両です。 

 

措置 

・ 車両を動かせないように固定しております。 
・ 固定解除を受けようとする者は，下記固定解除承諾願に記入の上，固定解除承諾書
に，学生にあっては指導教員又はチューター，職員にあっては部局等の長，学外者に
あっては用務先の部局等の長の署名，押印を受けて，日曜日及び休日を除き，午前9
時から午後5時までに警備員室へ出頭してください。 

・ 出頭しないで車両を動かしたために生じた移送費，保管費，損害については，広島
大学は一切責任を負いません。 

  
 

固 定 解 除 承 諾 願 

  年  月  日     

 
運転者氏名                      
 
住所・連絡先                     
 
車両番号                       
 

以後，「広島大学東千田キャンパスの構内交通に関する細則」を遵守いたしますので，固

定解除の承諾をしてくださるようお願いします。 

  
 

固 定 解 除 承 諾 書 

 

上記運転者の車両の固定解除を承諾する。 

  年  月  日          
 

署 名                  
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別記様式第1号 

東千田キャンパス 入構許可申請書 

( 自 動 車 ) 

   年   月   日 

申 請 理 由 新 規 ・ 更 新 ・ 自動車の変更 ・ その他 

申 請 期 間   年  月  日 ～   年  月  日 

職

員 

職 員 番 号   内線番号 

部 局 等 名   

住 所   自宅電話番号 

(    ) 

    ― 氏 名   

学

生 

学 生 番 号   学 部     学科 

研究科     専攻 

研究室(内線番号    ) 氏 名   

自 宅 住 所 □(     )    ― 

勤 務 先 名

及 び 住 所 
□(     )    ― 

【担当部署・係まで詳細に記入してください。】 

安 全 教 育

受 講 年 月 日 
   年   月   日 

上

記

以

外 

会 社 名 等   自宅電話番号 

(    ) 

    ― 所 在 地   

氏 名   

主たる用務先   

登

録

申

込

車 
車 種 乗用車(普・軽) ・ 貨物車(バン・トラック) ・ その他 

車 名(色) (色        )   

車 両 番 号   

自動車(任意)

保険契約期間 
  年  月  日 ～   年  月  日 

申 請 理 由 

  

  部局等担当者確認印   
 

以下の欄は記入しないでください。 

許 可 年 月 日      年   月   日 

駐 車 番 号   

利用者負担金   
 

201



別記様式第2号

　　　　　　（注）当日限り有効

□　職員

□　その他（　　　　　　　　　　　）

○○の会議出席のため

○○研究室において○○先生と研究打ち合わせのため

　

駐車時間
　午前　　　　　　　：　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　：

　午後　　　　　　　：　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　：

（記入例）

１．本申請書・証明書は，部局等の長の責任において発行する，臨時に広島大学東千田キャンパスに
　　入構する者専用の入構許可申請書・証明書です。
２．広島大学東千田キャンパスに業務があり，一時的に駐車場の利用を希望される方は，この申請書・
　　証明書に記載し，駐車券とともに東千田地区支援室にお持ち下さい。
　　業務と確認できる場合は，無料駐車の認証をします。
３．支援室開室時間　：　平日　８：３０～２１：１５　　土曜　１０：００～１８：１５
　　＊なお，支援室開室時間外の対応はできませんので，ご注意願います。

配属又は所属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島大学関係者の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行部局等の長（　　　　　　　　　　　）

運転者氏名 　

業務先及び業務
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 業務先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　確認印　　　　　　　　㊞

臨時入構許可申請書・証明書（東千田キャンパス）

整理No.　　　　　　　　　

申請区分 入構日 　　　年　　　月　　　日
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別記様式第3号 

 

駐車券 

 

表面 

  広島大学東千田キャンパス駐車場 

  

  

  こ の 券 は 持 っ て 降 り て く だ さ い   

・この券は，出構の際に必要です。 

・出構の際に，出口の読取機に挿入し，利用時間に応じた料金をお支払い

ください。 

 

 

 

※入構後20分以内に出構する場合は，無料です。 

 
AW3647 

 

 

裏面 

  
 

業務でお越しの際は，無料認証いたしますので，下記へ 

ご提示ください。 

 ・東千田地区支援室（広島大学に御用の方） 

 ・放送大学事務室（放送大学に御用の方） 

 

 

 

  
ご注意 

  

  

    

  

1．駐車中における事故，災害，盗難については責任を負いません。 

2．この券は，出構の際に必要ですから紛失しないようにお願いい

たします。 

3．車を離れる時は施錠してください。 
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○気象警報の発表，公共交通機関の運休又は事件・事故等の場合における授業等の取扱いについて 
平成 24 年 2 月 13 日 
理事(教育担当)決裁 

 
 気象警報の発表，公共交通機関の運休又は事件・事故等の場合における授業(期末試験等を含む。)
の取扱いについては，次のとおりとする。 
 
第 1 授業を一斉休講(授業日における授業(土曜日開講のものを除く。)の休講をいう。)とする際の

取扱い 
 
1 理事(教育担当)(以下「理事」という。)の判断を必要としない一斉休講 

広島地方気象台から，特別警報が広島市中区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対して発

表された場合は，その市に所在するキャンパスのすべての授業を一斉休講とする。 
ただし，東広島市に対して波浪又は高潮の特別警報のみが発表された場合は，一斉休講は行わ

ない。 
 
2 理事の判断を必要とする一斉休講 

次の場合で，各キャンパスにおける授業を実施することが困難であると理事が判断したときは，

当該キャンパスの当日の授業を一斉休講とする。なお，霞キャンパス(東千田キャンパス)において

(1)から(3)までの場合により一斉休講とするときは，東千田キャンパス(霞キャンパス)においても

同様に一斉休講とする。 
一斉休講とする授業時限の範囲とその判断時刻の目安は 3.のとおりとする。 
(1) 広島地方気象台から，大雨，洪水，大雪，暴風又は暴風雪のいずれかの警報が，広島市中

区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対して発表された場合 
(2) 台風の接近等により，あらかじめ広島市中区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対し

て，大雨，洪水，大雪，暴風又は暴風雪のいずれかの警報の発表が予想される場合 
  (3) JR 山陽本線等の公共交通機関が，事故，大雨等の災害又はストライキ等で運休する場合 
  (4) 学生・職員が大学へ通学・通勤することが困難な状況が発生した場合 
  (5) その他，事件・事故等が発生し，構内への立ち入りが規制された場合 
 
3 一斉休講する授業時限の範囲と判断時刻の目安 

一斉休講とする授業時限の範囲 判断時刻 

8:45 から 12:10 までに開始される授業 06:45 頃まで 

12:50 から 17:05 までに開始される授業 10:50 頃まで 

17:30 から 19:40 までに開始される授業 16:00 頃まで 

 
4 一斉休講時における授業実施の特例 
  一斉休講時において授業を実施できる特例は，次のとおりとする。 

(1) インターンシップや野外実習，ボランティア活動等一斉休講措置としたキャンパス内で開

講されない授業で，受講生の安全が確実に確保されていると開設部局の長等が判断した場合
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は，当該授業を実施できる。 
(2) 双方向システムによる授業で，配信先のキャンパスのみが一斉休講である場合は，配信先

キャンパスでの受講生に対して当日配付資料の配付，レポート提出等により当日の授業を補

完し，受講者間で教育内容に差が生じないと開設部局の長等が判断した場合に，配信元の授

業を実施できる。 
  (3) オンラインによる授業で，以下のいずれかに該当する場合は，開設部局の長等の判断によ

り当該授業を実施できる。なお，授業担当教員は，受講者の不利益とならないよう，授業実施

について必要な連絡を行うものとする。 
・同時双方向型の授業で，受講者全員が自宅等で受講可能なことが予め確認できる場合 

   ・オンデマンド型の授業の場合 
 
第 2 第 1 以外の取扱い 

 
第 1 の取扱いに基づき，開設部局等の長は授業を休講とするかどうか判断することとし，決定

した措置等については，速やかに理事へ報告するものとする。 
 
第 3 その他 
 

第 2 にかかわらず，理事が授業を実施することが困難であると判断した場合は，休講措置を講

じることができるものとする。 
 
第 4 適用 
   

この取扱いは，令和 4 年 5 月 24 日から適用する。 
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○期末試験等における不正行為の取扱いについて 

(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

1 期末試験等において不正行為を行った者の当該期の履修科目の取扱いについ

ては，次のとおりとする。 

(1) 教養教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての教養教育

科目の評価を「不可」とする。ただし，教養ゼミを除く。 

(2) 専門教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての専門教育

科目の評価を「不可」とする。 

2 期末試験等において不正行為を行った者は，広島大学学生懲戒規則(平成 28

年 3月 7日規則第 20号)により懲戒処分を行う。 

3 大学院及び専攻科の期末試験等については，1及び 2に準じて取り扱う。 

 

   (略) 

 

附 則(平成 30年 3月 9日 一部改正) 

この改正は，平成 30年 4月 1日から適用する。 
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○学業に関する評価の取扱いについて  

平成 18 年 4 月 1 日 

副学長(教育・研究担当)決裁  

  
Ⅰ 学部学生の学業に関する評価について  

1. 授業科目の成績評価及び到達度の評価について  

(1) 授業科目の成績評価  

次のいずれか又は併用によるものとする。  

① 秀，優，良，可及び不可の 5 段階評価とする。なお，不可については，その評価が 

出席回数不足，期末試験未受験等の理由による場合，学生に対して欠席と通知するこ

とができる。  

   5 段階評価の基準は，100 点満点で採点した場合に，90 点以上を秀，80～89 点を優， 

70～79 点を良，60～69 点を可とし，60 点未満は不可（不合格）とする。  

② 0～100 点の点数評価とする。   

       60 点未満は不合格とする。  

③ただし，特別な理由により，5 段階評価により難い場合のみ合格又は不合格の合否評価

とする。 

④③の特別な理由については，プログラム担当教員会等で判断する。 

 

(2) 到達度の評価  

教育プログラムが詳述書で定めた学習の成果の評価項目と評価基準に基づき，到達度 

の評価は，「極めて優秀」，「優秀」及び「良好」の 3 段階評価とする。  

  
2. 平均評価点(GPA：Grade Point Average)について  

本学共通の平均評価点(GPA：Grade Point Average)の算出方法等については，以下

の方法によるものとする。  

 [計算式]  
平均評価点 = 秀の単位数 × 4 + 優の単位数 × 3 +良の単位数 × 2 + 可の単位数 ×1 ×100  

 総登録単位数× 4 

(1) 平均評価点は，小数点第 3 位以下を切り捨てるものとする。  

(2) 各学期（直前の期）及び通年（入学後から直前の期）で計算するものとする。  

(3) 5 段階評価が付されている授業科目を計算の対象とする。   
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Ⅱ 大学院学生及び専攻科学生の学業に関する評価について  

 授業科目の成績評価を行い，その評価は，次のいずれかによるものとする。  

1. 秀，優，良，可及び不可の 5 段階評価とする。なお，不可については，その評価が出席回 

数不足，期末試験未受験等の理由による場合，学生に対して欠席と通知することができる。  

5 段階評価の基準は，100 点満点で採点した場合に，90 点以上を秀，80～89 点を優，70～ 

79 点を良，60～69 点を可とし，60 点未満は不可（不合格）とする。  

2. ただし，特別な理由により，5 段階評価により難い場合のみ合格又は不合格の合否評価とす

る。  

3.2.の特別な理由については，プログラム担当教員会等で判断する。 

 

Ⅲ 認定科目について  

1. 入学前に他大学等で行った学修又は修得した単位（外国語検定試験等及び編入学した場合を

含む。）を本学における授業科目の履修とみなし，単位認定する場合，成績評価は付さない。  

2. 入学後に他大学等で行った学修又は修得した単位（外国語検定試験等を含む。）を本学におけ

る授業科目の履修とみなし，単位認定する場合，原則として成績評価は付さない。ただし，

協定等により成績評価を付す相応の根拠がある場合に限り，学部等の判断により成績評価を

付すことができる。  

3. 入学前に本学で修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を単位認定する場

合は，学部等の判断により成績評価を付すことができる。  

4. 成績評価を付さない授業科目の評価欄は，認定と表示する。  

   
Ⅳ 適用について  

1. この取扱いは，令和 2年度から適用する。  

2. 令和元年 10 月 1 日以前に入学した学生の学業に関する評価の取扱いについては，Ⅰ1.(1)

の③，④及びⅡの 3.の取扱いを除き，なお従前の例による。  

  
 

(注)（平成 22 年 3 月 16 日 一部改正）  

この改正は，平成 22 年 4 月 1 日から適用する。  

  
(注)（平成 23 年 3 月 10 日 一部改正）  
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この改正は，平成 23 年 4 月 1 日から適用する。  

   
(注)（平成 27 年 1 月 7 日 一部改正） 

この改正は，平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 

  

(注)（令和 2 年 5 月 26 日 一部改正） 

この改正は，令和 2 年 4 月 1 日から適用する。  
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【４　修了後の制度】
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法務研修生について 

 

 

 

法科大学院を修了した者のうち，司法試験受験のため引き続き本研究科で自学自習を希望

する者に対し，審査の上，法務研修生となることを許可し，法科大学院院生自習室およびロ

ッカー等の利用を認める制度です。 

法務研修生になることを希望する場合は，「法務研修生受入許可申請書（別記様式第１号）」

に必要事項を記入の上，所定の期日（別途通知）までに東千田地区支援室へ提出してくださ

い。 

なお，法務研修生の受入期間は，修了した年度の翌年度の１１月末までで，当該受入期間

の法務研修料は免除されます。 

また，受入期間の延長を希望する者に対し，１年間の延長を認めることがあります。ただ

し，当該延長期間については，年額 20,000 円の法務研修料が必要となります。 
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【５　教員名簿・建物配置図】
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東千田キャンパス構内配置図

（
東
　
千
　
田
　
公
　
園

）

駐　車　場

慰霊碑

東千田地区支援室（１階）

警備員室

日赤病院前

←広島駅 宇品港→

入
構
ゲ
ー

ト

　駐輪場 　駐輪場

　駐輪場 　駐輪場

　駐輪場 　駐輪場

総合校舎S棟

総合校舎A棟

総合校舎Ｂ棟

東千田
未来創生
センター

Ｍ棟

総合校舎
Ｃ棟

総合校舎L棟
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S101

A206

① ③

S205
書　庫

S209
地域経済
システム
研　　究
センター

S206
金融庁

連携講座ＥＶ

S202
第２

演習室

S201
第１

演習室

S210
山根

教員室

S211
Vuong

Bao Ngoc
教員室

S204
第４

演習室

S203
第３

演習室

Ｓ２０７
講義室

S208
法学部
長　室

S227
相談室

A205

教員室

A204

教員室 女子トイレ

男子トイレ

A202
法科大学院院生自習室

EV

A203
マネジメント

プログラム心

理実験室
②

A201
法科大学院
院生自習室

身障者用
トイレ

【総合校舎Ａ棟】

男子トイレ

S214
マネジメント

研究センター

▲

身障者用
トイレ

S218
秋山教員室

S225
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ長室

EV

▲

S219
徐　教員室

男子トイレ

男子トイレ

【総合校舎A棟・S棟】

S213

教員室

S212
片木

教員室

S222
小野教員室

S221
相馬教員室

女子トイレ

A108
機械室

女子
トイレ

S215
金

教員室

身障者用
トイレ

S216
第９

演習室

ＥＶ

女子
トイレ

S226
印刷室

　【総合校舎Ｓ棟】

　【総合校舎Ｓ棟】

１Ｆ

A101
東千田地区支援室

A107
電気室

S223
鈴木教員室

S220
Peltokorpi
教員室

S224
大河内教員室

２Ｆ

【総合校舎Ａ棟】

グループ学習室

図 書 館

（東 千 田 図 書 館）

証明書

自動発行機
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A601
体　育　室

器
具
庫

A505
男子

更衣室

A501
多目的室

６Ｆ

【総合校舎Ａ棟】
EV

５Ｆ

【総合校舎Ａ棟】
EV

A504
女子

更衣室

A503
５０３

（第７演習室）

A502
経済学部

夜間主ｺｰｽ
主任室

男子トイレ

女子トイレ

放送大学
４Ｆ

【総合校舎Ａ棟】
EV

A404
４０４講義室

A403
４０３講義室

男子トイレ

女子トイレ

A402
４０２講義室

（双方向・ＡＶ講義室）

A401
倉庫

A405
４０５

（第６演習室）

放送大学
３Ｆ

【総合校舎Ａ棟】
EV

A304
中会議室

A308
小柏

教員室

A307

教員室

A306
周

教員室

男子トイレ

女子トイレ

給湯室

A302
大会議室

A301
倉庫

A305
実務法学
専攻長室
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C103

３Ｆ

▲

▲
▲

車椅子用
リフト階段

１Ｆ

ホール

C107
倉庫

男子
トイレ

女子
トイレ

C106
洗濯室

２Ｆ

B206
印刷室

B204
法科大学院
院生自習室

B207
周田

教員室

B208
岩元
教員室

B209
神野
教員室

B210

給湯室

B211
田村
教員室

B304
会議室

B305
事務室

B301
Luli

教員室

B302
友次
教員室

B303
川野
教員室

B306
センター
長室

B307
セミ

ナー室

C301
課外活動施設１

男子
トイレ

C207
柴田（浩）教員室

C206
教員室

C303
課外活動施設２

C309

３Ｆ

湯沸室

C304
院生計算機室

C305
経済学プログラム

院生室

車椅子用
リフト階段

女子
トイレ

男子
トイレ

B219
築達

教員室

B214
門田
教員室

B218
松嶋
教員室

B201
法務研修生自習室

B205

B216

教員室

B217
盧

教員室

B215
林

教員室

B213
秋野
教員室
B212
日山
教員室

B220
原田

教員室

女子
トイレ

男子
トイレ

女子
トイレ

C203
尚志会

C208
日本銀行
連携講座

C210
職員休養室

C204
職員宿舎管理人室

C205
教員室

C202
倉庫

２Ｆ

B112
計算機室

B109

B108
印刷室

B120
ﾘｰｶﾞﾙ･ｻｰﾋﾞｽ･ｾﾝﾀｰ

（法律相談室）

B107

ハラスメント相談室

アクセシビリティ相談室

B118
小濱

教員室

B117
田上
教員室

B114
マネジメントプログラム

院生控室

B116
野田
（隆）
教員室

女子
トイレ

身障者用
トイレ

B115
警備
員室

男子
トイレ

【総合校舎Ｃ棟】

C101
人事グループ
環境担当

C104
広島大学
校友会
東千田
事務室

C105
事務室

倉庫

B111

B105
教員室

１Ｆ

B110
教員室

B106
教員室

B104 B103
教員室

B102
教員室

B101
教員室

【総合校舎Ｂ棟】

C102

屋上

平和センター
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▲

▲

L307

教員室

L308
堀田
（尚）

教員室

L309
山口

教員室

L310
新井

教員室

L311
堀田
（親）

教員室

女　子

トイレ

男 子
 トイレ

女 子
 トイレ

L604
器具庫

L318
油納

教員室

L319
山川

教員室

L320
金（ミ）
教員室

L321
福永

教員室

L322
吉田

教員室

男　子

トイレ

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

ト イ レ

L313

教員室

L314
安永

教員室

L315
野田
（和）

教員室

L316
井上

教員室

L317

教員室

女 子
 トイレ

L214
コモンスペース

EV EV

渡り廊下

３Ｆ ６Ｆ

L602
女子更衣室

L601
アリーナ

L301
SUN

教員室

L302
吉中

教員室

L303
迫田

教員室

L304
柴田
（佳）

教員室

L305

教員室

L312
永山

教員室 L603
男子更衣室

EV L323

湯　　沸

コーナー

L325
印刷室

L326
資料室

L324
コモンスペース

EV EV

L306

教員室

L509
多目的スペース（１）

L510
倉庫

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

ト イ レ

L207
学生室

L208
学生室

L209
学生室

L210
学生室

L502
事務室

L503
会議室（１）

L504
会議室（２）

L505
会議室（３）

L506
会議室

（４）

EV L213

湯　　沸

コーナー

L215
書庫

EV L508

湯　　沸

コーナー

L211
学生室

L212
学生室

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

ト イ レ

L507
多目的スペース（２）

男 子
 トイレ

女 子
 トイレ

男 子
 トイレ

２Ｆ ５Ｆ

L201
学生ロッカー室

L202
学生室

L203
学生室

L204
学生室

L205
学生室

L206
学生室

L501
応接室

男子トイレ

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

ト イ レ
男 子
 トイレ

女 子
 トイレ女子トイレ

L417
辛嶋

教員室

L418
高田

教員室

L419
伊藤

教員室

渡り廊下

L420
荒木

教員室

L421
MOUSO

URAKIS

教員室

L422
松原

教員室

L426
資料室

L424
コモンスペース

EV EV

L102
書籍販売コーナー

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

ト イ レ

L413

教員室

L414
重村

教員室

L415
岡田

教員室

L416
稲谷

教員室

手　　洗

コーナー

EV
玄関ホール

EV L423

湯　　沸

コーナー

L425
印刷室

L103
オープンキッチン

L411
手塚

教員室

L412
江頭

教員室L101
食　　堂

L402
浅利

教員室

L403
野間

教員室

L404
宮永

教員室

L405

教員室

L406
長久

教員室

L407

教員室

【総合校舎Ｌ棟】

１Ｆ ４Ｆ

ラウンジ

▼
L401
湯川

教員室

L408
折橋

教員室

L409

教員室

L410
葛

教員室
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１Ｆ ２Ｆ

３Ｆ ４Ｆ

【東千田未来創生センターＭ棟】

M101
BIBLA Senda

M205-1
グループワーク室

M205-2
端末室

（旧計算機室1）

M204
講義室

M103
保健管理センター

東千田分室

EV EV

M202
講義室

M201
講義室印

刷
室

M108
電気室

男子
トイレ

▼

▼
女子
トイレ

男子
トイレ

M203
講義室

女子
トイレ

身障者用
トイレ

M110
教員控室

身障

者用

トイレ

M304
講義室

M303
講義室

M402
講義室

M401
講義室

ミーティング
ルーム3-3

ミーティング
ルーム4-6

プロジェクト
ルーム4-6

ミーティング
ルーム3-1

ミーティング
ルーム4-4

ミーティング
ルーム3-2

ミーティング
ルーム4-5EV

M302
講義室

EV

プロジェクト
ルーム4-5

プロジェクト
ルーム4-4印刷室

女子
トイレ

男子
トイレ

ミーティング
ルーム4-3

プロジェクト
ルーム4-1

プロジェクト
ルーム4-3

プロジェクト
ルーム3-2

身障

者用

トイレ

ミーティング
ルーム4-2

身障

者用

トイレ

プロジェクト
ルーム4-2

男子
トイレ

女子
トイレプロジェクト

ルーム3-3

M301
講義室

プロジェクト
ルーム3-1

ミーティング
ルーム4-1

M109
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広島大学大学院人間社会科学研究科実務法学専攻（法科大学院）

　〒730-0053　広島市中区東千田町一丁目１番８９号　　　　電話番号（０８２）５４２－内線番号

講座名 職名 教員氏名
電話番号
（内線）

部屋番号

教授 山川　和義 kyama62@hiroshima-u.ac.jp 7256 L319

特任教授 片木　晴彦 hkatagi@hiroshima-u.ac.jp 7065 S212

教授 小濱　意三 kohama@hiroshima-u.ac.jp 6982 B118

教授 神野　礼斉 rjinno@hiroshima-u.ac.jp 7080 B209

教授 周田　憲二 ksuda@hiroshima-u.ac.jp 7074 B207

教授 田村　耕一 tamura@hiroshima-u.ac.jp 7081 B211

教授 野田　隆史 takanoda@hiroshima-u.ac.jp 6984 B116

教授 野田　和裕 knoda@hiroshima-u.ac.jp 7249 L315

教授 油納　健一 kyuno@hiroshima-u.ac.jp 7254 L318

教授 岩元　裕介 yiwamoto@hiroshima-u.ac.jp 7054 B208

准教授 安永　祐司 yasu1107@hiroshima-u.ac.jp 7248 L314

教授 秋野　成人 akino@hiroshima-u.ac.jp 7052 B213

教授 日山　恵美 keihou-group@hiroshima-u.ac.jp 6965 S213

教授 田上　剛 tano@hiroshima-u.ac.jp 6983 B117

准教授 堀田　尚徳 hhotta@hiroshima-u.ac.jp 7240 L308

教授 新井　　誠 amak@hiroshima-u.ac.jp 7242 L310

教授 門田　　孝 mondenta@hiroshima-u.ac.jp 7056 B214

教授 福永　　実 fukunaga@hiroshima-u.ac.jp 7259 L321

注）部屋番号のアルファベットは，Ｓは総合校舎S棟，Ｂは総合校舎Ｂ棟，Lは総合校舎L棟を表します。
　　　　　

広　島　大　学　法　科　大　学　院　教　員　名　簿

メールアドレス

民

事

法

講

座

刑

事

法

講

座

公

法

・

基

礎

法

学

講

座
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各専攻・プログラム問い合わせ先 

 

専攻 プログラム 問合せ先 

人 

文 

社 

会 

科 

学 

専 

攻 

人文学プログラム 

〒739-8522 
東広島市鏡山一丁目 2番 3号 
人文社会科学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-6615 

  E-Mail：bun-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

心理学プログラム 

〒739-8524 
東広島市鏡山一丁目 1番 1号 
教育学系総括支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-3706 

  E-mail：kyoiku-in@office.hiroshima-u.ac.jp 

法学・政治学プログラム 

〒730-0053 
広島市中区東千田町一丁目 1 番 89 号 
東千田地区支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)542-7045 
E-mail：senda-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

経済学プログラム 

〒739-8525 
東広島市鏡山一丁目 2番 1号 

人文社会科学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-7189 
E-mail：syakai-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

マネジメントプログラム 

〒730-0053 
広島市中区東千田町一丁目 1 番 89 号 
東千田地区支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)542-6962 
E-mail：senda-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

国際平和共生プログラム 
〒739-8529 
東広島市鏡山一丁目 5番 1号 
国際協力学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-6909,6910 
E-mail：koku-gaku@office.hiroshima-u.ac.jp 

国際経済開発プログラム 

人間総合科学プログラム 

〒739-8521 
東広島市鏡山一丁目 7番 1号 
総合科学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-6317,6316 

   E-mail：souka-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

教 

育 

科 

学 

専 

攻 

教師教育デザイン学プロ
グラム 〒739-8524 

東広島市鏡山一丁目 1番 1号 
教育学系総括支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-3706 
E-mail：kyoiku-in@office.hiroshima-u.ac.jp 

教育学プログラム 

日本語教育学プログラム 

国際教育開発プログラム 

〒739-8529 
東広島市鏡山一丁目 5番 1号 
国際協力学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-6909,6910 
E-mail：koku-gaku@office.hiroshima-u.ac.jp 

教
職
開
発 

専
攻 

教職開発プログラム 

（教職大学院） 

〒739-8524 
東広島市鏡山一丁目 1番 1号 
教育学系総括支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-3706 
E-mail：kyoiku-in@office.hiroshima-u.ac.jp 

実
務
法
学 

専
攻 

実務法学プログラム 

（法科大学院） 

〒730-0053 
広島市中区東千田町一丁目 1 番 89 号 
東千田地区支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)542-7087 
E-mail：houmu-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp 

広島大学・グラーツ大学国際連携
サステイナビリティ学専攻 

〒739-8529 
東広島市鏡山一丁目 5番 1号 
国際協力学系支援室 大学院課程担当 
TEL：(082)424-6909,6910 

  E-mail：koku-gaku@office.hiroshima-u.ac.jp 
 221


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	①履修方法，履修単位の上限，共通到達度確認試験，授業科目の成績及び単位の授与について【0626仮】
	②成績評価の基準　法科大学院【0626仮】

	
	09_履修手続・試験・成績等について
	４）成績評価等に関する異議申立制度について_20230228

	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	R05ハンドブック用配置図（230401現在）01
	R05ハンドブック用配置図（230401現在）02
	R05ハンドブック用配置図（230401現在）03
	R05ハンドブック用配置図（230401現在）04
	R05ハンドブック用配置図（230401現在）05

	
	09_履修手続・試験・成績等について
	４）成績評価等に関する異議申立制度について_20230228




